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新しい在留管理制度と「外国人住民」

楠本孝

はじめに

2009年7月8日、第171回通常国会において、我が国における外国人処遇の基本的施策に係

る二つの法律、すなわち①「出入国管理及び難民認定法及び日本国との平和条約に基づき日本

の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法の一部を改正する法律」及び②「住民基本

台帳法の一部を改正する法律」が成立した（2009年7月15日公布、3年以内に施行)。前者は、

従来の外国人登録法を廃止し、新たな在留管理制度を創設することを主たる内容とするもので

あり')、後者は外国人住民を住民基本台帳の適用対象に加えることを内容とするものである。

占領期に成立した国による入国管理と市町村による外国人登録という二元的な外国人管理制

度は、80年代後半の指紋押捺拒否闘争と89年の入管法改正という大きな転機を経て、今回の

改正で国による一元的な管理体制へと転換されることになった。これは、一方では、長年にわ

たって在日朝鮮人を隷従的境遇に押し付けてきた外国人登録法が廃止され、特別永住者を新た

な在留管理制度の枠組みから外すことにした点で、我が国の在日朝鮮人政策の決定的な転換点

を画するものと評価できよう。しかし、他方で、新たな在留管理制度の対象となる「中長期滞

在者」については、事務手続の簡略化などのメリットを享受する半面、これまで以上に厳格な

管理の下に世かれることになる。さらに、今回の制度改正の標的とされた不法滞在者（非正規

滞在者）については、新しい在留管理制度からも新たに創設された住民基本台帳法上の「外国

人住民」の枠組みからも排除され、一切の権利を否定された存在となって不可視化される危険

がある。

本稿では、今回の法改正に至る歴史的な背景と立法の経緯を素描した後、新たな制度の内容

を概観し、その問題点を検討する。そこでは、治安の維持を優先した国による外国人一元管理

の体制が、国際人権の尊重と地方自治の拡大を目指すべき21世紀の我が国にとって、ふさわ

しいものであったどうかが検討されるであろう。

I外国人登録制度の崩壊

1在日朝鮮人管理法としての外国人登録法の成立と解体

（1）外国人登録法の成立過程

外国人登録法は、在日朝鮮人管理法であった。

1947年5月21日、新窓法施行の前日に最後の勅令として公布・施行された「外国人登録令」

(ポツダム勅令207号）は、講和条約発効までは旧植民地出身者は日本国民として扱うという

原則に反して「台湾人のうち内務大臣の定めるもの及び朝鮮人は、当分の間外国人とみなす2)」
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(11条）と規定し、在日朝鮮人を外国人管理法制の下に侭いた。その上で、付則第2項で「こ

の勅令施行の際現に本邦に在留する外国人は、この勅令施行の日から30日以内に」登録を申

調することを義務づけられた。外国人登録を警察当局が実施する案を退けて、市町村長を担当

機関とする案が採用されたものの、付則3項は、登録違反者に刑罰（6月以下の懲役若しくは

禁鋼又は千円以下の罰金）を科し、最終的には退去強制をもって臨むことを規定していた。

1949年12月3日に公布、翌50年1月16日に施行された改正外笠令は、①登録に関する罰

則を1年以下の懲役に引き上げ、②居住地変更登録制度を新設し、③登録証の提示拒否だけを

処罰していたのを改めて、常時携帯義務違反そのものを処罰することとし、④登録証明書に有

効期間（3年）を設定し、一定の切り替え期間後には旧登録証は失効するものとして、登録証

の一斉切替を実施し、47年の登録の際にあった誤登録の一掃を図つた°この切替申請義務違

反にも調則（1年以下の懲役）を科した。これによって、外国人をして一定期間ごとに役所に

出頭させ、登録が正確であることを確認させる、いわゆる「確認申制制度」が設立されたので

あった。

1951年10月4日に外国人登録から独立した狭義の出入国管理の一般法として公布された

｢出入国管理令」（ポツダム政令319号）は、施行当初は、既に日本に在住し、生活している朝

鮮人、台湾人には適用されなかったが3)、52年4月28日の講和条約の発効に伴って、「朝鮮人

及び台湾人は内地に在住する者を含めてすぺて日本国籍を喪失する」とされたことから、これ

以後、在日朝鮮人、台湾人にも出入国管理令が適用されることになった。講和条約そのものに

は、旧植民地出身者の国締問題は一切触れられておらず、一律の日本国籍喪失は、法務省民事

局長の通達（1952年4月19日民事甲438）という形で発表された4)。旧植民地出身者に国輔

避択の機会を与えず、一片の通達によって、一方的に国締を剥奪するというやり方は、ドイツ

が、国内に居住していたオーストリア人に国霜の選択術を与えるという形でこの問題を処理し

た（1956年国薪問題規制法、BGBLI431）ことと比較して、実質的な人権保障上問題があるだ

けでなく、形式的にも「日本国民たる要件は法律で定める」としている憲法10条に違反する

疑いがあった．

入管令は、すべての外国人を様々な「在留資格」に区分し、それに応じた「在留期間」を定

めて管理する柵造になっている。しかし、在日朝鮮人は旅券を持って入国してきたわけではな

く、既に生活の本拠を日本に極いている人々であったから、日本国縮を失って「外国人」になっ

たからといって、彼らに在留資格と在留期間を定めて管理することは、到底不可能であった。

そこで、在日朝鮮人等については、在留資格を定めないで在留を認めるという入国管理の例外

が設定された。すなわち、占領下にポツダム政令として定められた出入国管理令を識和条約発

効後も法律として存続させるために定められた「ポツダム宣言の受諾に伴い発する命令に関す

る件に基づく外務省関係諸命令の措世に関する法律」（法律126号）は、その2条6号におい

て、「日本国との平和条約の規定に基づき同条約の最初の効力発生の日において日本の国霜を

離脱する者で、昭和20年9月2日以前からこの法祁施行の日まで引続き本邦に在留するもの
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(昭和20年9月3日からこの法律施行の日までに本邦で出生したその子を含む）は、出入国管

理令22条の2第1項の規定にかかわらず、別の法律で定めるところによりその者の在翻資格

及び在留期間が決定されるまでの間、引続き在留資格を有することなく本邦に在留することが

できる」と定めた。

外国人登録令から出入国管理邪務と退去強制事務を切り離して出入国管理令が制定されたが、

その残りの外国人登録の部分を引き継ぎ、一層強化したのが「外国人登録法」であり、獅和条

約発効の日に公布、施行された。この52年の外国人登録法は、日本の外国人登録制度に「指

紋押捺制度」を導入したものとして特記される。日本政府がこのような苛烈な方法を採用した

理由としては、朝鮮戦争に起因する密入国者の増加、それに伴う登録証明書の不正受給や、当

時の写真技術が現在と比較して劣っていたこともあって偽造変造が多発したことが挙げられる。

指紋制度が実施されたのは55年4月になってからであるが、59年に調査した時点で、既交付

の登録証明書の切り替えをしなかった者が、112,630人に上り、その大部分は不正登録をして

いたものとみられている。当局者は、指紋制度の導入によって、不正登録が是正されたものと

脱明している5)。この時の改正で、外登証の有効期間を2年に短縮したのも、外登証の偽造・

変造を防止するためである。しかし、当時不法入国者とされた者の多くは、帰国した朝鮮人が

祖国の経済状況を見て日本に逆流したものであったり、戦火から逃れてきた「難民」であった

ことも考慮しなければならない。

この指紋制度導入に在日朝鮮人が激しい反対運動をしたのは当然のことであった。外国人登

録法は、52年4月28日に公布、即日施行されたが、指紋制度の実施だけは「法律施行の日か

ら1年以内」と規定されていた。しかし、朝鮮人団体による集団的切替反対運動が行われ、そ

の動機の一部に指紋押捺に反対する目的があることが窺われたため、その実施をさらに1年延

期することとし、さらに緊縮予算のために新規事業を縄めないという財政事情が重なって再延

期された。結局、指紋押捺制度が実施されたのは、1955年4月27日であった。

（2）外国人笠録法の基本栂造

このように外国人登録法の基本榊造は、第一に、もともとは日本国民であった在日朝鮮人を

国民から分離して「外国人」として登録させた上に、「国民と外国人の基本的地位の相違鐙」

を以って彼／彼女らの人権を制約する根拠としたこと、第二に、この基本的地位の相述論に基

づいてやむを得ず在日朝鮮人の人権に必要最小限の制約を付すというのではなく、例えば登録

の正確性を確保するためにすべての外国人に指紋の押捺をさせるというように、（行政機関か

ら見て）「必要最大限度の制約』6)を課したこと、第三に、外登証を常時携帯させることで、

当該外国人の居住関係及び身分関係を現場で即時的に把握することができるようにすると同時

に、在日朝鮮人に、何時いかなるときでも自分が「外国人」であり、「監視されている」こと

を意識させようとしたこと、第四に、これら外国人醗録制度にかかわる軽務違反の罰則に刑事

刑を用いることで警察の捜査対象とし、監視の主体を警察としたこと、にあった。つまり外国
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人登録法は、在日朝鮮人に自分たちは「外国人」あり、国家によりプライバシーを把握され、

常に警察に「監視されている」ことを意繊させることを目的としていたといえる。そして、第

五に、このようにいわば植民地支配を引きずったような朝鮮人管理が何故日本国憲法下で合法

的に成立し、半世紀以上も存続しえたかということは、戦後日本社会における朝鮮人差別の根

深さを抜きにしては、脱明できない。些細な行政法規違反に過ぎなくとも、数多くの在日朝鮮

人が警察に身柄を拘束される事態を見た日本国民は、彼らの「遵法意職」に疑念を抱き、差別

意蹴をさらに強化することになった。

（3）在日朝鮮人管理法としての外国人登録法の解体過程

このように日本社会に深く根ざしたコロニアニズムに基礎を脳き、それだけに容易に突き崩

すことはできないと思われた外国人登録法が、解体への途を歩む契機となったのは、いうまで

もなく指紋押捺拒否闘争であった。

1980年代の初頭に個人の抵抗から始まった指紋押捺拒否は、1984年末ごろから次第に組織

化され、「市民的不服従運動」として、日本社会全体を巻き込んでいくようになる。この運動

は、外国人と日本人が共闘することにより、戦後の日本社会で殿も大きな成功を収めた市民運

動のひとつといえる。指紋押捺制度の合恋性、拒否者に対する再入国不許可処分や逮捕の違法

性に関する裁判はいずれも敗訴に終わったものの、これらの所えの最終審は最高裁判所ではな

く、日本国民全体であった。法制度の基礎をなす人々の正義感覚そのものに直接その正当性を

脈える指紋押捺拒否者の声は、次第に日本国民の中に浸透していった。指紋押捺制度の廃止を

求める180万の署名の9割以上を日本人の署名が占め、外登法の改正を求める意見を採択する

地方織会が400以上に運した7)。そして、85年2月、川崎市長が市民の人権擁謹の観点から指

紋押捺拒否者の警察署への告発を見合わせることを表明し、これに追随する自治体が次々に現

れたことで、運動の勝敗は事実上決した。政府は87年の法改正で、これまで登録証明書の切

替ごとに押捺させていたのを、原則1回の押捺としたが、それで抵抗運動が収束するはずはな

く、92年の法改正で、永住者及び特別永住者について指紋押捺制度を廃止し、99年改正で、

非永住権者についても指紋押捺制度が廃止され、外国人登録制度の最大の問題点であった指紋

押捺制度が外国人登録法から完全に姿を消した。99年改正ではまた、特別永住者が登録証明

密の常時携帯義務に違反した場合の嗣則が刑事罰から行政罰に改められ、これにより、在日朝

鮮人については蕃察による取り締まり対象からは外れ、在日朝鮮人管理法としての外国人登録

法は、この時点で、その存在理由を失った。

このように指紋押捺拒否闘争が市民的不服従運動であり、裁判に勝つことよりも市民の正義

感覚に直接訴えることで局面を転換しようとし、それが成功を収めたのであるとすると、この

ことは少なくとも次の二つのことを意味するように思われる。一つは、遅くとも80年代前半

までに日本国民のなかに在日朝鮮人の処遇のあり方に関する「正義感覚」の変化があったこと、

もう一つは、在日朝鮮人のなかに日本人の「正義感覚」に訴えることが無駄ではないとの意識
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が形成されていたということである。このような共生の思想への第一歩を築いたのは、日立就

職差別裁判（70年12月提訴、74年6月原告全面勝訴）であった。田中宏は次のように述べて

いる。「日立訴訟は、それまでの在日コリアンの運動にまったく新しい局面をもたらすことに

なった。日立所紐を契機にして、日本人側からも自らの課題として取り組む流れを生んだから

である。在日側も、朝鮮人だから仕方がない、諦めるしかないと『泣き寝入り』するのではな

く、納得できないことに異を唱えるという世代が登場していた」8)。外国人の差別撤廃運動を

推進する両輪は、外国人の定住化と人椛の普遍性に対する人々の理解の深化である。在日朝鮮

人は半島への帰還を締めて日本への定住を志向し、社会の栂成員として相応しい処遇を「椛利」

として主張し始める。これに、憲法の人権条項を日本社会に定着させることを目指す日本人の

市民運動が結びついて、人権の普遍性を前面に出した形で展開されるようになった成果が指紋

押捺拒否闘争であり、90年代における一連の外登法改正であったといえる。

2ニューカマーの大量来日による外国人登録制度の崩壊

（1）日系人の生活実態と外国人登録の誰雌

戦後から1960年代までは今日の特別永住者に相当する外国人の割合が外国人登録者数全体

の90％近くを占めていたが、1992年には46％、2008年では19％まで低下した。その主たる要

因が、ニューカマーと呼ばれる来日外国人の急増にあることは言うまでもない（表1及び図1

参照)。単純労働者は受け入れないとの国の建前とは褒腹に、バックドアとは言わないまでも

サイドドアからの単純労働者受け入れの契機となったのは、1989年12月6日に成立し、1990

年6月1日に施行された改正入管法によるものである。この年は、外国人研修制度に団体管理

型が導入された年でもある。国としての受け入れ態勢を整えないままに、低廉な労働力を求め

る経済界の要請に応えたものと言える。

2010年末で国箱別の外国人登録者数が最も多いのは中国で、2007年に韓国・朝鮮（これに

は在日だけでなくニューカマーも含まれている）を抜いて一位になり、リーマンショック後も

その数を増やしている。2010年末で中国籍の在留資格別の登録者数を見ると、永住者が169,484

人と最も多く、次いで留学が134,483人、技能実習が78,324人となっており、日本人の配偶者

等も53,697人と多い。永住者の約30％、留学の66.7％、技能実習の78.3％、日本人の配偶者

等の27.4％が中国霜ということになる。

国籍別では、中国、韓国・朝鮮に次いで多いのはブラジルである。そのほとんどは日系ブラ

ジル人であり、これにペルーやボリビアの日系人を加えると日系人は30万人を超える。90年

施行の改定入管法は、一方では不法就労助長罪を設けることで不法就労の一掃を図ると同時に、

身分又は地位に基づいて在留が認められ、活動に制限のない「定住者」という在留資格を創設

することによって日系人の出稼ぎの拡大に道を開いた9)。従来、同じく身分又は地位に基づい

て在留が認められる「日本人の配偶者等」の在留資格で出稼ぎに来ていた日系二世に加えて、

新たに日系三世及び二世の非日系配偶者のために「定住者」の在留資格を設けて、出稼ぎ労働

－5－
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力拡大の条件を整えたのである。「定住者」の在冊驚絡'0)で外国人蕊録しているブラジル人は、

1990年には12,637人に過ぎなかったが、2000年には137,649人、ピークである2006年には

153,1.11人に達し、2008年9月のリーマンショック以降減少に転じ、2010年末では77,359人と

なっている。さらに、「定佐背」の中には、ある凝嘆の期間経過すると在研の一層の安定を求

めて永住椛を取得する将も多い。「永住者」のrI珊礎格で外国人笠録しているブラジル人は、

1990年にはわずか164人であったものが、2002年には3万人を超え（31,203人)、こちらの方

はリーマンショック後も珊え続け、2010年末では117,760人に達している。

日系人の多くは、日本語をほとんど理解せず、『1本的慣行や労働観も保持していない上に、
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もともと出稼ぎ目的で来日しているのであるから、少しでも賃金の高い仕事が見つかれば簡単

に転職し、転居を繰り返すだけでなく、「定住者」という在閥資格とは裏腹に頻繁にブラジル

と日本を行き来する。彼らは産業の集秘した地域に集住する傾向があり（ピークである2008

年末の時点で群馬県大泉では人口の16.6％、岐阜県美濃加茂市では10.8％に達する)、日系人

が集住する東海地方などでは、外国人登録に基づいて子どもの就学状況を調査しようとしても、

20～30%が転居・帰国等のため調査結果は「不明」となるなど、外国人登録の内容と居住実態

の間の誰離が地方行政上の大きな問題になっていた。

外国人登録法は、もともと地域に定着して生活する在日朝鮮人を管理するための法として作

られたものであり、出稼ぎ目的で来日する外国人の管理を念頭において構想されたものではな

い。しかし、市町村では、管理法である外国人登録法上のデータを行政サービスの基礎として

転用せざるを得なかった。住民サービスのための基礎データとしての外国人登録法には、次の

ような問題があった。第一に、外国人登録は基本的に外国人本人が自ら適切に登録の申舗を行

うことを前提とした制度（申請主義）となっており、仮に市町村長が登録事項が事実でないこ

とを知ったとしても自ら職権で情報内容を変更することはできない。そのため外登法には住基

法のような転出届の制度が存在しないこともあって、他市町に転出したことが確実でも、転出

先で住所変更の届出がされないと、元の市町からの児童手当の振込みを継続せざるを得ないと

いったことが起こる。第二に、外国人登録は管理法としての性格から世帯ごとではなく個人ご

との編成になっている。多くの住民サービスは世帯を単位として提供されるため、行政サービ

スの基礎データとしては使いにくい。殊に夫婦の一方が外国人である国際結婚等により外国人

と日本人で構成される世帯（複数国籍世帯）の場合、世帯に関する状況を正確に把握するには

一定の困難が伴う（厚生労働省の人口動態統計によると2010年の国際結婚の件数は30,237件

で、婚姻件数総数の4.3％にあたる)。これらは、いずれも、外国人登録法が外国人の「居住関

係及び身分関係を適正に管理する」ことを目的とした管理法であって、行政サービス提供の基

礎となる住民台帳の整備を目的としたものではないことに由来する。

外国人登録法は、外国人が新居住地に移転した日から14日以内に変更登録申硝を行うこと

を義務付け（8条)、違反者には刑事罰が科されることになっているが（18条の2)、ほとんど

空文化しているといってよい。かつて、すべての外国人に指紋の押捺を義務付けてまで登録内

容の絶対的正確性を確保しようとした政府も、実態との誰離の大きさを前にして、すでに外国

人登録制度の役割は終わっており、小手先の改革は意味がないと判断したのか、税や保険料の

徴収コストがかさむ自治体が転出届の復活を求めても、「規制緩和推進の流れ」に逆行すると

して応じようとしなかった。

（2）「在留資格なし」の外国人登録

政府をいらつかせたのは、むしろ、在留資格のない外国人に自治体が外国人登録証明番を発

行していることであった。入国管理局が公表している在留の礎格別外国人登録者数の中で『そ

－8－



の他」とされている者は、在留資格を持たずに外国人登録している者と推測される。2008年

末で外国人登録している非正規滞在者'1)は約1万8千人に達する（表2及び表3参照)。入管

法の出入国管理と外登法による外国人登録は別個の制度（二元管理）であることから、外国人

整録の内容について、法務大臣に澗査を行う権限がない。

不法入国者や不法残留者にも外国人登録法が適用され、外国人登録を申諭しなければならな

いとされている（最大判昭和31．12．26刑集10巻12号1769頁)。しかし、他方で、入管法

62条2項は、国又は地方公共団体の職員に、退去強制耶由に該当する外国人を知ったときは、

入国審査官又は入国警備官に通報しなければならないと規定しており、これは刑訴法239条2

項が規定する官公吏の犯罪告発義務と同趣旨の規定と解されている。刑訴法の規定については、

当該公務員の職樋による裁最を認め、その案件を告発することにより今後の行政運営に亜大な

支障を生じると見られる場合まで告発の励行を要求しているものではないと解するのが通脱で

ある。入管法の規定についても、89年11月の衆議院法務委員会で入梅擁護局長が、非正規滞

在者の告発を行うことが行政目的達成に極めて重大な支陣を生じ、そのためにもたらされる不

利益が、告発しないことによってもたらされる不利益よりも大であると淫められるような場合

には、行政機関の判断によって告発しなかったとしても、公務員の通報蕊務規定に反しない、

との答弁をしている。正規滞在者が外国人登録できる結果、子どもの教育や公衆衛生などの措

世をはじめとして、自治体から最小限の行政サービスを受けることができた。

それにしても、非正規滞在者にとって、外国人登録のために役所に出頭することには、相当

なリスクがある。それにもかかわらず彼／彼女らが外国人登録を行うのは、滞在が長期化し、

国民健康保険への加入や子どもの就学などの行政サービスを受けるため、必要に迫られてのこ

とである。それに応えて、各自治体が、地域社会で平穏に暮らしている者については告発より

支援を優先する判断をして来たことは、外国人管理が国と市町村の二元的管理になっていたこ

とのむしろ長所であったと言えるのである。

しかし、政府にとっては、自らが推し進める「不法滞在者対策」上からも、これは放世して

おくことのできない、法治国家の綻びと映ったようである。不法滞在者に外国人登録証明香を

発行することは、これを本人確認手段として、不法滞在者が預貯金口座の開設や携帯甑話の契

約等を行うことを可能にし、結果として、不法滞在を助長することにもなっているとの指摘も

あった。政府は、在留資格のない者に外国人登録証明番を発行することは、彼らの不法滞在を

免罪しているような印象を与え好ましくないと、ことあるごとに繰り返してきた。今度、外国

人登録制度を廃止して、新しい在闇管理制度を導入した最大の理由は、この点にある。

－9－
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Ⅱ新しい在留管理制度への再絹の騰理

1在日から来日へ

外国人登録制度を廃止して導入される新たな在留管理制度は、3月を超えて我が国に在儲す

る中長期在留外国人を対象として、法務大臣が入国から在留管理まで継続的かつ一元的に符理

する制度を柵築しようとするものである。特別永住者と非正規滞在者は新たな在留管理制度の

対象とはされていない（新入管法19条の3)。

まず、特別永住者については、新入管特例法の適用を受け、これまでの市町村長が発行する

外国人登録証明書に替わって法務大臣が発行する「特別永住者証明書」の交付を受ける（新入

管特例法7条)。特別永住者証明番の常時携帯義務を定めた規定（新入管法政府案17条1項）

は、衆議院法務委員会における修正で削除された。これは、特別永住者が最早外国人管理の主

要な対象ではなくなったことを示すものである。91年の入管特例法の制定により「特別永住者」

という入管法の在留資格を有しないで在留する資格が設けられ、99年の外登法改正で特別永

住者については常時挽帯義務違反の罰則を刑事削から行政罰に改め、06年の入管法改正で導

入された日本版US-VISIT（VisitorandImmigranlStatuslndicatorTechnology）の対象から特別

永住者を除外し、そして今回の制度改正で新たな在留管理制度の対象からはずすとともに、

｢特別永住者証明書」の常時携帯義務が削除されたことは、在日朝鮮人を治安管理の対象とみ

なす時代が終わったことを強く印象付けるものであった'2)。

しかし、かつて在日の人権を制約する根拠として唱えられた「国民と外国人の基本的地位の

相違」猫を放棄したのかというと、そうではない。境界線は引き直されたが、その境界線の外

側の人々に対して、厳格な管理の思想に貫かれた法による規制が行われること自体はなんら変

わりがないのである。一般永住者については、06年の入管法改正で導入された日本版US-VlSlT

の対象者となり、新たな在留管理制度でも在留カードの常時携帯義務を課されるなど、他の中

長期在留者と同様に「必要最大限の制約」が課されている。その意味で、外国人管理の厳絡管

理の対象領域が、特別永住者と一般永住者の間を境にして在日から来日にシフトしたというこ

とができよう。

2国による一元管理

適法な在留資格を持つ中長期在留者については、在留期間の上限と再入国許可の有効期間の

上限が3年から5年に伸長され（2条の2第3項、26条3項。特別永住者の再入国許可の有

効期間の上限は4年から6年に伸張される（新入管特例法23条1項)）、みなし再入国制度

(26条の2）も導入されるなど、今回の法改正で利便性が向上することになると政府は言う。

しかし、それと引き換えに加えられる管理の強化は相当なものである。当局は、在留期間の延

長やみなし再入国制度は、新たな在留管理制度の導入により在剖管理に必要な情報をこれまで

以上に正硫に把握できるようになる見返りであると説明している。

新たな在留管理制度の中核である「在留カード」は、中長期在留者に対し、上陸許可や在留
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資格の変更許可、在留期間の更新許可等の在闇にかかわる許可に伴って交付される。在留カー

ドには偽変造防止のためIcチップが搭載され、カードを交付された者はこれを常時携帯する

ことが刑事刑によって強制されている（23条2項､75条の3)。

在留カードの記載事項は従来の外国人登録証明書の記戦事項よりも限定されているが、記栽

事項等の変更の届出は、対象者にとってかなり面倒なものになる。住居地の変更の届出は従来

どおり市区町村の窓口で済むが（19条の7，8，9)、その他の氏名等のカード記載事項の変

更や、所属機関の名称若しくは所在地の変更、「日本人の配偶者等」の資格で在留している場

合に配偶者と離婚又は死別した等の身分関係の変更等は、いずれも14日以内に、地方入国管

理局に届け出なければならない（19条の10)。地方入国管理局の所在地は限定されており（地

方入国管理局8，支局6，出張所62)、中長期在留者の負担が重くなることは避けられない。

違反者には、刑事罰や在留資格の取消しが予定されている。

在留カードは、適法な在岡資格をもって在留する者のみに交付され、これには就労制限の有

無や資格外活動の許可の有無が記載され（19条の4第1項第6号、7号)、率業主が在留カー

ドを確鰐することにより容易に就労の可否を確偲することができる。そこで、改正入管法は、

事業主が、届い入れた外国人が不法就労者であることを知らなかったとしても、そのことにつ

いて、在留資格の有無を砿寵していないなどの過失がある場合には'3)、その処罰を可能にす

る規定を設けた（73条の2第2項)。

さらに、新たな在留管理制度では、中長期在留者の在留管理に必要な情報を継続的に把握す

るためとして（19条の18第1項)、当咳外国人から所属機関（学校や事業所）に関する悩報

を入管に届け出させる（19条の16）だけでなく、所属機関からも当該外国人に関する情報を

入管に提供させるようになっており（19条の17．外国人を届用している事業所については別

に雇用対策法により届出を義務付けられている)、また住民基本台帳法上の外国人住民票記職

事項も入管にもたらされることになっている。その上に法務省入国管理局には、入国の際に外

国人から取った指紋などの生体情報やブラックリスト情報、退去強制悩報などが既に蓄積され

ており、これらの個人悩報がデータマッチングされれば、中長期在留者のプロファイリングが

行われることになる。

このように情報の継続的把握を偏重し、外国人の個人悩報保溌の観点を軽視した政府原案に

対し、衆議院法務委員会においてこれを中和するための一部修正が行われた。すなわち、第一

に、在留カード（特別永住者証明書を含む）の番号は、交付ごとに、従前のものと異なる番号

を定めるものとし（19条の4第2項)、外国人が希望する場合には、手数料負担の上、新たな

番号の在留カードの交付を求めることができるようにした（19条の13第1項後段)。第二に、

法務大臣は、在留管理の目的を達成するために必要な最小限度の範囲を超えて、中長期在留者

に関する情報を取得・保有してはならず、当咳傭報の取扱いに当たっては、個人の権利利益の

保護に留意しなければならないとの規定が盛り込まれた（19条の18第3項)。しかし、前者

は主として民間業者が在留カードの番号をキーとして不当なデータベースを作成することを防
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止するために識じられた措置であり’4)、行政機関によるデータマッチングの防止策にはなり

えないし、後者も「在留管理の目的を達成するために必要な般小限度の範囲」が明確にされな

ければ、単なる訓示規定に過ぎないものとなろう。

日本人を対象とする住民基本台帳ネットワーク（住基ネット）の合憲性に関する最高裁判決

(2008年3月6日民集62巻3号665頁）は、原審（大阪高判2006年11月30日判時1962号11

頁）が、行政機関が住民票コードを用いて個人情報を集積し、データマッチングや名寄せを行

う具体的な危険があるとしたのに対し、データマッチングの禁止が懲戒処分や刑事罰により担

保されていることと、個人情報を一元的に管理する機関が存在しないことを根拠に、住基ネッ

トを利用したデータマッチングや名寄せの具体的危険性は縄定できないとした。ところが、中

長期在留外国人についてはデータマッチングを行うことが可能な機関が存在することになった

のであるから、最高裁がプライヴァシー侵害の具体的危険性はないとする論拠は崩れたことに

なる。仮に、かつて外登法の指紋押捺制度について、外国人についても指紋押捺をみだりに強

制されない自由自体は鯛めつつ、外国人の公正な管理のために必要とされる範囲であれば、指

紋の押捺を義務付けても憲法に反しないとしたように、データマッチングについても、「在留

管理に必要な情報の継続的な把握」のために必要とみなして許容するとすれば、それは、外国

人の人権に関する「必要最大限度の制約」の原理が新たな在留管理制度の下でも生きているこ

とを示している。

3不法滞在者対策

（1）「犯罪に強い社会の実現のための行動計画」

新たな在留管理制度を導入する最大の目的が「不法滞在者」の摘発・排除にあることは疑い

がない。

蕃察白書が、「来日外国人」による刑法犯の増加を指摘し始めたのは平成2年版（1990年）

からであるが、平成11年版（1999年）では、「不法滞在者の存在が治安への脅威になってい

る｣、『大母の不法滞在者の存在は来日外国人による犯罪の温床になっている」として、「不法

滞在者＝犯罪の温床」という図式が示されている。これが2000年以降の「安全神話」崩壊論

や「体感治安」の悪化蹄によって増幅され、「不法滞在者が治安悪化の元凶」という「世論」

ができあがった。これに政府としてお墨付きを与えたのが2003年12月に犯罪対策閣僚会議が

策定した「犯罪に強い社会の実現のための行動計画」である。このなかでは、「近年、外国人

犯罪の深刻化が進み、その態様も、侵入強盗などの凶悪なものが増加している...…これら犯罪

の温床となる不法滞在者を、今後5年間で半減させ、国民が安心して暮らすことができるよう

にし、また、平穏かつ適法に存在している多くの外国人に対する無用の警戒感を払拭すること

が必要である」として、不法滞在者は「平穏かつ適法に」在留する外国人と区別され、数値目

標を掲げた排除の対象にされた。そして04年2月からは、法務省入国管理局のホームページ

上で「不法滞在者等の外国人」に関するメール通報制度を開始するなど、政府が禰極的に不法
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滞在者を「社会の敵」に仕立て上げていった。

その犯罪対策閣僚会議の下に2005年7月「外国人の在留管理に関するワーキングチーム」

が設髄され、不法滞在者対策に主眼を世いた新たな在留管理制度の在り方が検討され、2007

年7月に、その検討結果が出された。これを踏まえて、第五次出入国管理政策懇談会から「新

たな在留管理制度に関する提言」が出され、これに壁づいて政府法案が作られた。「提言」は、

｢新たな在留管理制度においては、…法務大臣が、我が国に在留する外国人の在留管理に必要

な情報を一元的、正確かつ継続的に把握する制度を櫛築する。これにより、法務大臣は、把握

した正確な情報を不法滞在者、不法就労者対策を含め出入国管理行政に有効に活用して国民の

信頼を高め、同時に、適法に在留する外国人が、より安定的に我が国で活動しやすくするため

の諸方策を講じていく」としていた。

（2）「不法滞在者」から「偽装滞在者」へ

前述のように、2003年12月の「犯罪に強い社会の実現のための行励計画」は、「我が国の

不法滞在者は25万人程度15)と推計されているが、これらの犯罪の温床となる不法滞在者を、

今後5年間で半減させ」るとの数値目標を設定して徹底した摘発を行った。その結果、2004

年1月時点で219,418人であった不法残留者数は、2009年1月時点では113,072人にまで48.5

％減少した（図2参照)。これを踏まえ、政府は「不法滞在者を半減するという目標をおおむ

ね達成し、国民が安心して暮らせる社会の実現に貢献することができた」と総括した16)。だ

とすると、不法滞在者対策を主眼とする新しい在留管理制度導入の必要性は、少なくともある

程度は低下したといえそうである。しかし、「不法滞在者」対策が一息つくと、政府は新たに

｢偽装滞在者」という新たなカテゴリーを前面に出すようになる。

「偽装滞在者」とは、我が国で不法就労等を行うため、身分や活動目的を偽って入国．在留

する者を指し、本来は就労を目的としているのに、在留資格を得るために「偽装結婚」してい

る者などが念頭に極かれている。「犯罪に強い社会の実現のための行励計画」は、「留学．就学、

研修、興行、日本人の配偶者等の資格で入国する者の中には、在留資格は名目のみで、当初か

ら不法就労を目的としている者が数多く存在しており、その手段も悪質巧妙化し、その資格審

査が困難化してきているため、実態調査の強化をはじめとする審査の厳格化を図るとともに、

関係機関相互の傭報交換を密にして関連事犯の取締りを強化する」とし、その上で、「偽りそ

の他不正の行為により在留を画策するなど継続して滞在させることが好ましくないと認められ

る外国人について、在留期間途中で在留資格を失わせることができるよう、出入国管理及び難

民認定法を改正する」としていた。これを受けて、2004年の入管法改正により、在留資格の

取消しに関する規定が新設された（22条の4)。

しかし、これによって「偽装滞在者」対策の必要性を強調する声は収まるどころか、偽装滞

在者問題は新しい在留管理制度導入の推進力となった。2008年12月に犯罪対策閣僚会議が策

定・公表した「犯罪に強い社会の実現のための行動計画2008」は、新たな在留管理制度に

－15－



よる不法滞在者対策の筆頭に「偽装滞在者」対策を掲げた。すなわち、「外国人の在留管理に

必要な情報を一元的、正確かつ継続的に把握する制度を創設し、適格な在留管理を行う。また、

同制度の創股に伴い、法務省が関係行政機関及び外国人の留・就学先、研修及び稼動先等の所

属機関等から、迅速かつ効率的に出入国管理行政の的確な遂行に必要な情報の提供を受けると

ともに、それらの梢報の分析・活用を行うことで不法滞在者や偽装結婚・正規の留学生を装う

などの偽装滞在者を生まない社会を榊築する」とし、その上で、「新たな在留管理制度等によ

り、外国人の在留実態を確実かつ迅速に把握し、その情報を活用して、在留状況に疑義がある

者に対しては調査を行い、不法滞在者・偽装滞在者等であることが判明した場合には、摘発や

在留資格の取消し等を領極的に実施するとともに、そのために必要な法整備を行う」としてい

た。つまり、偽装滞在者対策をさらに強化する新たな立法の必要性を強調していたのである。

言うまでもなく、これが、新入管法による在留資格取消事由の大幅な拡大に繋がっていくこと

になる17)。

（3）在留特別許可と出国命令制度

強権的な手法だけで、非正規滞在者を減少させることはできない。法務省は、在留特別許可

の新しいガイドラインを策定するとともに、「出頭申告のご案内～不法滞在で悩んでいる外国

人の方へ～｣という文書をホームページに掲載して、出国命令制度を利用した出国を勧奨する

とともに、在留特別許可の申舗者の増加を図っている。

非正規滞在者を減らすための有力な施策のひとつが「正規化」である。近年の非正規滞在者

の減少も、在留特別許可数の増加と無関係ではない。在留特別許可数は、90年代の半ばまで

は年間千人未満であったが、2000年代以降は、年間5千人以上、2003年からの3年間は毎年1

万人を超え、2003年から2008年までの6年間で約6万人に達している（図3参照）。2006年

10月に策定・公表された「在留特別肝可に係るガイドライン」は、在留特別許可の許否判断

を行うにあたっての積極要素として、当骸外国人が①日本人または特別永住者の子であること、

②日本人または特別永住者との間に出生した（未成年かつ未婚の）実子を親権者として相当期

間同居の上監護・養育していること、③日本人または特別永住者と婚姻が法的に成立していて、

夫婦として相当期間共同生活をして相互に協力扶助し、蛎姻が安定かつ成熟していることの他、

④人道的配慮を要する特別の事情があるときが掲げられ、④の例として、ア難病・疾病等に

より日本での治療を必要とする場合と、イ日本への定務性が露められ、かつ、国籍国との関

係が希薄で、国籍国において生活することが極めて困難である場合とが挙げられていた。他方、

消極要素しては、①刑罰法令違反またはこれに池ずる素行不良が認められるとき、②出入国管

理行政の根幹に係わる違反または反社会性の高い違反をしているとき（その例として、ア不

法就労助長罪、集団密航罪、旅券等の不正受交付罪等により刑に処せられたことがあることと、

イ資格外活動、不法入国、不正上陸又は不法残留以外の退去強制事由に咳当するときが挙げ

られていた)、③過去に退去強制手続を受けたことがあるとき、が挙げられていた。
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政府は新入管法成立に伴って2009年7月にガイドラインの改定を行った。これは衆議院で

の修正で、改正法の附則60条2項に、「この法律の円滑な施行を図るため｣、在留特別許可の

｢運用の透明性を更に向上させる等その出頭を促進するための措世その他の不法滞在者の縮減

に向けた措世を講ずる」ことを政府に求める規定が世かれたことによるものである。新ガイド

ラインは、積極要素を「特に考慮する積極要素」と「その他の祇極要素」に分け、前者として

は、旧ガイドラインの積極要素の①乃至③と④のアに加えて、当該外国人が⑤日本の初等・中

等教育機関（母国語による教育を行っている教育磯関を除く）に在学し相当期間日本に在住し

ている実子と同居し、当該実子を監護及び養育していることを掲げている。また、後者には、

⑥当該外国人が、不法滞在者であることを申告するため、自ら入管に出頭したことを明記して

いる。他方、消極要素も「特に考慮する消極要素」と「その他の消極要素」に分け、前者とし

ては、旧ガイドラインの②のアに加えて、①のうち「重大犯罪により刑に処せられたこと」を

挙げている。その例には、ア凶悪・重大犯罪により実刑に処せられたことがあること、イ

薬物や拳銃など社会悪物品の密輸入・売買により刑に処せられたことがあることが挙げられて

いる。他方後者には、旧ガイドラインの①の「その他の刑嗣法令違反またはこれに準ずる素行

不良｣、や③の他に、旧ガイドライン②のイのうち特に「船舶による密航、若しくは偽造旅券

等又は在留資格を偽装して不正に入国したこと」が明記された。それ故、この新ガイドライン

については、一方で非正規滞在者の自主的な出頭を促しつつ、不法入国・偽装滞在を消極要素

と明記したことで、非正規滞在者における選別の明確化を図り、「好ましくない」非正規滞在

者に対する「強化された排除」の方針を明確にしたものとの評価がある'8)。新ガイドライン

は、「平穏かつ適法に」在留している場合は、在留特別許可がなされる可能性が大きいことを

示して、出頭を促したものといえる。しかし、「平稲かつ適法に」ではなくても、「平穏に」生

活している人々については、いっそう積極的な『適法化」を行うことが必要である。

2004年の入管法改正で、不法滞在者の自主的な出頭を促す新たな制度として、出国命令制

度が創設された。これは、自ら出頭した外国人で一定の要件に該当する場合には、簡易な手続

で迅速に出国させるものであるが、その上陸拒否期間を5年から1年に短縮することで、不法

滞在者の自主的な出頭を促す措世を講じている。これを利用して2005年から2009年までの5

年間で約5万人が出国している。これも、在留特別許可制度と並んで、近年の不法滞在者数の

減少に大いに貢献しているといえよう。

Ⅲ「外国人住民」の住民基本台幅制度への編入

1立法の経緯

（1）地方自治体の取組み

2001年10月、日系ブラジル人などニューカマーである外国人住民が多数居住する13都市が

外国人集住都市会議を設立し、国や関係機関への要望･提言を行ってきた。同会議は、年々会

員都市を増やし、2011年4月時点では28都市まで拡大している。
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外国人集住都市会鍍は、2001年10月19日に浜松市で開いた外国人集住都市公開首長会雛で、

｢浜松宣言及び提言」を採択し、総務省、法務省、外務省、文部科学省、文化庁、厚生労働省、

社会保険庁の5省2庁に申入れを行った（11月30日)。この「浜松宣言及び提言」は、外国

人住民を地域共生のためのパートナーと位磁づけて、行政手続の上で日本人住民との差異を極

力少なくし、現行法・制度が障害となって外国人の権利の保障が十分にできない場合には法改

正・制度改変を求めるなど、外国人の地域での処遇を改善するための基本的視座と明確な通勤

方針を示したという意味で、外国人集住都市会織の最初の綱領的文番と言うことができる。そ

の「外国人登録手続」に関する提言では、外国人住民には、外国人登録により、保険・福祉サー

ビスを受けたり、印鑑登録もできるなど、その行政区域内における住民としての社会的な諸権

利や義務が生じるが、外国人登録制度は日本人の住民基本台帳と手続内容が異なり、他の行政

処理上の障害となっていることから、日本人住民と外国人住民とが等しく行政サービスを享受

できるようにするために、両者の登録システム及び関係法律・諸制度の差異を極力少なくすぺ

きであるとし、その上で、①申請者の利便性の向上と事務の軽減・簡素化を図るため、在留資

格・在留期間別に登録項目を見直すとともに、代理申請の緩和・拡大や申諭の多言語化などを

検討すべきであり、②自治体のlT化に伴い、外国人登録システムの電算化、入国管理局や自

治体間とのネットワーク化、さらには各種行政梢報システムとの連携ができるようにすべきで

あり、③外国人は、出入国時など、頻繁に居住地変更をするが、その手続を住民基本台帳と整

合性を持たせるため、特に転出時の届出制を検討するとともに、入国管理局からの出国者等の

連絡の迅速化を図るべきであり、④人権に配慮しつつ、住民基本台帳と同様に、福祉・教育・

税金などの行政の事務事業や、地域共生ための耶業に対する情報公開の拡大について検肘すべ

きである、としていた。

外国人集住都市会譲は、2004年10月に豊田で首長会議を開き、三つの分科会に分かれて協

議を行った後、全体会を開いて「豊田宣言及び提言」を採択した。その中のコミュニティ部会

報告は、国及び県に対して、まず、日本人と異なる制度で居住地や世帯員を把握する弊害が高

まっている現状を踏まえて、登録内容と居住実態の不整合を防止するため、①転出の届出制を

設けること、②居住地の登録変更等を世幣単位で処理すること、③出国通知の報告の迅速化を

図ること、④国保資格の漣失処理等について統一的な取扱い基準を示すこと、を改めて求める

とともに、出入国管理を目的としている外国人登録制度を抜本的に見直して、外国人登録制度

を住民基本台帳制度に一元化することを提言している。

このように、外国人住民を住民基本台帳制度に組み込む案は、いわば外国人政策の「現場」

である地方自治体の側から出された。

（2）国の動き

国レベルでの外国人政策論議が本格化してきたのは、2006年に入ってからである。その先

駆けとなったのが総務省の「多文化共生の推進に関する研究会」の報告書（2006年3月）で
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ある。この報告書は、各自治体の多文化共生の推進に関する指針・計画の大本となるべきもの

であった．この報告書が打ち出した「生活者としての外国人」というコンセプトは、内閣官房

に設世された「外国人労働者問題関係省庁連絡会議」を通じて、政府全体の外国人政策のキー

ワードとなった。報告書は、「国レベルの検討は、これまで主に外国人労働者政策あるいは在

留管理の観点から行われてきたが、そうした観点からのみ捉えるのは適当ではない。外国人住

民もまた生活者であり、地域住民であることを認識し、地域社会の構成員としてともに生きて

いくことができるようにするための条件整備を、国レベルでも本格的に検討すべき時期が来て

いると言えよう」と述べている。

そして、2007年6月22日、政府は、外国人登録制度に関し「外国人の身分関係や在留に係

る規制については、原則として出入国管理及び難民認定法に梨約し、現行の外国人登録制度は、

国及び地方公共団体の財政負担を軽減しつつ、市町村が外国人についても住民として正確な情

報を保有して、その居住関係を把握する法的根拠を擬傭する観点から、住民基本台帳制度を参

考とし、適法な在留外国人の台帳制度へと改編する」との内容を盛り込んだ「規制改革推進の

ための3カ年計画」を閣議決定した。具体的な法案の作成ついては、2008年3月、総務省及

び法務省が「適法な在留外国人の台帳制度についての基本栂想」を公表し、総務省主導で法改

正を行うこととなる。

総務省内では、日本人の住民悠本台帳と別の外国人台帳制度を創設する案も検討されたよう

であるが、①地方自治法に規定する住民とは、国流の如何を問わないとされており、外国人も

市町村の区域内に住所を有する限り日本人と同じく市町村の住民であること、②日本人と外国

人とで柵成する世帯についてもその世帯栂成を正確に把握する手段を講じる必要性があること、

③市町村における住民行政の基礎となる名簿として二つの台帳が存在した場合、市町村の行政

事務が複雑化すること、④外国人台帳制度の目的が日本人の住民基本台帳制度のそれと異なら

ないことなどを理由として、結局、住民基本台帳法を改正して外国人住民をその対象とする方

法に帳換した'9)。

政府が国会に上程した政府原案には、非正規滞在者の椛利擁護の視点は皆無といったよかっ

た。そのため国会審議では特に非正規滞在者への対応、非正規滞在者へも提供される行政サー

ビス（子どもの義務教育諸学校への就学、助産施設での助産、結核予防のための健康診断など

の行政サービスについては人道的な観点から非正規滞在者もその対象者となっている）の確保

のあり方について多くの質疑がなされた。その結果、改正法附則に23条を追加し、不法滞在

者について、新制度の施行日以後においても「なおその者が行政上の便益を受けられることと

なるようにするとの観点から、必要に応じて、その者に係る記録の適正な管理のあり方につい

て検討を加え、その結果に基づいて必要な措世を識ずるものとする」との規定が世かれた。

2新たな在留管理制度と外国人住民台帳制度

（1）在留カードと外国人住民台帳制度
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外国人は入国のときに空港や港で上陸の許可を受け、その際に3ヶ月を超える在留期間を決

定された者に対しては入国審査官から在留カードが交付される20)。在留カードには氏名、生

年月日、男女の別、国締等、在留資格、在留期間といった在留管理上必要な基本的な事項が記

載されており、外国人は入国後住所を定めてから14日以内に、市町村にその在留カードを提

示して住民基本台帳法上の転入届を提出する。市町村は、この転入届があった場合、在留カー

ドにより必要な情報を確認して当咳外国人住民にかかる住民票を作成し、世帯ごとに編成する。

同時に在留カードに入管法上の住居地を記載して本人に返却するとともに、その情報を法務大

臣に通知する（その後住所を移転した場合も同様)。一方、その後在留資格、在留期間等の情

報に変更が生じた場合や出国等の悩報が、法務大臣から市町村に通知される21)。

外国人登録制度の廃止＝新しい在留管理制度の導入によって、自治体の事務負担は軽減され

る。ニューカマーの急増によって著しく増大した行政コストに悲鳴を上げていた外国人集住都

市の要望に国が乗った形である。しかし、在留管理制度に従属した外国人住民台帳制度を受け

入れたことは、かつてのように自治体が国の方針に逆らっても外国霜住民の樋利を擁護する裁

赴梅を、自治体が自ら放棄したように思える。逆に言えば、新しい国に一元化された在留管理

制度は、自治体の自治権の一部を国が召し上げたものと言っても言い過ぎではないだろう。

（2）「外国人住民」とは

改正住民基本台帳法第30条の45が定める「外国人住民」とは、①中長期在留者（適法に3

ヶ月を超えて在留する外国人)、②特別永住者、③一時庇謹許可者及び仮滞在肝可者、④出生

や日本国鰯喪失に伴い経過滞在する者である。

非正規滞在者は新たな外国人住民基本台帳制度の対象にされていない22)。市町村が独自の

判断で非正規滞在者を「住民」とみなして、台帳制度の対象に加えることは許されていない。

新法39条が「この法律は、日本の国籍を有しない者のうち第30条の45の表の上欄に掲げる

者以外のものその他政令で定める者については、適用しない」と明記しているからである。非

正規滞在者が含まれない理由について、立案当局者は次のように説明している。「不法滞在者

であっても、市町村の区域内に住所を有する者、すなわち住民となり得るが、当該外国人が住

所を有する者に該当するかどうかを判断する際には、当咳外国人が有する在留資格及び在留期

間がどのようなものであるかが重要な考慮要素となるものであり、その住所を判断するに当たっ

ては、入国の経緯･在留期間や入国後の在留資格の経緯等の種々の状況に照らして個別具体的

な判断が必要となるものであり、不法滞在者については単に居住しているからといって住所を

有していると判断することはできない」23)。

「在留カード」が発行されず、住民登録もされない非正規滞在者は、入管当局や警察による

摘発対象となるだけでなく、新制度によって、現代社会において生きていくために必要な公共・

民間のあらゆるサービスから締め出されることになる。特に民間の各菰サービス、入居、銀行

口座の開設、クレジットカードや携帯電話の契約等において在留カードの提示を求めることが
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徹底されれば、非正規滞在者のライフラインはほぼ断たれることになろう。しかしながら、衆

議院での修正で、新入管法の附則に、非正規滞在者でも仮放免されて一定の期間を経過したも

のについては、福祉や義務教育など一定の行政サービスが受けられるように、法務大臣がその

居住地、身分関係等を市町村に迅速に通知する等の配慮をすることを求める規定が定められた

(附則60条1項)。殊に子どもの教育を受ける権利は、遮本的な人椎であり、在留資格の有無

によって制限を受けるべきものでないことはいうまでもない。文科省は2006年6月に、教育

委員会が就学手続において住所の確認などを外登証以外のもので行うことを認める通達を出し

ている。この通達が新制度の下でも有効であることを確認することが必要である。

（3）在留資格取消事由の拡大

いわゆる「偽装滞在者」に対処するため、2004年の入管法改正で、在留資格取消制度が創

設されたが（22条の4)、それは、偽りその他不正の手段により上陸許可の証印等を受けた場

合を規定するものであった。新しい在留管理制度を創設する2009年改正入管法は、その在留

資格取消率由を大幅に拡大した。

①偽りその他不正の手段により在留特別許可を受けたことを取消事由とした（同条1項5号)。

これは、蛎姻を理由に在留特別許可を受けた外国人が、その婚姻が偽装婚でありながら、虚

偽の資料を提出するなど「偽りその他不正の手段により」在留特別許可を受けた場合を想定し

たものであるが、他に例えば、不法残研する外国人女性が、外国人男性との間に生まれた子を、

日本人男性との間に生まれた子であると偽ってその認知を受けた上、当該子の監護・養育を理

由に在留特別許可を受ける、いわゆる偽装認知の事案も含まれるとされる24)。

②日本人の配偶者等又は永住者の配偶者等の在留資格を持って在留する者が、その配偶者の身

分を有するものとしての活動を継続して6月以上行わないで在留していることを取消事由とし

た（同7号)。

ただし、DV被害者の救済のため、両院の法務委員会で、配偶者からの暴力等により当該活

動を行わないことに正当な理由がある場合には、在留資格の取り消しの対象とならない旨周知

徹底を図ることが決議されている。さらに、衆議院法務委員会での修正により、この事由によ

り在留資格の取消しをしようとする場合には、在留資格の変更の申納又は永住許可の申網の機

会を与えるよう配慮しなければならない、との規定が設けられた（22条の5)。

③居住地に関する各種届出義務違反を、罰則とは別に在囲資格の取泊し那由に加えた。

外登法の下で罰則が必ずしも実効的でなかったことを踏まえて、届出義務を在留資格とリン

クさせることにより、継続的情報管理をより実効的にしようとしたものとされる。具体的には、

上陸許可の認証等を受けて新たに中長期在留者となったものが、正当な理由なく、当該上陸許

可の認証等を受けた日から90日以内に住居地の届出をしないこと（22条の4第1項第8号)、

中長期在留者が届け出た住居地から退去した場合において、正当な理由なく、当該退去の日か

ら90日以内に新住居地の届出をしないこと（同9号)、中長期在留者が虚偽の住居地を届け出
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たこと（同項10号）が在留資格取消事由となった。

おわりに

（1）新制度の影靭予測

「外国人住民」の台帳制度は、適法に在留する外国人にとっては、①各秘行政サービスに係

る届出等の簡素化（手続のワンストップ化)、②複数国霜世帯で、日本人であっても外国人で

あっても同じ世帯柳成員として同一世帯の住民票に記戦され、世帯全員が一覧できる住民票の

写しの交付が請求できる、③住民基本台帳ネットワークシステムや住民基本台帳カードの適用

対象になる、といった点でメリットがあるとされる。さらに、市町村にとっても、①住民基本

台帳と外国人登録原票が一本化され、両者の突合を行う必要がなくなる、②外国人住民に係る

情報の正確性が確保される、③外国人登録証の交付に関する市町村の事務が純減になる、といっ

た各種行政サービスの事務が合理化できるという点でメリットがあるとされる25)。

しかし、在留カードの交付を受けられず、住民登録もされない非正規滞在者は、本人確認手

段を失い、銀行口座の開設、携帯電話の契約等ができなくなり、ライフラインをほぼ断たれる

ことになる。子どもの教育や公衆衛生に関わる般低限の行政サービスは受けられるよう配慮を

求めた附則の規定が国会審議の中で追加されたが、その実効性は未知数である。

入国管理局の集計で2011年1月1日時点での不法残留者は約8万とされている。これに不

法入国者を含めると、10万人以上の非正規滞在者がいると推定される。これだけの数の人々

が新しい在留管理制度によって生存権を奪われることになる。このうちの何割かは、新たに在

留特別許可を受けたり、出国命令制度等を使って出国するであろうが、多くは日本に残ること

になるだろう。帰国しても仕事がなく、子どもを育てていくことはできないからである。政府

も在留特別許可基遜の緩和など非正規滞在者を減少させる取り組みをしているが、新法施行後

に、ほぼ無権利状態の者が一定数日本社会に存在することになることは間違いない。

（2）新しい在留管理制度の下での地方自治体の役割

外国人政策は、国の出入国管理政策と自治体の社会統合政策の2本の柱からなり、両者はお

互いに補完しあう関係にあるべきだと思われるが、今回の改正は、国の出入国管理政策を優先

した結果、地域に住む外国人の最低限の権利（例えば、子どもの教育を受ける権利）も保障さ

れない自体を招く虞があると思われる。

外国人登録制度が廃止され、新たな在留管理制度が導入されたことは、外国人に対する管理・

監視を強化するものであり、非正規滞在者を排除する圧力を強めるものであることは言うまで

もないが、それに対する抵抗運励を困難にするという点にも問題がある。

旧制度の下では、国境の管理（出入国の管理）は国の専権事項であるが、入国後の居住関係・

身分関係の管理は国に大枠をはめられているとはいえ地方自治体に一定の裁吐梅が認められて

いた。そして、実際に地方自治体は、外国人住民の人権救済に一定の役割を果たしてきた。新
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制度の下では、出入国から居住までの全過程が「在留管理」として国の一元管理の下に侭かれ

る。そして在留管理については、マクリーン事件判決（最大判1978年10月4日民集32巻7

号1223頁）が「外国人に対する憲法の基本的人権の保障は、外国人在留制度の枠内で与えら

れているにすぎない」としていることから、外国人登録法下における国民と外国人の基本的地

位の相遮鎗に増して国に広範な裁盤権が認められることになりかねないのである。

しかし、マクリーン事件判決については、もともと在留期間の更新の問題に入国の場合と同

様の広い裁吐権を認めたことに批判があるだけでなく、同判決以後に国際人梅規約や子どもの

椛利条約など国際人権法に係る重要な条約を我が国が批准している砺実を虹く評価しなければ

ならない26)。もちろん、我が国の裁判所が、国際人権規約をはじめ日本が当耶国になってい

る人横条約の適用にあまり積極的でないことは周知のことである。カルデロン事件27)では、

｢児童の般善の利益」（子どもの権利条約3条1項）や「家族の権利」（自由梅規約17条1項）

も在留制度の枠内で考慮されるに過ぎないとされた。こうした国内法のぬるま湯に浸かったよ

うな蛾判所の態度を変えさせるには、自由権規約第一議定書の個人通報制度を受託するよう政

府に働きかけを強めることが重要である。それが実現しないまでも、そうした御が無視できな

い大きさになるだけで、大きな影響力があるように思う。

在留特別許可を求めての一斉出頭を支援してきたAPFS（AsianPeoplc,sFriendshipSociety）

など、国（入国管理局）に直接働きかける運動をしてきた団体も少なくないが、これまで自治

体に働きかけて外国人の権利を擁護してきた市民通勤は、地方自治体が在留管理制度の外に世

かれたことで、重要な足掛かりを失うことになった。しかし、高知市識会は、2001年9月に

｢日本に定住し生活基盤を形成した非正規滞在者外国人の在葡特別許可を求める意見書」を採

択している28)。カルデロン事件では、2万を超える在留特別許可を求める嘆願番や署名が集

まり、一家が居住する蕨市の市議会も一家の在留特別許可を求める意見禅を採択している。国

の専椛耶項とされる事柄でも、地方の議会から自らの地域の住民である外国人の椛利を擁識し

ようとする声を上げていくことは依然として重要である。その際、国に対して「超法規的な」

｢人道的配慮」を求めるというのではなく、国際人権法に基づいて、外国人の「椛利」を擁識

するのだという姿勢が求められる。

今回の新しい在留管理制度の導入は、何よりも不法滞在者対策という刑耶政策の観点から構

築されたものである。刑事政策の対象になる人々の人権保障という慾法的要洲が、「安全な社

会jの実現という政策目標と「不法滞在者に人権はない」というような過剰な「法治国家」へ

の伯奉の前に全く省みられないとすれば、戦後70年が近づく今日ですら、形式的な法治国家

思想が幅を利かし、「法の支配」の思想がこの国に根付いていないことの証左となってしまう

であろう。

注

1）同法には他に、外国人研修制度の見直しにかかる措腫、在留資格「岡学」と「就学」の

－23－



2）

3）

ｊ
ｊ
４
５

ｊ
ｊ
ｊ
ｊ

６
７
８
９

10）

11）

－24－

一本化、入国者収容所等視察委員会の設置、拷問等禁止条約等の送還禁止規定の明文化

等の改正が含まれる。

ここで「みなすjとは、外国人としての処遇はあくまで外登令の適用に限ったものであっ

て、他の分野、例えば民族教育などの分野では、朝鮮人等は日本国民として、日本の学

校法体系に従わせられたことに注意を要する。「この時期、日本政府は在日朝鮮人を、

その民族自決権（民族教育など）を否定するためには『日本国霜保持者』とみなし、ま

た、『日本国鯖保持者』として保障されるべき権利を奪うためには『外国人』とみなし

た」（徐京植『皇民化政策から指紋押捺まで』（岩波ブックレット、1989年）50頁)。

立案過程で、日本政府は、外登令と同様に「みなし」規定によって、在日朝鮮人、台湾

人にも入管令を適用することを考えていたようであるが、GHQの反対にあって断念し

た（大沼保昭『〔新版〕単一民族社会の神話を超えて』（東信堂、1993年）264頁)。

通達の内容の詳細については田中宏『在日外国人〔新版〕』（岩波新番、1995年）66頁。

地井嫡嘉（法務省入国管理局登録課長、当時）「指紋押なつ制度やはり必要」朝日新聞

83年9月19日論埴。

浦部法穂「指紋押捺制度とプライバシーの権利」ジュリストNo.908,51頁。

大沼、前掲番、278頁及び296頁参照。

『世界』2003年5月号288頁。

ただし、梶田孝道によれば、日系人の増加は政策担当者たちにとっては「意図せざる結

果」であった。梶田は、法改正に携わった法務省担当者からの聞き取りに基づいて、日

系人に「定住者」という新たな在留資格が付与されることになったのは、在日朝鮮人に

｢特別永住者」という在留資格上制限のない法的地位を付与することと比較して、相対

的に見て不利とならないような法的地位が日系人に付与されることが求められた結果だ

と言う（梶田孝道、丹野清人、樋口直人著『顔の見えない定住化』（名古屋大学出版会、

2005年）114頁以下)。ちなみに旧植民地出身者及びその子孫に「特別永住者」という

在留の資格を付与する入管特例法の公布は、91年5月である。

｢定住者」とは、法務大臣が特別な理由を考倣し一定の在留期間を指定して居住を認め

る者とされており（別表第二)、詳細は、いわゆる「定住者告示」（平成2年法務省告示

132号）に定められている。それは、主として日系人（日系二世の配偶者、日系三世、

日系三世の配偶者）であるが、この他に一定の要件を満たす難民や中国残留邦人等、さ

らに未成年でかつ未婚の日本人の実子を扶餐するために日本での在留を希望する外国人

親で、日本人配偶者と離婚あるいは死別したために「日本人の配偶者等」の在留資格に

該当しなくなったものも含まれる。

｢不法（illegal)」滞在者という表現は、その存在自体が法秩序に反する印象を与えるの

で一入管法自体が退去強制事由に当たる者でも在留が特別に許可される場合があるこ

とを認めていることに注意一、本稿では「非正規（ir肥guIar)」滞在者という表現を用



いることにするが、文脈の関係で「不法滞在者』という表現も用いることがある。

12）ただし、新たに導入される「みなし再入国許可制度」（適法な在留資格を持つ中長期在

留外国人については1年以内、特別永住者については2年以内に再入国する場合には、

原則として再入国許可を受ける必要がないとする制度）の対象が、「有効な旅券」を所

持していることを要件としているため、「朝鮮」籍の者が除外され、日本に在留するこ

とになった歴史的経緯と生活実態に於いて異なるところがない者を、外交的・政治的な

理由で差別的に取り扱うことを意味し、看過することができない人権騰上の問題がまた

一つ積み上がった。

13）従来の不法就労助長罪では、躯業主が、瞳い入れた外国人が不法就労者であることを知

らなかったとの弁解をした場合などには故意の認定が難しく、その適用が困難になると

の指摘があった。

14）山田利行・中川潤一・木川和広・中本次昭・本針和幸箸『新しい入管法』（有斐閣、2010

年）48頁。

15）不法滞在者は、大まかに言って不法残留者と不法入国者からなるが、政府は、不法入国

者について、当時約3万人と推計していた（『平成17年版出入国管理』52頁)。

16）法務省入国管理局『2009年版出入国管理』70頁。

17）政府は、新法成立後も、偽装滞在者対策の必要性を強調している。すなわち「第4次出

入国管理基本計画」（2010年3月）は次のように述べている。「本邦に在留する外国人

の中には、偽装婚、偽装留学等、身分や活動目的を偽って上陸許可等を受け、在留資格

に該当する活動を行うことなく不法就労を行うなどする、いわゆる偽装滞在者が少なか

らず存在し、これらのものに厳格に対応するため、平成16年の入管法の改正により在

留資格取消し制度が創設された。平成16年12月から施行された同制度による在留資格

取消しの状況を見ると、平成17年には46件であったが、平成21年には157件まで増

加している。今後も、厳格な水際対策や不法滞在者の摘発が進む中、正規在留者を装う

偽装滞在者の増加が懸念される｡」

18）鈴木江理子「非正規滞在者と日本社会」近藤敦・塩原良和・鈴木江理子編著『非正規滞

在者と在留特別許可』（日本評論社、2010年）89頁

19）安東健太郎「住民基本台帳法改正の背景と概要」法律のひろば2009年11月号38頁。

20）経過措置として、既に我が国に在留している外国人登録証明苔を所持する中長期在留者

については、当該外国人笠録証明書を、改正入管法施行日から起算して3年を経過する

日又は在留期間満了の日のいずれか早い日までを有効期限とする在冊カードとみなす

（改正入管法附則15条1項・2項)。その上で、新たな在留管理制度において義務付け

られている届出や申請に伴い、在留カードへと切り替えていくほか、当該外国人が自ら

希望して申講すれば、いつでも在留カードへの切り替えができることとされている（同

13条及び15条3項・4項)。これにより、非正規滞在者に在留カードは発行されないか
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21）

22）

23）

24）

25）

26）

27）

28）

ら、外国人登録証明書の発行を受けている非正規滞在者も、改正入管法施行後3年を経

過した段階で、本人確認手段を失うことになる。

池本武広「住民基本台帳法の一部を改正する法律について（一)」自治研究85巻10号

128頁。

経過措髄として、改正住基法施行日より前に一定の期間をおいて基準日を定め、基迦日

現在において市町村の外国人登録原票に登蝉されている外国人住民の「仮住民票」を作

成し、その後可能な限り内容の正確性を砿隠した後、施行日において仮住民票が住民票

となるものとされている（改正住基法附則3条以下)。現在、「在留資格なし」で登録さ

れている外国人も、法施行に伴い住民基本台帳に仮登録されるが、5年経過後に、合法

的な在留資格を有しない場合は削除される（井口泰「改正入管法・住基法と外国人政策

の展望」ジュリスト1386号83頁)。

安東、前掲論文、39頁

山田・中川・木川・中本・本針、前掲書、72頁。

池本、前掲詮文、130頁。

阿部浩己「国際義務の射程」法律時報81巻6号2頁。

カルデロン事件については、渡辺彰悟「カルデロン事件が明らかにしたもの」国際人権

21号80頁以下、馬場里美「フィリピン人一家退去強制事件・コメント」同、86頁。

鈴木江理子『日本で働く非正規滞在者』（明石瞥店、2009年）118頁以下。
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医療・健康をめぐる構造的認識と地域協働

一アクション・リサーチから－

長友薫輝

1本強の視点

医療と人々の生活を結びつけて考えたい。人々の生活の場は地域にあり、実際に人々の生活

と医療について理解するには、個人や家族レベルだけでは理解不足となる。地域というフィル

ターを使用して実態を把握しなければならない。

個別的ケースを把握するだけでは人々の生活をとらえきれないはずである。これまで、人々

の生活の場である地域で医療や健康をとらえることは、公衆衛生、地域保健活動に代表される

ような地域というフィルターを使って人々の生活に対応する活動として続けられてきた。疾病

や不健康となるメカニズムは病院でつくり出されるものではなく、人々の日常の生活の場であ

る地域において櫛造的に作り出される。端的に言えば、病気は病院ではなく地域でつくられる

ということになろう。すでに、このような認職にもとづいた取り組みを重視する地域の存在が

向かうべき先を照らしている。

ただ、概況としては医療供給サイドの医療労働者だけでなく地域住民の側にも、医療につい

ては地域という広がりにおいてとらえる取り組みや機会に乏しかったというのが現実ではない

だろうか。また、地域において医療や総康を把握する必要性に関して認織がやや不足してきた

感は否めない。医療や健康をめぐる問題に対しては柵造的認識を持つことが重要となる。柵造

的に把握しながら人々の医療や健康に対する認識を豊かにすることが医療をめぐる問題の解決

には不可欠である。

本輪では、これまでに展開された医療と地域を結びつけた取り組みに学び、地域医療という

用語の出自にも触れ、地域医療をめぐって人々が協働する、連帯する手がかりや意義を見出す

ことができればと考えている。医療や健康をテーマとして地域住民が協働、連梢することで得

るもの、認識を深めることができることについても検討したい。

なお、人々の生活に蒲目する際には貧困問題に対する構造的認識を欠くことができない。現

象として地域に発現する医療や健康に関する諸問題と貧困問題を連動させて把握し、認餓水準

を向上させることが求められる。この点についてもあわせて検討する。

2地域医療政策の特微

（1）地域医療とは

地域医療が医療政策上の課題として、本格的に焦点が当たり始めたのは1970年代以降のこ

とである。その社会的経済的背景として、第1に1960年代に入り商度経済成長政簸に対応し

－27－



た労働力政策の一環として国民の健康管理が強調され、1970年代には国民健康管理体制の単

位としての地域医療の整側が試みられるようになったこと、第2に公害などによる生活顔境の

悪化や人口流動による過疎・過密に対応しきれない保健・医療体制への住民の不満の増大、住

民運動の進展に対する何らかの対応が迫られたこと、第3に国民健康保険財政の悪化による国

の補助金増大の抑制のために地域保健管理体制の確立が必要とされたこと、第4に全体的な潮

流として地域社会管理の強化が課題となり地域社会管理の有力な一環として保健・医療が組み

込まれつつあること、が挙げられる')。地域医療はこうした背景と性格を帯びて医療政簸上に

登場することとなった。

さらに地域医療の性格を明確にするために歴史をさかのぼれば、地域に焦点を当てた保健・

医療政策の登場は1935年前後からである。保健所法（1937年）の施行などにその政策をみる

ことができる。労働力（兵力）の供給源として地域社会が政策的に璽要となった。このように

住民の健康問題が政策的媒題として浮上し、戦時下の医療供給体制の一元化を目指して1942

年に日本医療団が発足した。

戦時下において地域に焦点を当てた医療政策が登場し、地域社会を管理する手段として注目

された。地域医療は戦時下の医療政策を起点としている。1970年代に注目され始めた地域医

療にしても、やはり地域社会を管理する性格の強いものであった。もちろん住民運動への砿歩

策としての性格も帯びていたが、その後の1次医療圏、2次医療圏、3次医療圏といった医療

圏設定などにみられるように、戦時下の医療政策で登場した「医療地域」「医療単位」と似た

意図を帯びた政策が展開されている。

（2）医療費抑制策

地域住民の健康は「住民の生活や労働の場である地域社会の特性に強く左右されるもの」で

あって、地域医療には「一定の地域を場として、そこの地域特性に見合う包括的な医療体系を

整えること」2)が必要とされる。ただし、実際には地域医療は地域住民の生活や労働の実態、

地域性を反映した政策課題を帯びたものとして登場することほとんどなかったのではないか。

主に医療費抑制策の観点から効率的な医療供給体制を整備するなど符理する手段として使用さ

れてきた。

地域医療の崩壊の主因は医療費抑制策にあると考えるのが妥当である。もちろん、すでに地

域社会が過疎化などによって維持できなくなっていることから起きているという地域もあるが、

それらを除いた場合、地域医療の崩壊の主因は医療費抑制策にある。医療費抑制策は現在にお

いても継続しており、概ね次のような手法を使用しながら医療饗抑制を図ってきた。なかには

科学的な根拠が見当たらないものもあることが指摘されているにもかかわらず、医療費抑制策

は蒲々と進められてきたという状況である。

医療費抑制策の主な手法としては、①受診抑制（患者自己負担割合を増やすことで医療機関

の受診を抑えるなど)、②供給抑制（病院・診療所の減少、療養病床の削減案などにみられる
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病床の削減、在院日数の短縮化、医師数の抑制など)、③診療報酬の操作（次回は2012年度改

定。介溌保険との連動の可能性も)、④医療保険から他分野への移行（長期療養状態にあって

ケアが主に必要な人々を新たに創設した介護保険へ移行、後期高齢者医療制度の新設)、⑤生

活習慣病対策（特定健診、特定保健指導など)、健康づくり運動の提唱（禁煙運動など)、⑥医

療費適正化計画の推進（各都道府県は医療費適正化レースに参加)、⑦国保の広域化（市町村

が運営する国保を都道府県単位化する方向性、すでに協会けんぽは都道府県単位化となった)、

などが挙げられる。

3国立病院・療養所再編成計画と地域医療

（1）国立病院・療養所再編成計画と医療費抑制策

医療費抑制策は先述のように医療供給体制にも及ぼしている。1980年代以降進められた国

立病院・療養所の再編成計画をみながら地域医療政策の性格を明らかにしたい。

国立病院・療養所について、再編成計画（統廃合・移譲計画）が提示されたのは「国立病院・

療養所の再編成について」（1986年1月9日）である。これによれば、1986年度を初年度とし

た10年間で、ハンセン病療養所13施設を除く239施設のうち、統廃合で40施設、移簸で34

施設の計74施設を廃止する計画（以下、「86年度再編成計画｣）であった3)。

「86年度再編成計画」の前年には「国立病院・療養所の再編成・合理化の基本指針」（1985

年3月28日、以下「基本指針｣）が出されている。「基本指針」では「公共性と効率性の両立

の観点から経営の合理化」が必要であるとしている。

こうした「86年度再編成計画」や「基本指針」は、いずれも臨調「行革」路線における医

療費抑制策の影響を強く受けたものであった4)。とくに医療法第1次改正（1985年12月20

日改正）による地域医療計画の策定と密接な関係にある。この地域医療圏とは、各都道府県単

位でそれぞれ一定数の医療圏を設定し、厚生省（当時）のガイドラインにもとづいた医療圏そ

れぞれのなかの必要病床数を設定するものである。

地域単位で管理する手法の1つとして病床を規制してベッド数の減少を図り、供給を抑制す

ることで医療費の抑制を見込んだ政策であり、国立病院・療養所の再編成も同じく、供給を抑

制する手法であるといえよう。なお同時期には供給抑制だけでなく、受診抑制による医療費抑

制を意図した、老人医療の有料化などの受療時の負担の増加、健保本人2割負担（当時は当面

1割とされていた。2003年度からは原則3割負担）などが導入されている。

（2）国立病院・療養所再編成計画と地域医療

1985年以降、厚生省（当時）から出された再編成計画に対して全国の自治体の9割を超え

る、3，000以上もの地方議会で「存続と機能強化」の決議が採択された。全国知班会あるいは

全国市長会といった首長の組織からは、国の財政負担を自治体に転嫁しないようにすること、

また、地域医療の中心的役割を果たしている国立病院・療養所を統廃合・移砿することIこよつ
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て、地域医療の水弛を下げないようにという要望がなされている5)。

なぜ、地方自治体からの強い反発があったのだろうか。その理由は先に述べた「国立病院・

療養所の再編成について」（1986年1月9日）がすでに語っている。厚生省（当時）の地域医

療に対する考えが如実にあらわれているという意味においても、引用しておきたい。「国立病

院・療養所は地域的な偏在が見られ（中略）交通の不便な地域に設世されているものが少なく

ない。これは、国立医療機関の有する機能を国民にできる限り公平にそして効率的に提供する

という観点からみても好ましいとはいえない」としている。

文書では、まず国立病院・療養所の地域的偏在の是正について触れている。これは国立病院・

療養所の歴史的経緯が側辿しており6)、その是正を統廃合や移譲によって、つまりは減らすこ

とによって実行しようとするものである。

「交通の不便な土地」というのは離島や山間地域などに代表されるような地域をさしており、

それらの地域に所在する国立病院・療養所がまさに統廃合・移蔽の対象となったわけである。

そのようないわば医療の過疎地域でもあるところで、地域医療の中心的役割を担ってきた国立

病院・療養所がなくなることに反対の声があがったのは当然の帰結であろう。

つづいて、国立病院・療養所が統廃合・移識の対象となる理由として、交通が不便なところ

が多く、国民に対して不公平だからとしている。しかし、国立病院・療養所がそうした辺地な

どにも存在することで、その地域の住民は安心して生活を送ることができる。医療過疎といっ

た地域の実情をふまえ、医療を受けることが困難な、医療機関へのアクセスに難を抱える地域

住民の要求に応えることは、むしろ不公平を是正するものであると考えればどうだろうか。近

年では交通難民、買い物難民と並んで医療難民の存在が明らかとなっている。効率的な観点の

みで地域医療を再編しても、医療過疎の問題は放世され続ける。過疎地域などの地域住民にとっ

て、不公平感は拭いされない。

（3）国立病院・療養所の再編成計画にみる地域医療政策の性格

国立病院・療養所の再編成計画は全国のさまざまな地域の特性を見ずに、より低位のところ

で平地化することにあり、地域の特色などが反映されない、全国一様な地域医療の再編を意図

しているといえよう。地域医療政策のなかでも象徴的な国立病院・療養所の再編成計画は、と

くに医療過疎地域からの国立病院・療養所の撤退に重点を固くものであった。効率的な観点を

基迦に地域医療の舵をとっていくような政策は、臨調「行革」路線における、医療費抑制策の

一環としての地域医療政策の性格を端的にあらわしたものである。ちなみに臨調「行革」以前

には、少なくとも地域の中核的な医療機関としての機能を果たすことが期待されていた7)。

しかし、国立病院・療獲所の再編成計画は地域医療の最前線から手を引き、2次医療を自治

体病院や民間の病院に任せるというものであった。なお、その後の地域医療について、国立病

院・療養所再編成計画をお手本として自治体病院にも似通った政策手法が取られることになっ

たのは周知の邪実である。自治体病院と地域医療については後述する。

－30－



（4）再絹成計画が地域に与えた視座

国立病院・療養所の再編成計画に対しては先述した自治体の議会だけでなく、国立病院・療

養所の医療労働者が地域医療への視点を持つことの敢要性を強く認識することとなった。また、

地域住民が地域医療に目を向ける契機となった。再編成計画の対象となった国立病院・療養所

のある地域では、医療労働者と地域住民による「守る会」や「医療をよくする会」などが結成

され活動を展開した。こうした地域からの声によって、再編成計画は当初の予定から大幅に変

史をせまられることとなった。

国立病院・療養所再編成計画が地域に与えた視座として3点記しておきたい。第1に、国立

病院・療養所再編成計画をはじめとする地域医療政策が、地域住民にとって極めて不十分であっ

たがゆえに、地域住民および医療労働者を地域医療に目覚めさせることとなったこと。第2に、

地域住民は医療の単なるサービスの受け手ではないことを示したこと。第3に、地域医療はや

はり地域住民によって語られるべきものであり、地域住民の参加によってその将来像を描いて

いく作業が必要になるということ、である。

（5）地域医療政策づくりへ向けて

これまでの国立病院・療養所再編成問題をめぐる経験は、まさに地域医療政策づくりの過程

そのものであったといえるのではないか。地域医療政策をより地域住民の要求に近づけたもの

にするには、地域住民と医療労働者の協働・連帯が不可欠である。その協働の取り組みができ

るきっかけを、奇しくも地域医療政策がつくることとなった。

地域医療政策づくりは地域住民の参加があれば、しっかりとした下支えになることを学んだ。

地域住民の声を聞き、具体的な要求について調査し把握するということから、地域医療政策づ

くりのストーリーを描いていくことの重要性を示すものであった。こうした住民参加のもとに

地域医療政策づくりを進めていくことが、現在の医療費抑制策を中心とした社会保障栂造改革

の流れを規制するあるいは転換することにもつながるであろう。

いずれにせよ、今後も国立病院・療養所の再編成計画にみられるような性格を帯びた地域医

療政策が引き続きおこなわれるのであれば、ますます地域住民の期待する地域医療政策づくり

が可能となる条件を揃えていくことになるだろう。

ただし、そのような条件が整備されたとしても地域医療をめぐる柵造的認撤を持たないので

あれば、よりいっそう地域住民の医療や健康を取り巻く状況は厳しさを増すばかりとなる。そ

のためにも、櫛造的認識を豊かにすることが必要となる。

4介渡保険と地域医療

（1）医療費抑制紫としての介護保険

これまで国立病院・療養所をめぐる地域医療の動向や政策についての検討を加えてきた。こ
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こでは、介護保険を題材として地域医療を見つめるという作業を進めたい。地域医療に対する

認識を深めるには、もともとは医療に由来し現在では医療とは異なるとものと見なされがちな

介謹保険の分野から医療を把握することに努めたい8)。

介謹保険制度は先述したように医療保険の枠内にいる人々、とくに長期療養状態にある患者

を医療保険の枠外へと移行させることによって医療費の抑制を図ることを目的として創設され

た性格を持っている。診療報酬より介謹報酬の単価が安く、人件費コストを切り下げることが

可能である。医療従耶者と介護従事者の賃金を比較すれば、どちらが費用抑制となるか明白で

ある。医療よりも「安く済む」分野として介護保険制度を創設し、徐々に医療から介護へ移行

させるという側面が強いように思われる。

介謹保険制度の特徴とあわせて考えれば、介謹保険制度は医療費抑制策の切り札の1つであ

り、社会保障の仕組みを大きく変える第一歩だったといえる。介謹と医療の関係性を理解する

には、介護保険はもともと医療保険の一部分であったところを医療費抑制策の一環として移行

させたものであることを把握しなければならない。

介護保険が医療饗抑制策の一環であることは、地域の介護や医療を考える上でも皿要な鍵と

なる。費用抑制という観点からすれば医療よりも介護であり、その潮流を把握すれば、訪問看

謹は医療保険でも介誰保険でも展開されているサービスであるが、今後さらに介遡保険への移

行を進めることが考えられるであろう。リハビリなどもいっそう介謹保険でのサービスという

色彩を強めていくのではないだろうか。こうした政策展開の方向性をどこまで患者・利用者、

介謹労働者、事業者が容認できるかどうかにも左右されるであろう。

患者・利用者の零取りという部分についても、介護保険で対応するようにシフトしているこ

とは介護保険における訪問看護などへの対応でも明らかである。このことからも、医療の代替

的安上がり施策として介謹保険が当てられていると考えることができる。訪問看説より訪問介

謹のほうが単価は安く、より安価なサービスが志向されるといった例を挙げるまでもない。こ

の他にも、介護職の医療行為を一部認めるようになったことは、もちろん現場からの声に対す

る措砥とはいえ、医療から介護へのシフトの1つとして考えるのが妥当であろう。また、介護

職の医療行為などにみるような、介護と医療との関係性の部分において現場で混乱を招いてい

るのは、介護という用語の出自にその起点があることを次に触れたい。

（2）介護の出自と希謹との関係性

介謹という用語が行政用語として使用されるようになったのは、1963年の老人福祉法にお

いてである9)。老人福祉法成立時には特別養謹老人ホーム（以下、特養と略記）が新設され、

のちのホームヘルパーにつながる老人家庭奉仕員の派遣事業などが制度化された。このうち、

特養はその入所対象として何らかの病気や障害のある者を想定しており、当初は医学的な専門

知識・技術を必要とするナーシングホームとして発足することになっていたため、従来の老人

ホームにおける寮母の仕班とは異なり、藩磯婦をあてることが考えられた。が、実際には医療．
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君護に関して非専1111職である衆母があてられることとなった。この主な理由としては、①当時、

者護婦が慢性的な不足状態にあったこと、②特養における世話は家族に代わって行うのだから

その担い手は素人でもよいという考えがあったことが挙げられる。

その背景としては、看謹婦噌員によるコスト増を回避しようという費用抑制策と、人材養成

費用や人件費の面で安上がりとなるということで寮母をあてられるようになったという経緯が

あった。家族と同様に衆人である寮母をあてることは、特養設立時の当初の構想とは相反する

ものであり、先述したような介護職の医療行為などの諸課題はすでに当時から予定されていた

ことでもあるといえる。

特養において、君護婦の資格を持たない寮母が行う入所者の世話を看護と呼ぶわけにはいか

ず、ここに介謹という言葉があてられることになった。つまり、本来は看護業務の領域として

いた部分に、安上がりの代替的存在として登場したのが介護という行政用語の出自であり、特

養の寮母や家庭奉仕員の仕事を契機に、介護の担い手は素人でよいという考えであったことが

確認できる。介識はもともと看護の一部分を切り取って登場したことが明らかである。本来は

看遡需要である一部分（療義上の世話とされる部分）が切り取られて介護需要と言い換えるこ

とで、無資格者である介謹職員に業務が委譲されることとなった。

現在では覇識ニーズと介謹ニーズは別個のものと考えられがちであるが、本来は上記のよう

な経緯をふまえれば、覇睡と介謹を並列化してとらえるという観点だけでよいのかどうか、検

討を要する課題であると思われる。看識と介謹の政策的位置づけを考えるのならば、看護の一

部分を担いかつ安上がりの代替的存在として介護が位置しているという垂直的関係の柵造でと

らえることができる。滑護と介護の関係性を政策的に、そして行政的な動機で位置づけるなら

ば、決して水平的関係とはならないということである。

ただし、現場において、この政策的位世づけ、行政的な動機による関係性が貫徹されている

とすれば大変残念なことであり、実はそのこと自体がいっそう自分たちの仕事を苦しめること

につながっているのではないだろうか。看護と介護、医療と介護が別個の問題、別々の分野と

して分断されているという栂造を理解することが自らの仕事をとらえる第一歩となる。そのう

えで、依拠する土台は同じではないかという共通認織を持つことがさしあたり必要ではないか

と考えられる。

看謹と介護の関係性は、医療と介護の関係性と連動しており、費用抑制という観点を中心と

して政策的に位世づけられてきたのである。つまり、医療は介護に引きずられていくという櫛

造となっていることを指摘しておきたい。

（3）介護と医療の関係

介謹の現場で起きていることはいずれ医療にも及ぶことではないかと考えることができるの

は、介謹と医療の関係性を柵造的に把握しているからこそである。医療は介護に引きずられて

いく柵造となっているのは、より安い人件費コストで医療の代替的存在として介謹が存在して
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いるからである。

厄介なのは、介護保険が医療保険から派生した側面があるということがいつの間にか忘れ去

られて、それぞれの課題が別個の問題としてとらえられていくことにある。別個の問題はやが

てはそれぞれの分野の固有性の課題として語られることになる。そうすると、もともと同じと

ころから派生したものであって、問題の発生の仕組みや改善方法などは共ijWi薙雛があるにもか

かわらず、それぞれ単独の課題として存在すると想定し、改善するとしても単独で取り組まざ

るをえないのではないかということになる。

利用者の生活は介護保険のサービスだけでは完結しない。医療保険でも同様である。ホーム

ヘルプサービスを利用している部分だけを切り取って生活全般がみえるということはできない

ように、生活を細切れでみても利用者の生活を全般的に把握したとはいえない。特養をはじめ

とする施設職員からは近年の動向として、「要介護度の亜度化が顕著であり、介謹職員の疲労

がピークとなっている」といった声が挙がっている。これは老人福祉法成立の特養を新設した

時点、介護という行政用語の出自や医療費抑制策との連動で考えれば当然の帰結でもある。介

護と医療の関係性を構造的に理解しなければ、患者・利用者の生活状況の改善、制度の改善に

はつながらないのではないだろうか。

介謹労働者、医療労働者が医療費抑制策を共通の土台とすれば、それぞれにお互いの分野へ

理解を示すことが可能となる。そのうえで、生活実態の把握などの地域調査に協働で取り組む

といったこともできるのではないか。介護や医療の現状を改善するには、それぞれのところで

の取り組みが、どれだけ関係者以外の多くの人々の理解を得ることができるかどうかであろう。

介護も医療も、もちろんそれぞれで対応しなければならない課題が山積している。ただ、問

題のメカニズムなどを同じくする介護と医療は一体のものとして考えることで、課題の共有化、

問題への対応を検討することができるのではないか。細分化されると、トータルでとらえにく

くなる。その際に視野を広げる機会となるのは、第1に歴史を紐解くこと、第2に地域におい

て患者・利用者の生活実態を把握すること、第3に地域住民の健康と貧困の実態を共通の足場

とすることにある10)。続いては、地域住民の健康と貧困について検討を加えたい。

5地域における健康と貧困

（1）鎚康破壊と自己責任論

いま、私たちの生活を考えるとき、危倶されるのは健康破壊と加速する貧困化である。健康

が破壊される柵造については先達による研究によって明らかとなってきているが、それでも他

康破壊、他康の荒廃は止まらない。

健康に対する私たちの認織の暖昧さが招いた事態なのかもしれない。地域住民が主体性を発

抑し共同で考える足場となりうるのが健康である。健康とは共同の努力で築くものという偲職

がある一方で、健康とは個人の努力によって自ら維持に努めるものであるという認職は碗実に

浸透している。病気にかかったり不健康となったのは個人の努力や注意不足、怠慢な生活に由
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来するものだといえるだろうか。こうした考えは健康（あるいは疾病）の自己責任論と称され

ている。個人に雌康破壊の栂造的問題が押しつけられ、病気や不健康になるのは自己管理がで

きなかったためであるという考え方は私たちの中に染み込んでいるのが現実である。貧困問題

についても同様に自己責任鈴で片付ける風潮が強い。

このような認蹴の広がりは、健康のための投資ならば惜しまないという産業界にとっては申

し分ないような人々の増加とも連動している。健康のための消費欲、賊買欲が沸き立つような

仕組みが盤備されている。不健康とならざるを得ないような労働を強いられ、健康を破壊する

ようなものを口に入れ、その修復のためのサプリメントなどを買って飲み、テレビでは「気に

なる人はお医者さんへ」と訴える製薬会社のCMで危機感を煽られている。自らの健康破壊の

原因を探るのではなく、ともかく何か問題があったら簡単に手っ取り早く答えを見つけようと

する「単純因果微的な思考方法は、みずからの首を締める思考法であることを銘記しなければ

ならないjll)のではないだろうか。

注視しておく必要があるのは、「自分さえよければ」「自分が健康であれば」という考えが根

底にあること、そしてお金がなければ健康にもなれないという事態を容認してよいのかどうか

ということにある。雌康や貧困に対する自己責任論の浸透に対しては、後述するように地域に

おける雌康や貧困の実態をもとに議論を重ねることが何より必要であろう。健康や貧困に関す

る1F実は冷徹に進行しているのではないだろうか。実態の把握をもとに政策を展開する必要が

ある。

（2）健康と貧困を共通の足場として

ワーキングプア層をはじめ貧困層の増大など、とても「まともな」状態とはいえない状況が

続いている。当然のことながらこうした屈用・労働をめぐる情勢から考えれば、健康状態を悪

化させる地域住民が続出していると考えられる。地域住民の置かれている『まともでない」状

態を把握できるのは保健・医療・祉会福祉の各分野に携わる人々である。医療では、特に開業

医をはじめとするプライマリーケアに桃わる人々にその役割を期待しなければならない。

たとえば社会福祉の現場では目前にいる対象者のケースの把握に追われて、なぜそのような

ケースが起きるのかといった原因まで掘り下げて問題を考えることは難しい。同じように、医

療の現場では患者の病気には関心があっても、その人の生活にはさほど関心がなかったり、関

心を持っていてもどのように対応すればよいのか打開策が見えないといった状況ではないだろ

うか。

保健・医療・社会福祉の各分野に携わる人々が共通の足場とすべきは健康であり貧困である。

｢健康と貧困の問題を一つのものとしてとらえず、片面からばかり見て、お互になんとかしよ

うとしている」12)というのが実情であろう。各分野での個別の努力も必要だが、共通の足場

を意識しながら樋康が破壊される原因、貧困が生み出される原因についての共通理解を持つこ

とへの努力が必要とされている。健康と貧困の問題を一体としてとらえ、それらの実態を把握
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する取り組みが箪要となる。

（3）貧困問題への接近

政府による相対的貧困率の発表（2010年10月20日）など、貧困問題への関心はやや高まっ

ている。フルタイム働いても生活保謹基地に遠しないワーキングプアが社会問題となっている。

社会保障が十分に機能しておらず生活保護にかかる比亜は大きくなっている。ただ、それで

も生活保護の捕捉率（生活保護水辿以下で暮らす人々にどれだけ生活保護が対応しているかを

示した数値）も20％未満とされている。こうした全国的な数字も必要だが、地域レベルで具

体的にどれだけ貧困の実態があるのかということについては、各地での取り組みがなされなけ

ればならない。たとえば大阪市の生活保謹の世帯保謹率（2010年5月時点）は上昇しており

市全体では8.3％、西成区では33％となっている。

とくに医療と貧困とのかかわりということにおいては、地域住民の生活実態を把握するため

に貧困問題へのアプローチを欠くことはできない。人々の生活がたちゆかなくなってきた社会

的経済的背景をみながら、患者という枠を広げて地域住民への視点をもち、貧困は個人だけで

なく地域的な広がりとして発現しているという視点が必要であろう。貧困は自己責任だとする

風潮が強いが、様々な問題を個人に負わせるのではなく、社会的に解決すべき問題ではないか

という視点が必要である。

個人が抱えている諸問題には実はいくつもの共通項がある。医療現場でも同様で、医療費抑

制策という共通項によって、各医療機関に少なからず影轡が出ている。この影響を各医療機関

の努力が欠けていたからだと自己責任鯖で片付けるわけにはいかないのと同様に、人々の生活

を自己責任論で片付けるわけにはいかない。貧困は「社会の柵造的問題として起こり、長い時

間にわたって再生産されてきた病理」13)である。

6国民健康保険と地域鯛査

（1）国保実態調査の取り組み

地域において医療・健康と貧困の問題を一体としてとらえ、地域協働の実践として「門真国

保実態調査」（2009年10月実施、主催は鯛壷実行委員会、篭者は実行委員長として関わった）

の取り組みがある。この鯛査は大阪府門真市（人口約13万人）の国民健康保険加入者（およ

び後期高齢者医療制度加入者）の生活実態を対面聞き取り澗査によって把握し、市民の健康・

貧困状態を支える仕組みのあり方について、次の3つの目的をもとに実施した。第1に市民の

生活実態を把握し明らかにすること、第2に国民他康保険制度自体の問題を明らかにすること、

第3に自治体財政の影縛について明らかにすること、というものであった14)。

国民健康保険（以下、「国保｣）に無点を当てた理由としては、高い国保料が家計を圧迫して

いて国保によって貧困状態が深刻化しているのではないか、国保料や医療費窓口負担分が高い

ために医療機関を受診することが難しくなる、いわゆる受診抑制が起きているのではないかな
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どと推測されたからである。調査対象となった門真市では、調査時点で所得200万円の4人世

帯（40歳代夫婦と未成年の子2人、2009年度）で国保料が約42万円。商額の国保料が課せら

れる結果、門真市の国保料の滞納率は約7削（2009年3月末、69.9％)、財政面の収納率は全

国ワースト2位（2007年艇）という状況であった。こうした事実に注目し、門真市の国保加

入者の生活実態を明らかにすることは全国的にも共通する問題であると考え調査に取り組むこ

ととなったのである。

なお、国保は皆保険体制の根幹であり、公的医療保険を下支えする役割を担っている。国保

には他の公的医療保険の加入対象とならない人々がすべて加入するという櫛造となっている。

いわば国保は公的医療保険のセーフティーネットとしての役割をも果たしている。そのために

負担能力が低い加入者が多い櫛造となっている。2008年に後期高齢者医療制度が創設され加

入者は減ったものの、最大の加入者を抱える公的医療保険である。加入者の内訳（2008年度）

は、無業者が股も多く39.6％、被用者（サラリーマン）が33.7％、自営業17.3％、農林水産業

3.4％などとなっている。現在では国保加入者の平均所得は公的医療保険の中で最も低いにも

かかわらず、課せられている保険料は最も高くなっているのが現状である。

年々高くなる国保料をつくり出している主因は、1984年の国保法改正により国庫負担が削

減され、以降も事務費の国庫負担廃止などを続けた結果、国保会計収入に占める国庫支出金の

割合が1980年代の約50％から約24.3％（2008年）となっていることにある。国保において医

療費抑制策が展開された結果である。国の負担を減らした分が国保加入者と自治体に転煉され

るという櫛造が継続されてきた。国保料と国保加入世帯の平均所得のデータでみれば、市町村

国保財政に占める国庫負担割合が約50％であった1984年度の1人あたり国保料は39,020円、

加入世帯の平均所得は179.2万円。2007年度には1人あたり国保料は84.367円、加入世帯の平

均所得は166.9万円となっている。加入世帯の平均所得は減る一方、国保料は2倍以上増加し

ており、国庫負担が減った分、加入世帯には重い国保料負担となっていることが明らかである。

そのうえ、国保には被用者保険のような事業主負担がないため、国庫負担の変化によって大き

く影響を受けることになる。国保加入者のみならず保険者である自治体の国保財政にも影響を

及ぼしており、一般会計から法定外の繰り入れなどを行っている自治体もある。

以上のような国保をめぐる状況をふまえて国保加入者の生活実態を地域住民の目線で明らか

にし、国保再生に向けた政策提言を地域から全国に発信しようという、アクションリサーチ

(はたらきかける調査）として取り組んだ。澗査当日、調査員の方々へ発した3つのメッセー

ジに今回の調査の骨子があると考え以下に記しておきたい。「1．市民とともに国保再生へ」「2．

声なき声を代弁するj『3．小さな声も集まれば大きな声に」である。

（2）医療と貧困の実態

調査員（2日間でのべ504名、2人1組で訪問）が大阪府門真市内の調査対象地域に足を運

んで、世帯の方々にご協力頂き対面聞き取り調査を行った。実行委員会の私たちの予想をはる
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かに超える市民855世帯の方から協力があったのは、いくつかの要因があると考えられる。

第1に、国保の問題をはじめ市民の生活実態を把握する取り組みがほとんどなく、窮状を訴

える声をどこに発したらよいのかわからないというところに調査が実施されたこと。第2に、

事前に調査対象地域への訪問調査予定のチラシを配り、直前にはプレ調査を実施するなど地元

の門真市を中心に北河内地域の方々による準備がなされていたこと。第3に、新聞やテレビで

調査の取り組みが報道されたこと、が挙げられる。実行委員会がマスコミのみなさんと連携し、

調査を協働で実施したことで、市民の声を地域から発信することができたと考えている。

調査では国保加入世帯の厳しい生活実態が明らかとなった。澗査結果を報じた新聞記事では

たとえば「払いたくても払えない」（毎日新聞2010年3月1日）と称される結果となった。約

7割の市民から「国保料が高い」という声があり、なかには国保料を納めるために食費などを

削って生活をしているという実態も明らかとなった。また、国保料の実感について具体的に聞

いた設問では「これ以上の保険料の負担はできない」が46.8％と最も多く、次いで「年々、保

険料が商くなっている」が26.9％、「保険料が日々の暮らしを圧迫している」が26.6％と続い

ており、国保料負担が生活をより厳しいものとする要因の1つとなっている実態となった。少

なくとも門真市においては市民による国保料負担は限界にあるのではと考えられた。

高い国保料を納めることができず滞納が長引き、無保険者となっている世帯（25世帯、3％）

もあり、「子どもに病気や怪我をするなと言い聞かせている」などといった回答があった。国

保料のみならず医療費自己負担分も亜い負担となっているため、いっそう市民が医療から遠ざ

けられていることも明らかとなった。

国保料や医療費自己負担分にお金がかかるため、受診抑制や治療中断も起きており、約6人

に1人が「お金がかかるため病院へ行くことを先延ばしにしたことがある」と回答した。お金

がなければ健康にもなれない、所得格差と健康格差の連動が起きていると考えられる。お金が

なければ健康にもなれないという事実を容認するのかどうか、そのような社会でよいのかどう

か、刷査結果は私たちに問いかけている。

受診抑制については全国保険医団体連合会などの調査でも明らかとなっており、国立社会保

障・人口問題研究所の「社会保障実態調査」（2007年実施、2009年12月公表）では「健康で

はなかったが、いくことができなかった」とした世帯は、全世帯の2.0%・いくことができなかっ

た理由では、「自己負担の割合が高い」など経済的な理由が最も多く（38.4%、医療機関に行く

ことができなかった世帯の中での割合)、次に、「仕事あるいは家族が忙しい」などの時間を理

由（27.0％)、健康保険に加入していない（14.2%）となっている。

「病院に行けない！」と題する朝日新聞記耶（2011年3月8日朝刊）にも述べたように、

国保料負担が増えたうえに失業や収入減に見舞われ、家計を守るために受診を控えざるを得な

い状況が明らかとなっている。こうした状況は結果的に市民の亜症化を招き、先述したような

政府が掲げる医療費抑制策にも反する結果となることも想定され、早急に国保再生を中心とし

た皆保険体制の立て直しを検討すべきであろう。
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（3）地域協働の視点

「門真国保実態調査」は保健・医療・社会福祉に携わる人々をはじめ各分野の方々の協働で

実現した取り組みである。このような取り組みを通じて、健康と貧困を共通の足場として認識

することができるのではないだろうか。地域住民の生活実態を把握することで、健康や貧困問

題へのアプローチをすすめることにより、各分野の枠内にはとどまらずに視野を広げていく必

要性が浮上する。地域住民の生活実態にもとづいた、各地域での健康と貧困をめぐる協働の広

がりが問題解決には不可欠となっているのではないだろうか。

調査活勤自体も広がりを見せており、「門真国保実態調査」を契機として各地で客観的なデー

タを把握し国保の改善を求める動きがみられる。筆者が関わった2010年12月に京都市伏見区

で実施された「京都国保調査」では、やはり国保世幣の厳しい状況が明らかとなっている。国

保世帯の受診抑制率は後期高齢者医療制度加入世帯の3倍以上となるなどの結果を得ることが

できた。各地で協働しながら住民の実態を把握し、国保改善に向けた活動を展開することが必

要とされる。

民主党政権下で国保については部分的改善の動きがみられる。2010年4月からは失業者に

対する国保の保険料減免措瞳が開始され、2010年7月からは子どもの無保険問題対策として

高校生世代まで無条件に保険証が交付されることとなった。契機となったのは何らかの対策を

せざるをえないほどの深刻な国保世帯の状況、国保改善を求める現場からの声、人々の生活実

態を把握する地域調査の取り組みなどである。こうした部分的改善を積み重ねていくことが必

要と思われる。実際には大きな政策転換を望むことは難しい。根本的には先ほど述べた国庫負

担を以前の水準に戻すことなどを含めた、医療費抑制策の転換を含めた政策づくりを視野に入

れ長期的な展望を持ちながら、地域協働で部分的改善策を提起し続ける必要がある。

もちろん国保のみならず、介護保険をはじめ社会保険全般、障害者福祉や児童福祉などの社

会福祉、生活保護といった社会保障に関わる諸施策においても同様に部分的改善を図りながら、

共通認識を土台として長期的な政策ビジョンを地域協働で描いていくことが必要とされている。

（4）国保の広域化とアクション・リサーチ

自治体にはこれまでに述べた地域住民の健康状態の把握を基盤とした科学的・計画的な地域

保健・地域医療の推進と、地域住民の医療保障を実現する国保の運営を担う役割がある。両者

を地域住民とともに推進し健康を支える役割が自治体に期待されているところである。

国保は自治体が保険者となっているが、国保を都道府県単位化するいわゆる国保の広域化が

議論となっている。すでに述べたように医療費抑制策の手法の1つとして考えるのが妥当であ

ろう。医療費抑制策としての国保の広域化の議論は急に始まったわけではない。1980年代か

ら準備されており、1983年「高額医療費共同事業の全国実施を要請」保険局通知が出されて

1985年から実施されている。近年では2006年の「保険財政共同安定化事業」創設2010年には
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広域化等支援方針の策定、保険財政共同安定化事業の拡充などがある。

さらに国保の広域化は医療費抑制策のみならず、地域再編策としての性格を帯びていること

に留意する必要がある。詳細は別途に譲るが、民主党政権の地域主椛柵想とも相まって、近年

の自治体財政健全化法などと連動して医療における地域再編を進めていく手法の1つである。

とくに地域を管理する手段として広域行政化の方策として期待されている。市町村合併と同様

に、国保の広域化にはスケールメリット鐙が展開されているが、保険者の規模が大きくなれば

問題は解決するものでもなく、むしろ国保財政の仕組みによるところが大きいことは先述の通

りである。大きくなって解決するのであれば、政令指定都市が軒並み大規模な赤字を抱えてい

る現状をどう理解すればよいのであろうか。現状でも高い国保料がさらに高くなることも想定

され、国保の広域化に対しては慎重な姿勢を求める意見番が自治体議会で採択されるなど懸念

が広がっている。「看板のかけ替え」（全国知事会）に過ぎず、現行の国保の仕組みを温存させ

る延命策ではないかという意見も出されている。

地域住民の声としてはたとえば「京都国保調査」の鯛査結果をみれば、広域化について「知っ

ていた」13.2％、「聞いたことはあるがよくわからない」23.3％、「知らない」63.5％と大半は

知らない、よくわからない状態に置かれている。そのうえ、広域化されると国保料が高くなる

ことも想定されている。この点についてどのように感じているのかを聞いた設問では「高くな

るのは困る」が87.4％、「高くなるのは仕方がない」5.5％などとなった。多くの住民は国保料

が高くなるとさらに家計を圧迫し、生活が厳しくなると悲鳴を上げているのではないだろうか。

こうした声を地域調査によって集めて代弁することにアクション・リサーチとしての役割が

ある。また、調査は国保の広域化を地域住民に知らせる重要な役割を担っている。調査結果に

ついては、マスコミを通じて伝えていくことも重視する必要がある。「門真国保実態調査」で

は鯛査で生活の場に訪問することの意義を重視した。実際に生活困難な状態にある住民の生活

相麟や医療要求に応えるという役割をも担うことができた。また、肪問時には国保をはじめ社

会保障や雇用・労働に関するパンフレットを手渡し、相麟先一覧を記した箇所には調査員とし

て参加した弁謹士の所属する法律事務所の連絡先などを明記していたため、実際に様々な相談

が各所に寄せられた。このように、アクション・リサーチ（はたらきかける澗査）は単に標本

を典めるというものではなく、人々の生活の場である地域にどれだけはたらきかけることがで

きるかを血視した取り組みである。

7医療・健康をめぐる構造的麗織と地域協働

（1）地域の医療・健康を支える地域政策づくりへ向けて

地域を舞台として協働し調査活動などを展開することは、医療をめぐる力関係を榊造的に把

握する手がかりになるといえるのではないだろうか。栂造的な潔職水鯉を高めて主権在民の医

療、そして健康を獲得しようとする試みである。

まずは過剰なまでの医療費抑制策による地域医療の崩壊現象などに対して、地域医療の再生
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を求めるはたらきかけを強める必要がある。次に医療をはじめ社会保障を学習しながら論理的

に戦術をもち、はたらきかけを進めていく必要があるのではないだろうか。

具体的に考えてみたい。例えば糖尿病となった住民は、医療では病気になった患者として取

り扱われることになる。ただ、合併症などを併発して手術などを要しない限り、入院が必要で

はない場合がほとんどで、通院治療をしながら地域で幕らすのが現状である。この場合、外出

支援などが必要となる．

病気の発見には他康診断をはじめ保健的サービスが欠かせない。また、糖尿病にならないよ

うな食事とはどのようなものなのかという知識を得ることや、栄養に関する知恵・工夫を獲得

しなければならない。そのための広報活動などが保他活動として重要な役割を担っている．腰

捕や高血圧、そして糖尿病などといった慢性疾患を抱えて地域で暮らす高齢者が多数を占める

地域では、住民が必要な時に医療にかかることができる仕組み、地域でそのような人たちを支

える仕組みが体系的に展側される必要がある。簡潔に言えば、①病気になる前、②病気と診断

され治療する時、③病気と付き合いながら生活する時、といった時系列別のステージに応じた

地域生活支援の方法が体系的に整備していくことを目指すのが健康づくりではないだろうか。

①病気になる前というのは健康診断、検診、予防接棚、健康づくりの教室（体操、栄養など）

であり、②病気と診断され治療する時とは、病院にて診察、治療、投薬、手術を受ける（これ

にともなう病院へのアクセス保障、地域医療の拠点となる病院の維持)、そして③病気と付き

合いながら生活する時とは、通院の保障、見守り活動、救急搬送の保障などである。

さらに、この体系的な地域生活支援を実践する地域政策づくりにおいて欠くことができない

のは地域住民の参加である。地域の健康を考える際には地域住民の意見を反映しながら、健康

づくりに取り組まなければならない。そのためには、地域住民の要求や潜在的ニーズを把握す

る取り組みを通じて、地域生活支援を体系的に整備することが必要となる。

（2）医療・健康をめぐる栂造的認識

地域で協働する際に障害の1つとして素人と専門家というとらえ方がある。素人にはわから

ないとする専門家の存在が協働する条件を消失させているように思われる。また、医療のこと

は専門家にしかわからないと知る権利を安易に放棄してしまう住民の責任も指摘しなければな

らない。ただし、地域医療の現状の解決を図ろうとすれば医療の専門職が推進役となり、地域

住民はもちろん医療以外の専門職とも共同の歩鯛を取らなければならない。たとえば医療の対

象を『患者」と限定するのではなく、「地域住民」ととらえることが重要である。そこから、

地域住民の職業栂成、世帯の特徴、地域の施設や専門職などへの視野を持つことができるだろ

う。専門性を十分に発揮するには、他の分野で働く人々との協働によって初めて活用され意義

を見出すことができる。

鷲田消一はプロフェッショナルがその専門性を活かすためには、「他の専門性とうまく編ま

れることがないと、現実の世界でみずからの専門性を全うすることができない」15)とし、「別
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の領域のプロフェッショナルと同じ1つの裸題に共同に取り組むことができるためには、自分

の専門的知見について、別の専門家（つまりそれについてのまったくの素人）に関心をもって

もらえるよう、そして正しく理解してもらえるよう、みずからの専門についてイメージ豊かに

説明することがまずは必要」としている。さらに「異なる分野のプロフェッショナルたちのこ

だわりをよく理解し、また深く刺激するような脈えかけ」が必要であり、「患者さんやその家

族の思いに、十分な想像力をはたらかせられない医療スタッフは、プロとして失格」であると

している。患者やその家族のみならず地域住民、そして他の分野の専門職といった人々との協

働、連帯があってはじめて医療の専門職としての意義が見出されるということである。

これまでに展開された医療と地域を結びつけた取り組みに学ぶことができるだろう。国立病

院・療養所再編成計画をめぐる医療労働者と地域住民の連携、そして地域住民の医療や貧困の

実態を明らかにした国保実態調査の地域協働の取り組み、アクション・リサーチが参考となる

のではないだろうか。こうした地域協働で実施された調査を手がかりとして、医療問題、健康

破壊の仕組み、貧困問題の根源とは何か、といった栂造的認識の水準を引き上げていくことが

可能となるのではないだろうか。

栂造的認餓については、医療と介護の関係性を探ってみると問題の発生する榔造は共通して

いるということが分かるように、医療とは異なるとされるような分野とも協働、連帯できる条

件は存在している。にもかかわらずそのような条件を把握できなければ、医療と介謹に関する

地域住民の健康と貧困の実態を共通の足場とする機会を逃してしまうことになる。共通の足場

を認識し、はたらきかける土台をつくることが必要である。その際には貧困問題に対する榊造

的認識を欠くことができない。

鳩山政権は「いのちを守る」（鳩山首相の施政方針演説、2010年1月29日）を掲げた。そ

の後、鳩山政権から菅政権に代わり、管政樋は「強い社会保障」を提唱した。具体的にどうやっ

て「いのちを守る」のか、「強い社会保障」とは一体何を意味するのか。このことについて社

会保障に関わる人々（専門家と自認する人々を含む）による、はたらきかけが必要とされてい

るのではないだろうか。本当に「いのちを守るjのかどうか、「強い社会保障」とは「社会保

障の持つ、所得再分配機能を強くする」という意味に解した方向に船首を持っていけるかどう

か。

保健、医療、社会福祉分野で働く専門職が推進役となり、地域住民によるはたらきかけと監

視がなされる必要がある。その手がかりとなるのは、医療と地域を結びつける地域医療に関す

る問題などをもとにしたアクション・リサーチ（はたらきかける調査）である。これらの取り

組みを通じて医療をめぐる力関係、医療をめぐる現状や課題などを構造的に把握することが可

能となってくるのではないだろうか。その際には今回述べることはできなかったが、各地で日

常生活圏単位ぐらいでの地域の実情を把握する取り組みから始めることが必要となる。
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漂流する地域福祉情報

災害時の薬剤情報共有の探索的検討を通じて

平尾竜一・加藤あけみ・横溝一浩

はじめに

2011年3月11日未曾有の大地震が岩手宮城福島を含む東日本の各地を襲った。震災による

困難な邪態が生じたが、とりわけ被災者の避難所生活や被災生活に必要な薬剤悩報とその供給

が停止したこともそのひとつである。常備薬の不足から服薬中止に至る過程で病の再発が懸念

され、「日本てんかん協会」などの多くの患者団体がその危険を呼びかけたl)。つまりは、生

活障害などの地域の福祉傭報の課題が顕在化した瞬間ともいえよう。ここでは、地域の薬剤憎

報を取り扱う専門家集団のプログの探索的分析を通じて、防災計画ならびに福祉情報の保障の

ありかたを検討する際の指標策定に供すべく、基礎データの提供および『悩報保隙ツール」側

発へのいくつかの提案を行いたい。

1欧米の薬剤悩報一福祉悩報としての文献的検討

災害時における薬剤の悩報提供を考察する上で、薬剤情報の取扱いが前提となる。そこで

NationalLibraryofMedicine（NLM）の医療文献データベースMEDLINE（MEDIarsonLINE）で

“prescriptiondruginfbrmation2)”をキーワードに検索したところ、3920件（2011年5月13日

現在）がヒットした3)。収録されている文献は1963年から現在に至るが、1970年以前は年に

1件であったが、1980年代は年間約10～40件、1990年から徐々に増加して1997年には130件

以上に達し、2000年に約150件、2004年は約250件、2009年は約360件と急州している。こ

れは医学の急速な進歩とともに医療分野における情報の重要性が増している現状を示しており、

薬剤傭報の内容にとどまらず、情報が内在する伝達機能も求められていることを示すものとい

えよう。

また、このキーワードをタイトルに含む論文は1984～2010年の20件であった。タイトルを

見ると、prescriPtiondruginfbrmationの評価や有用性、放送やインターネットにおける広告の

影響といった内容が多く見られた。医薬品の作用には正の薬剤作用（有効性）と負の薬剤作用

(剛作用）が混在し、したがって薬剤の使用においてはより高い安全性を砿保するために1W報

の提供が必要となるが、このような基盤のもとに研究が進められていることが分かる。放送や

インターネットに関連する文献からは、欧米が患者参加型医療への流れにあることを背賊に、

医療・純康悩報の発僧、アクセスが増え、情報の中身の問題や情報の利用における淋在的な危

険への対応が課題となっているという現状が見えてくる。オンライン医療憎報の質や偏頼性を

認証する第三者機関として国際認証団体（HeaIthontheNetFoundation：HON）などが般立さ
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れはじめているが、今後の薬剤情報の取扱いについても、このような認証機関を視野に入れて

研究を進める必要があろう。なお、“disaster”をキーワードに加えるとヒット数は1994年～

2008年の17件と大幅に減少し、すべて医療事故に関わる文献で、災害時における薬剤情報に

関する文献はなかった4)。

2地域の福祉梢報としての薬剤情報の探索的分析

（1）分析手法としてのテキストマイニング

本節では分析対象となるプログ記事をテキストマイニングという手法で分析することにする。

様々な統計的手法を用いて大晶のデータを分析し、その中の隠れた関係性や意味を見つけ出す

技術の総称をデータマイニング（datamining）と言う（マイニングは採掘という意味)。テキ

ストマイニング（textmining）とは広義のデータマイニングの一秘で、定型化されていない文

章の集まりを自然言語解析の手法を使って単語やフレーズに分割し、それらの出現頻度や相関

関係を分析して有用な情報を抽出する手法やシステムのことである（IT用賠辞典e-Words，

2006)。データマイニングの技法を用いてウエプ上のドキュメントやサービスから梢報を発見

し抽出することを、特にウェプマイニング（webmining）と呼ぶこともある。テキストマイニ

ングの手法を用いることによって、情報発信者たちがこの被災地の事態自体やその背景、当該

地域での課題処理の仕方に対してどのような関心と対応策を持っているのかを知ることができ、

当該緊急班態から連想される今後の被災地での予防方法などの記述を抽出することが可能にな

る。これらの記述が震災発生以降の報道によって時系列的にどう推移しているかを澗査するこ

とと、その知見から今後の震災時の福祉情報の確保に対する示唆が得られるかを検討すること

が本節の目的である。

（2）方法

日本薬剤師協会宮城県支部の掲示板(http://8423.teaup,com/mypha/bbs)の2011年3月11日か

ら4月末日までのメッセージをサンプルとした。ただし、企業の広告記耶等は除外した。総数

は210件である。これらのメッセージをKHcoder（Ver､2．beta,22；樋口，2009）というテキ

ストマイニング・ソフトで分析した5)。分析に用いた語の品詞は、KHcoderの品詞体系にお

ける名詞（漢字を含む2文字以上の語)、サ変名詞、形容動詞、固有名詞、組織名、人名、地

名、ナイ形容（間遮いない、仕方ないなど)、動詞（漢字を含む語)、形容詞、副詞、名詞B

(平仮名のみの語)、名詞c（漢字1文字の語）であった。また、複合語、未知路の一部を合わ

せて150瓶を強制抽出語とした。分析単位はメッセージで、1つのメッセージに何紹同じ語が

出現しても1語としてカウントされる。まず、ブログ記事の全体的傾向を見るために語の共起

ネットワーク図を描くとともに、階層的クラスター分析を行った。次に日毎のメッセージ数か

ら、ある班象をきっかけとして記事数が増加し、日が経つにつれて減少する傾向が見られたこ

とと、地震発生直後に安否確認のメッセージの投稿が集中していたが、別の掲示板があらたに
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設定され、その板へ移動したことから、図2のと

おりl)発生直後72時間以内2)1週間以内3)4月

末までの3つの期間に区分した。個々の語から

カテゴリーの出現を把握するよう設定した。語は

誤用誤記もあるが、そのまま使用した。頻出する

特定の諮を含む記事の数が、期間によってどのよ

うに変動するのかを集計した。

抽出締リスト表1

図2記事出現数の変化
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（3）結果

分析対象の全ての記班の総抽出語数（延べ数）

は92,208語で、語の種類は8,157語、そのうち分

析に用いたのは5,755語であった。まず、抽出語

から記耶の全体的傾向を見た。図lは、出現数

20以上の語で分析した共起ネットワークである

(表示語数50〈入力データ195語〉、表示共起関

係60〈入力データ17602〉、密度.049、最小jacca

rd係数296)。表1．図lから300件弱の記事で

この震災において考えられうる様々な問題がとり

あげられていることがわかる。
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①プログ記事の全体的傾向

現パタンは1「周期型｣、2「漸次増加型j、3

｢突発型｣、4「関心持続型｣、5「その他の形態」図】抽出語の共起ネットワーク（時期，）

の5つの社会的関心パタン6)があると分類されて
巴事本敗

いる。今回の結果は震災という］IF象からみても、
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突発型に該当すると考えられる。この型は急激に

記蛎数が増加するパタンで、ある出来事に対して

人々がその存在を予期しておらず、かつその出来

事に強い関心を抱いている場合に生じるといわれ

ている。今回の地震発生から急激に増加し、3日

間で39件そして1週間で122件のやりとりがあ

り、その後、急激に減少してゆく（5月20日現

在280件)。
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②プログ記事の特色

72時間以内の時期では「復旧」「通路」が主要な話題となっており、ライフラインの硫保に

焦点化されていることが容易に推察される。同時に安否を砿縄する伝言もある。これは3月

14日以降安否掲示版へ移動したことによりなくなる。続いて、1週間以内の時期では、「イン

シュリン」などの薬剤と「処方菱」が出現することが多かった。これは被災地避難所での避難

民の手持ちの日常薬の減少に比例し、日常薬を求める避難民が多数散見されよう。それに比し

てボランティア活動の記事は少ない。その後の時期にはボランティア活動の記事が増加する。

これには薬剤師が求められているにも関わらず、ボランティアのニーズを調整するシステムが

整備されつつあったことが関連している。1週間以後では急激に記事が減少するが、「ガソリ

ン」は出現する。避難所における薬剤師などの関係者が避難民への日常薬の配達の輸送手段の

根幹である燃料の確保の困難性とその供給方法への困惑やとまどいが見て取れる。

3まとめ

震災で明示されたことから想起されることは、まず日常的に医療現場で活用されている電子

カルテなどの薬剤情報を記録しているサーバーを利活用するべく、携帯電話やスマートフオン

による調剤提供（現行の紙媒体でなく）がまたれること。それは、処方された薬剤傭報がネッ

トワークを介して記録されている点から、震災の被害を受けていない地域にあるサーバーから

遠隔操作できる点が安全でかつ梢報を保障できることにある。

さらに避難時の携帯品の重要性である。スマートフオンならば、携帯電話同様、避難時に持

ち運びしている可能性が高いことは推察がつく（お薬手帳がどれほどの人が避難用品の中にい

れたかでも判別できよう)。ついで、避難時のサーバーの利活用の意味でネットワークのセキュ

リティを確保することは言うまでもないが、各薬剤師などの専門家に合法的に解放することが

もとめられよう。この意味で、地域協働を目的とする防災活勤支援に供する「クラウド」をは

じめとする堅牢で柔軟性の高いネットワーク網の整備が待たれる7)。

なお、今回報告した手法では、掲示板におけるメッセージを抽出した際、その鍵概念が本当

に目的の対象のものかどうかまで考愈されている手法ではなかった。今後、より実用的なシス

テムにしていくためには、この点を新たに考慮していく必要がある。また、現在は文単位での

単語抽出を行っているが、テキストのセグメント単位での切り出しを行うことにより、輔度の

向上が期待される。

注

1）3月14日掲載の日本てんかん協会公式ページ、トピック「てんかんは継続した治療が必

要です。服薬を中止しないようにしましょう。」（http://www・jea-netjp/news/index・html)な

どがその代表例である。
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2）キーワードを選択するに当たり、薬剤である“medicine，，や“drug”、処方薬を意味する

“pharmaceuticalpreparation”をキーワードに用いた。

3）NationalCenterfbrBiotechnologylnfbrmntion，http://www､ncbi.､1m.､ih､gov/pubmcd（2011年

5月13日）

4）「欧米で広まるオンライン医療憎報の認証コード、日本展開も視野に」，米国特別号20

10年6月号,デジタルガバメント，http://e-public､nttdata,CO･jp/"repo/705-t100617/tlOO617・

aspx（2011年4月30日）

5)樋口耕一（2009）KHcoder､http://khc･sourceIbrge・net／（2011年4月30日）

6)福原知宏・村山敏泰・中川裕志・西田豊明（2005）ウェプログ記事を用いた関心解析シ

ステム．人工知能学会全国大会（第19回）論文典http://www-kasmnii､ac.』p/jsai2005／

schedule/pdf7000171･pdf

7）独立行政法人防災科学技術研究所は、地域協働・防災活動支援ソフトウエア（略称eコ

ミウェア）を災害リスク情報プラットフォーム研究プロジェクトで開発した。本ソフトは

単なる防災活動を支援するものではなく、地域社会全体で統合梢報基盤システムとして市

民主体で地域各資源を相互にむすび新たなシステムを開発・櫛築することが可能になると

記している。（htKp://www､bousai-dripjP/eom-plat/download,htm）

高崎市や西宮市の一部の市町村レベルでは台帳管理システムがオープンソースを活用し

たとりくみがある。くわえて防災情報を市民の挽幣趣話へメール配信できる仕組みもその

なかに構築している。

それ以外に、民間ボランティアでも、sinsai､inIbがオープンソースで櫛築し、サイトを運

営している。

wedgeレポート（2011）「共有できぬ安否情報遅れる被災証明自治体混乱のなぜ」WEDGE

6月号p､38-p,40

参考資料

IT用語辞典e-Words（2005）プログ．http://c-wordsjp/w/E38396E383ADE382BO,html

IT用語辞典e-Words（2006）テキストマイニング．http://e-wordsjP/w/E38386E382ADE382B

9E38388E3839EE382A4E3838BE383B3E382BO･html

－49－



HowhadEngelsOvercometheTheolyof“Non-historicpeoples”？

AI3KsatoMWA/Ⅷ

Introduction

Froml848throughhislastdaysinl890s，，FrederickEngeIshadwriUensomanyworksonethnic

andnationalproblems･Weareabletoobseweagreatdevelopmentoi･hisviewonsuchproblems・

Inhisearlydays，heregardedsmalIpeoplesinEastEuropensreactionanノorcounter-revoIutionary

ones・Foralmostahalfcentury，however，hehadgmduallychangedhisthought，andiinally

abolishedthisidea・WecanFeadtheprocessofhisovercomingthetheoryof‘‘non-historic

peoples，,in“MaJxゾ臼TgFなCb比ctedWb戒s，，．

1Engels,viewonethnicproblemsattheperiodofthel848Revolution．

TheGermans，Magyars，Czechs，PoIes，MoIavlans，Slovaks，Croats，Ruthenians，Rumanians，lIIyrians

andSerbscameintoconnictwithoneanother，whilewithineacho「thesenationalitiesastruggle

wentonalsobetweenthedi碇rentcIa霊es・Butsoonordercameouto「thischaos･ThGcombatants

dividedinlotwolargecamps：theGermans，Poles，andMagyarstookthesideo「revolution；the

reminder，alltheSIavs，exceptfbrthePoles，theRumanians，andTransylvanianSaxons，tookthe

sideofcounteI-revolution．

MｸﾉBp230

Attheperiodofthcl848Revolution，Engelsregardedtheessenceo『ethnicproblcmsastheclash

” ”

of“revolutionarypeoplesand“counter-revoIutioI1aryones･Wecanreadhisthoughtmainly

inhistworepresentativeworkswritteninl849-“TheMagyarStruggle，,and“DemocraticPan-

SIavism”inl/b1.8olME℃M/：

TheCzechs，amongwhomwewouldincludetheMoraviansandSIovaks，althoughtheydiHbrin

respccloflanguageandhistoIy，haveneverhadahistoryo「theirown・Bohomiahasbccnchained

toGermanysincethetimeofCharlestheGreat，TheCzechnationireeditsel「momentarilyand

IbrmedtheGreat-Moravlanstate，onlyimmediatelytocomeundersubjeclionagainandibrfive

hundredyearstobeabaIlthrownfTomonetoanotherbyGermany，HungaryandPoland･Following

that，BohemiaandMo園viapasseddefiniteIytoGGmlanyandtheSlovaksl･egionsremainedwith

llungary・Andthishistoricallyabsolutelynon-existent"nation″putsfbIwardclaimstoindependence？
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しbL8p367

Andfinally，whata“crime”itis，whata“damnablepoIicy”thatatatimewhen，inEurope

ingeneral，bigmonarchieshadbecomea“historicalnecessity'’．theGermanandMagyarsunited

allthesesmall，stuntedandimpotentlittlenationsintoasingIebigstateandtherebyenabled

themtotakepartinahistoricaldeveIopmentliPomwhich，IeRtothemselves，theywouldhave

remainedcompletelyaloof1

I/bJL8p370

EngelsregardedpeoplesthatcouldnotbuildtheiI・ownindependentstatesas “historicallynon-

existent'’一therelbrehistheoryisusuallycalled“thetheoryofnon-historicpeoples”一sincehe

thoughtthesepeopleswerenotabletoparticipateinprogressofworldhistory、

HethoughtthattheabilitiesfbrnationaIindePendenceofpeopIesre1iedontheir“viability，，

PreciselythosenationswhichIbrathousandyeaI9shavebeenscatteredandsplitup，thosenations

whoseelementscapableoflifEanddevelopmentwereibrciblyimposedonthembyother，non-

Slavpeoples，thosenationswhichwe肥savedfromdown曲ⅡinTurkishbarbarismbythevictorious

armsofnon-Slavpeoples，small，powerIessnationalities，everywhereseparatedh℃moneanother

anddeprivedoftheirnationalstrength，numberingIromaibwthousanduptolessthantwomilIion

people11/bﾉ.8p234

Andifduringeightcenturiesthe“eightmillionSlavs”havehadtosuHertheyokeimposedon

thembythefburmillionMagyars，thatalonesumcientlyproveswhichwasthemoreviableand

vigorous，themanySlavsortheibwMagyars！1/bl8p370

Werepeat：apartfi･omthePoles，theRussians，andatmosttheTurkishSlavs，noSlavspeople

hasamture，ibrthesimplereasonthatalltheotherSlavsIacktheprlmaryhistorical，geographical，

political，andindustrialconditionsfbrindependGnccandviability．1/bjL8p367

Thenwhataretheconditionsfbr‘‘viabiIiKyorapeople”？

a）ThehistoricaIexperienceofbuiIdingitsownindependentstate

Peopleswhichhaveneverhadahistoryoftheirown，whichii･omthetimewhentheyarchivedthe

first，mostelementarystageofcivilizationalreadycameunderfbreignsway，orwhichwerefbrced

toattainthefirststageofcMlizationonIybymcanso「afbrGignyoke，arenotviableandwill
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neverbeabIetoachieveanykindofindependence． 1/bA8p367

b）AcertainscaleofpopuIationthatisccncentmtedgeographicalIy

Mo肥thanthat・IftheAustrianSlavswereacompactmasslikethePoles，theMagyarsandthe

Italians，iftheywereinapositiontocometogethertoibI･mastateofl2-20milIionpeople，then

theirclaimswouldsurelybemoreserious，BultheposMonisjusttheopposite．1/bﾉL8p367

c）PoIiticaIcentraIization

Now，however，asaresultofthepowerMprogresso「industry，tradeandcommunications，political

centralizationshasbecomeamuchmoreurgentneedthatitwasthen，inthefiReenthandsixteenth

centuries・Whatstillhastobecentralizedisbeingcentralized．1/bﾉb8p371

d）Developmentofindustrializationandtheexistenceofitsbeare侭thebourgeoisie

AndaIlthatbywayo「thankslbrtheGermanshavinggiventhemselvesthetroubleofciviIizing

thestubbornCzechsandSlovenes，andintroducingamongthemtrade，industry，aloIerabIede錘ee

ofagriculture，andculture！I/bA8p369

Germanindustry，GermantradeandGermanculturcbythemselvesservedtointroducetheGelman

languageintothecountIy．l/bA8p370

AndwhataSIavstatethatwouldbe，inwhichintheiinaIanaIysistheGermanurbanbourgeoisie

wouldholdsway！1/bA8p368

EngelsthoughtthatpeopleswhichIackedtheseconditionswereobstaclestoprogressofworld

histo”sothattheirexistence，requirementsandmovementswereinevitably“counter-rcvolutionaJy

ThereisnocountIyinEuropewhichdoesnotlMweinsomecornerorotheroneorseveralruined

lragmentsoi､peoples，theremnantofafbrmerpopulationthatwassuppressedandheldinbondage

bythenationwhichIaterbecamethemaiIvehicleofhisto『icaldevelopment・Thererelicsofa

nationmercilesslytrampledunderfbotinthecourseofhistory，asHegelsays，theseresidual

iTagmentsofpeopiesaiwaysbecomeianaticalstandard-bearersofcounter-revolutionandrcmalnso

untiItheircompleleextimationorlossoftheirnalionaIcharacter，just砥theirwholeexistence
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ingeneralisitselraprotestagainstagreathistoricairevolution． 1/bA8p234

Wehaveshownhowmuchlittlenations，whichfbrcenturieshavebeentakenintowbyhistoIy

againsttheirwill，mustnecessaJilybecounter-revolutionaIy，andthattheirwholepositioninthe

revolutionofl848wasactuallycounter-revolutionaIy・ しbA8p366

Engels，thereIbre，describedasbelow．

Therevolutionofl848compelledallEumpeanpeoplestodeclarethemselveshroragainstit・In

thecourseofamonthallthepeoplesripeIbrrevolutionhadmadetheirrevolutionoandallthose

whichwarenotripehadalliedthemselvesagainsttherevolution，VbA8p374

2．ChamcteristicsandthebackgroundofthetheOryof“non-historicpecples',

Engels，theoIyonnon-historicpeoples”assuchhaschamcteristicsasbelow．
“

d4pp？

FiFstly，heinsistedthatonepeopIeasawholehadtobeIもgardedasprogresslveor

reactionaJy”．O「cou庵eheunderstoodtendenciesasthosewouldappearinapeople，buthe
“

fInallyemphasizedtheimportanceofonepeopIe,spositioninprogressofworldhistory．

TheGermans，Magyars，Czechs，Poles，Moravians，Slovaks，Croats，Ruthenians，Rumanians，IlIyrians

andSerbscameinloconilictwithoneanother，whilewithineachofthesenationalitiesastruggle

wentonalsobetweenthediffbrentclasses、Butsoonordercameoutofthischaos・Thecombatants

dividedintotwolargecamps：theGennans，Pbles，andMagyarstookthesideofrevolUtion；the

reminder，alltheSlavs，exceptlbrthePoles，theRumanians，andTransylvanianSaXons，tookthe

sideofcounte病revolution． I/b18p230

SecondIy0onepeople'spositioninworldhistolywas，onEngels，view，decidedbyitsability

ibrcapitalistdevelopment，whichhehadcalled“viability”，anditwas“historicalnecessity”

thatthepeopIeslackingviabilityhadtobeabsorbedorassimilatedbytheonethatcoulddevelop

theirowncapitalisteconomy．

RevolutionandCounter-revolutioninGemanyXⅣ、TheRestoIationofOrder-DietandChamber

(Aprill852）

Thehistoryofathousandyearsoughttohaveshownthemthatsucharもtro厩essionwasimpossible；

thatifalltheterritoIyeastoftheElbeandSaalehadatonetimebeenoccupiedbykindred

Slavonians，thisIhctmcrelyprovedthehistoricaltendcncy，andatthesametimephysicaland
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intelIectuaIpoweroftheGermannationtosubdue，absorb，andassimilateitsancientcastern

neighbors；thatthistendencyofabsorptiononthepartoftheGermanshadalwaysbeen，andstill

wasoneofthemightiestmeansbywhichthecMlizationofWestemEuropehadbeenspreadin

theeastofthatcontinent；thatitcouldonlyceasewhenevertheprocessofGermanizationhad

reachedthefirontieroflarge，compact，unbrokennations，capabIeofanindependentnationalliib，

suchastheHungarlans，andinsomedegreetheroles：andthat，lherefbre，thenaturalandinevitable

fateofthesedyingnationswastoallowthisprocessofdissolutionandabsomtionbytheirstronger

neighborstocompleteitself

(http://www､marxists・org/ar℃hive/marx/Works/1852/germany/ch14.ht､）

Thirdly，therefbre，inhisidea，therequi雁mentsandmovementsofpeoplesfbrnational

independencemustnotbetreatedequally，andthoseof“non-historicpeopIes”hadtoberGnsed．

OrisitperhapsunibrtunatethatsplendidCalifbmiahasbeentakenawayfTomthelazyMexicans，

whocouldnodoanythingwithit？ThattheenergeticYankeesbyrapidexploitationoftheCalMbrnian

goldmineswillinc1℃asethemeansofcircuIation，inafbwyearswillconcentrateadensepopuIation

andextensivetmdeatthemostsuitabIeplacesonthecoastofthePaciiicOcean，createlargG

cities，openupcommunicationsbysteamship，constructarailwayiromNewYorktoSanFrancisco，

fbrtheiirsttimereallyopenthePacificOceantocMlization，andibrthethirdtimeinhistory

gweworldtmdeanewdirection？The‘‘independence”ofa他wSpanishCalifbrniansandTexan
“。。”

smaysu舵rbecauseofit，insomeplacesjustlceandothermoralprinciplesmaybeviolated；

butwhatdoesthatmattercomparedtosuchfactsofworld-historicsignificance？1/bﾉL8p65-366

TheSIovenesandCroatscutorGermanyandHungaIyii･omiheAdrialicSea；butGermanyand

HungaIycannotallowthemselvestobecutolTii･omlheAdrialicSeaonaccountof“geographical

andcommercialnecessities，．，which，itistrue，arenoobstacletoBakunin，sfantasy，butwhich

neverthelessdoexistandarejustasmuchvitalquestionsfbrGermanyandHungaryas，fbr

example，theBalticSeacoasth･omDanzigtoRigaisfbrPoland・Andwhereitisaquestionof

theexistence，ofthe竹eedeveIopmcntofallthcrGsourcesofbignations，suchsentimental

considerationsasconcemfbrafbwscatteIでdGeImansorSlavswiIlnotdecideanything！

しbjL8p368

Fourthly，asaresult，Engelsanirmedtheassimilation，absorptionandevenexterminationthrough

therevolutionarywarsof“non-historicpeoples”withcrucialorunfairresultsofIhem．
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ButatthefirstvictoriousuprisingoftheFrenchproletariat，whichLouisNapoleonisstrivingwith

allhismightmconjureup，theAustrianGennansandMagyarswiⅡbesetfi･eeandwreaka

bloodyrevengeontheSlavbarbarians･Thegeneralwarwhichwillthenbreakoutwillsmashthis

SlavSonderbundandwipeoutaIlthesepettyhideboundnations，downtotheirverynames・

Thenextworldwarwill肥sultinthedisappearance竹omtheinceoftheearthnotonlyof

reactionarycIassesanddynasties，butalsoofentirereactionaⅣpeoples，And，too，isastepfblward、

1/bA8p238

Ofcourse，mattersofthiskindcannotbeaccomplishedwithoutmanyatendernationaIblossoms

fbrciblybroken・ButinhistorynothingisachievedwithoutviolenceandimplacabIeruthIessness，

andifAlexander，Caesar，andNapoleonhadbeencapableofbeingmovedbythesamesortof

appealasthatwhichpan-Slavismnowmakesonbehalfofitsruinedclients，whatwouldhave

becomeofhistoIy！1/bA8pp370-371

Thentherewillbeastruggle，an“inexorablelifb-and-deathstruggle,’，againstthoseSlavswho

betmytherevolution；anannihilatingmghtandruthIessterroFnotintheinterestofGermany，but

intheinterestsoftherevolution！Mof8p378

ThePragueUprismg（Junel848）

ButitisthegallantCzechsthemselveswhoaIもmostofalltobepitied・Whethertheywinor

aredefbated，theirdoomissealed・TheyhavebeendrivenintothearmsoftheRussiansby400

yearsofGermanoppression，whichisbeingcontinuednowinthestreet-iightingwagedinPrague・

lnthegreatstruggIebetweenWestemandEastemEurope，whichmaybeginveIysoon，perhaps

ina企wweeks，theCzechsareplacedbyanunhappyfhteonthesideortheRussians，theside

ofdespotismopposedtotherevoIution・TherevolutionwilltriumphandtheCzechswillbethe

fi応ttobecrushedbyit，

TheGermansonceagainbeartheresponsibilityfbrtheruinoftheCzechpeopleofbritisthe

GermanswhohavebetrayedthemtoRussia． I/bA7p93

EngeIs’viewassuchreliedonhiscognizanceonthel848Revolution，Hegraspedtherevolution

asthestrugglesbetweenbourgeoisdemocracyandfbudalreactionary・Thesestrugglesbetween

bourgGoisieandabsolutistpowerswouldoccurinthecountriesintheWesternEurope、However，

sincethelatterweresupportedbyRussianCzarismastheaxisofworldreactionaIy，hethought

thosGstrugglesmustbemegardedastheonebetweenadvancedWestandbackwardEast・Onthe
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otherside，thedevelopmentofcapitalistproductionbroughtgrowthoftheproletariattothe

independentpoliticallbrce，andtheyhadaddedpressurestounrestbourgeoisietocompletetheir

revolution・AndEngelspredictedthattheproIetariarevolutionwouldoccuraﾊerthevictoIyof

bourgeoisdemocracyagainstfbudalreactionaries･Therefbre，hethoUght，thevictoIyofbourgeoisie

against陀udalabsolutismintheWestemEurope，andthatoftheWestemNationsintheexpected

revolutionaIywarsagainsttheRussianTsardom，wereindispensableconditionsfbrtheproletarian

revolutionwhichmustabolishexploitationandliberatehumanity･

Then，inhisidea，whatsmallSIavpeoplesintheEastEuropemustbe？Thesesmallpeoples

cannotdeveloptheirowncapitalismsothatthcyhaveto，fiFomtheviewpointoftheprogress

ofworldhistory，beassimilatedorabsorbedbylargeandgeographicallyconcentratedpeoplosthat

areabletobuildtheirowncapitaliststates，Therelbre，ibrhim，nationaIindependenceofthese

smallpeoplesmustberefi』sedsinceitwoulddamagetheconditionslbrbourgeoisprogressoflarge

peoplessuchasGemlanorHunganansothatilwou1ddefbattheriseofthebourgeoisieandthe
●

proletariat，andsuppoIttheたudalreactionaries，And，asthepropagandaofPan-Slavists，building

anallianceofSlavpeoplesundertheleadershipoftheTsaristRussiaagainsttheWestcrnnations

istruecounteI-revolutionary･StillmoreitwassmallSlavpeoples，likeCroat，thatcrushedthe

revoluiionaryinViennaassoIdiersoftheAustrianMonarchy，

Fromtheviewpointasabove，Engelstriedlounde応tandthe‘‘coumer-revolutionaryactMties”

ofsmallSlavicpeoplesastheexpressionoftheiressentialbackwardness-namely，thelackofthe

abiIityIbrcapitalistdevelopment･Thatwasthetheoryof“non-historicpeoples,’．

3．EngeIs，adherencetohisideaof“peopIewithouthistory,’

Anertheperiodofthel848Revolution，Enge1skepthoIdinghisideaof“non-historicpeoples”

WhatHavetheWoIkingClassestoDowithPoland？（Marchl866）

ThisrightofthegreatnationalsubdMsionsofEuropetopoliticaIindependence，acknowledgedas

itwasbytheEuropeandemocracy，couldnotbUtiindlhesameacknowledgementwiththeworking

classesespecially，ltwas，inIact，nothingmorelhantorecognizeinotherlargenationaIbodies

ofundoubtedvitalitythesamcrightofindividualnationalexistencewhichtheworkingmenofeach

sepamtecoumryclaimedIbrthemselves･Butthisrecognition，andthesyInpathywiththesenational

aspirations，wererestrictedtothelargeandwell一.eiinedhistoricalnationsofEurope；therewas

Italy，PolandandGermany，Hungan「．Vbl"ppl55-l56

TheEuropcanimportance，thevitalityofapeoplcisasnothinginthcGyesoftheprincipleof、

nationalities；beibreit，lheRoumansofWallachia，whoneverhadahistoIy，northeGnergy

－57－



requiredtohaveone，areofequalimportancetotheItalianswhohaveahistoryof2,OOOyears，

andanunimpairednationalvitality；theWelshandManxmen，iftheydesiredit，wouldhavean

equalrighttoindependentpoliticalexistence，absurdthoughitwouldbe，wiihtheEnglish・The

wholethingisanabsurdity，gotupinapopulardressinordertothrowdustinshallowpeople，s

eyes，andtobeusedasaconvenientphrase，ortobelaidasideiftheoccasionrequiresit・

VbA20pl57

1,1880,s，hestillwroteasbelow．

EngelstoKarlKautsky（7Februaryl882）

Oneoftherealtasksoftherevolutionof'48(andtherealasdistinct竹omillusorytasksofa

revolutionarealwayscarriedoutonthest1℃ngthofthatrevolution)wastherestorationofthe

oppressedanddisunitednationalitiesofCentralEuropeinso伯rasthesewereatallviableandI

i、particular，ripefbrindependence･ レbjL46pl91

NowyoumayperhapsaskmewhetherlhavenoibelingofsympathylbrthesmalISIavpeoples

andiragmentsthereofwhichhavebeensplitapartbythosethreewedges-theGerman，theMagyar

andtheTurkish-drivenintotheSlavdomain？ToteIlthetruth，dammedlittIe．1/bA46pl94

EngelstoEduardBemstein （22Februaryl882）

ThatmyIettershouldhavefailedtoconvertyouisquiteunderstandable，sinceyouwerealready

insympathywiththe’oppressed，southemSlaves・Forafterall，eveIyoneofus，inso随rashe

hasfirstgonethroughaIiberalorradicalphase，hasemergedii･Omitwiththeseibelingsof

sympathyibrall，oppresscd，nationaIities，andIIbroneknowhowmuchtimeandstudyitlook

metoshakethemoifbutthenitwaslbrgoodandnll．VbA46p203-204

Again，IdonotproposetogointothequestionofhowthesmallerSlavnationshavecometo

looklotheTsarastheironlyliberator、LetinsuiYicethattheydoso；wecannotaltertheiact

thatanditwiIlrestatthatuntilTsarismhasbeensmashed；ifthere，sawar，alItheseinteresting

IittlenationswillbeonthesideofTsaIism，theenemyofallbourgeoisprogressintheWest・

SoIongasthisremainsthecase、Icantakenointerestintheirimmediateliberationhereand

now；theyareasmuchourdeclaIもdenemlesastheirallyandpatron，theTsar、1/b“6pp204-205

4．ThesubtIemodificationinEngeIs，view

Inspiteofhisadherencetothcideaof，non-historicpeoples,asabove，Engelshadgmdually
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modiIiedhisviewonethnicornationalproblems．

Savoy，MceandtheRhine （Februaryl860）

Savoymay，andprobablywillatsomehlturetime，desiretobeincorporatedintoFra､Ce，when

theGreatEumpeannationalitieshavemrtherconsolidatedthemselves，Butitisquiteanother

matterwhetherSavoywillvoluntaIybecomeFrenchwhenGermanyandItalyhaverealizedtheir

nationalunitypoliticalIyandmilitarilyaswellandtherebyconsiderablystrengthenedtheirposilion

usEuropeanpowers-orwhetherarulerlikeLouisNapoleon，dependingonconquest，wrestsit

iromastilldividedItalyinordertoperpetuatehismasleryoverItalyandatthesametimeprovide

aiirstprecedentfbrthetheoIyofnaturalborderS・ M，ﾉ.J6p600

Inthistext，EngelsibretoldtheincoIporationofSavoyintoFrance，butherecognizedtheimportancc

oravoluntannessofresidentsofasmaIlregion，whichoughtlobereImsedaccordingtohis

theory．

WhaIHavetheWOrkingClassestoDowithPoland？（Marchl866）

ltisanaturalconsequenceoftheconlnsedandslow-workinghistoricaIdevelopmentthroughwhich

Europehaspassedduringthelastthousandyears，thalalmoslevelygreatnationhaspartedwith

someoutlyingporlionsofitsownbody，whichhavebecomeseparatedli･omthenationalli他，and

inmostcasesparticipatedinthenationalliibo「someolherpeople；somuchso，thattheydo

notwishtorejointheirownmainstock・TheGcrmansinSwitzerIandandAlsacedonotdesire

tobcreunitedGermany，anymorethantheFrenchinBelgiumandSwitzerlandwishtobecome

attachedpoliticallytoFrance･Andaiterall，itisnoslightadvantagethatthevanousnations，as

politicallyconstituted，havemostofthemsomeibroignelementswithinthemselves，whichfbrm

connectinglinkswiththeirneighbours，andvarytheolherwisetoomonotonousu､ifbrmilyofthe

nalionalcharacter． MｸA2Uppl56-157

Attheeraofthel848Revolution，Engelshadinsistedthenecessityofnationalconcentmtionand

hadrcquiredtheassimilationofsmallpeoplesand，n･agmcntsofpeople，toalargepeoplethat

couldbuiIditsownstate，Inthetextorabove，however，heestimatedtheethnicvarieLyofa

nationstate・AndwecanseesomechangesinhisviewonsmaiISIavpeoples．

TheWorkingMenofEuropeinl877(Marchl878）

ButaRussianrevolutionmeansmorethanamcrcchangeofgovemmentinRussiaherself……

ItmeanstheemancipationofPoland･ltmeanstheIlwakeningofthesmalIerSlavonicnationalities
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ofEastemEuropeiromthePanslavistdreamslbsteredamongthembythepresentRussian

govemment．VbA型p229

EngelstoKarlKautsky〈7Februaryl882）

OnlywhenthecolIapseofTsardomlireesthenationaIaspirationsofthesediminutivepeoplesfiPom

theirentanglementinpan-SIavhegemonictendencies，onlythencanweletthemdoasthey

pleaseand，inthecaseofmostoftheAustro－HungmanSlavs，lamsurethatsixmonthsof

independencewillsumcetobringthembeggingfbrre-admittance、 1/bjM46ppl94-l95

IntheseteXts，EngelsdistinguishednationalmovementsofsmallSlavpeoples廿omthestmtegyof

Tsarism，andhedidnotblamethemovementortheexistenceofasmallSlavpeopleoritselfibr

reactionary．

EngelstoEduardBemstein（22Februaryl882）

ThesameappIestotheSlavs・ThevictoryoftheproletariatwiIlliberatethemin”alityandof

necessityandnot，liketheTs8r，apparentlyandtempomlity・Andthat,swhythey，whohave

hithertonotonlytoiailedtocontributeanythingtoEuropeandEumpeanprogress，buthave

actuauyretardedit，shouldhaveatleastasmuchpatienceasourprolelarians，Tostirupageneral

waribrthesakeofa他wHerzegovinians，whichwouldcostathousandtimesmorelivesthat

thereareinhabitantsofHerzegovina，is､,tmyideaofpmletarianpolicies．1/bA46p205

Here，EngelsregardedsmallSlavpeoplesasobstaclestoEuropeanprogress，whichwassimilarto

hisideainl848・Ontheotherhand，hedidnotrehlsethenationalrequirementofHeIzegovinians

itselfwhichwecouIdunderstandiTomhisexpressionslike‘shouldhavepatience，、Andwe

shouIdtakenoticethatheputemphasisonthenecessityof‘tostirupgeneralwar，instead

of‘therevoIutionarywaragainstTsarism，．

EngelstoPaulLafargue（25-260ctoberl886）

ButcontrarytoallexpectationstheBulgarians，deprivedofRussianoiTiceIBandwithtwomento

theenemy，sthree，innictedaresoundingdelbatonSerbsandwontherespectandadmirationof

anastonishedEurope･Forthosevictoriestherewe雁tworeasons．…Secondly，theSerbshad

livedfbr60yearsunderabureauc唾ticAustrianregimewhich，whilefhilingtogivethemastrong

middleclassandanindependentpeasantIy(bynowalltheirpropertywasmortgage｡),hadsucceeded

inundermininganddisorganizingwhatremainedofthegentilecommunismwhichhadlentthem

strengthintheirstrugglesagainsttheTUrks・InBulgaria，ontheotherhand，thesemoreorless
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communistinslitutionshadbeenleftintactbytheTurks，andthisistheexplanationsfbrtheir

superiorcourage、 1/bA47p515

Unfbrtunately，theBulgariansgaveevidenceofapoliticalaptitudeandanenergywhich，inthe

circumstances，werehighlyinopportune，nottosayintolembleinsSlavnatio、,liberatcd，byHoly

Russia・Theyarrestedtheconspirato応andnominatedaneiYicientgovernment，energeticand-

incoITuptible（aqualitywhollyintolerableinanationasyetbarelyemancipated1）whichreinstated

Battenberg． I/bA”p517

Inthesetexts，EngelshighlyestimatedthepoliticalvitalityofBuIgarians，whichherelatedtothe

remainderof，thegentilecommunism，，notthedevelopmentofbourgeoisie．

5．EngeIS，viewOnethnicProblemsinhisIastyears

lnhislastyears，Engels，viewonethnicproblemshadchangedmuchlarger．

EngelstolonNadejde（4Januaryl888）

IndeedweareallconIi･ontedbythesamegr℃atobstaclethatishamperingthen．eedevelopment

ofaIIthenationsandofeachindMdualnation；intheabsenceofthatdeveIopmentwecouldnot

embarkupon，stilllessaccomplish，socialrevolutioninthevanouscountriesmerelybymeansof
◆

mutualcooperation・ThatobstacleistheoldHolyAlliancebetweenthethreeassassinsofPoland，

ledsincel815byRussianTsansmandsurvivinguntiltodaydespiteoccasionaldomcsticsquabbles・

Itwasibundedinl815tocombattherevolutionaJyspiIitoftheFrenchpeople；inl871itwas

ratiiiedbytheannexationofAlsace，whichtumedGermanyjntotheslaveofTsarismandthe

TsarintothearbiterofEurope；inl888itismaintajnedlbrthepurposeofcrushinglherevolutionary

spiritwithinthethreeempires-thenationalaspirationsnolessthanthepoliticalandsocial

movementsoftheworkingclasses，SinceRussiaenjoysavirtuaIlyimpregnablestrategicposition，

RussianTsarismfbrmsthenubofthatalliance、greatrepositoIyofallEuropeanreaction，To

topplc′rsarism，todestroythatincubuswhichliesheavyonthewholeofEurope，such，inmy

eyes，isthelirstconditionibrtheemancipationofthenationalitiesofcentralandeastemEurope、

OnceTsarismhasbeencrushed，thenelariouspowerrepresentedtodaybyBismarckwillintum

crumble，Austriawillmlltopieces，havinglostitsonIyraisond，etre，thalofpreventingbyils

veryexistencetheannexationbyconqueringTsarismo『thescatterednationsintheCarpathians

andtheBalkans・Polandwillbereborn，LittleRussiawillbeheetochooseitspoliticalposition，

theRomanians，IheMagyarsandtheSouthSlavswillbcabIctoscttlcthcirownalYnirsandtheir

newboundariesamongslthemseIves，u､hamperedbyanyibreignmeddlingan｡，Iinally，thenoble
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nationofGreatRussia，、olongerengagedinpursuingchimericalconquestlbrthebenentofTsarism，

willbefi･eetocarryoutitstmecivilizingmissioninAsiaandtodeveIopitsvastintellectual

resourcesinexchangeswiththeWest，insteadofsquanderingthebestofitsbloodonthescaIYbld

orinthekatoIEa．しbL48ppl33-l34

Therearetwointerestingpointsfbrusinthetextabove･

Firstly，EngeIsregardedTsarismasanenemyoftheIiberationofCentralandEastEuropean

peoples，notamasteroramanipulator，Secondly，oncehehadbelievedthatsmallSIavpeoples

shouldbeinevitablyabsorbedbylargepeopIes・Butfinallyheapprovedofthepossibilityofthe

autonomousandcorporativedevelopmentofthesepeoples、

Thesepointswereemphasizedmoreclearlyonthetextbelow．

TheForei印1PolicyofRussianTsardom（AprMandMayl890）

AlIthisdangerofageneralwarwiUdisappearonthedaywhenachangeofthingsinRussiawill

allowtheRussianpeopletoblotout，atastroke，thetraditionalpolicyofconquestofitsTsaJ客，

andtotumitsattentiontoitsownintemalvitalinterests，nowseriouslymenacedinsteadof

dreamingaboutUniversalsupremacy．……OnthesamedayAusmawnlloseheronlyhistorical

raisond'etre，theonlyjustincationfbrherexistence，thatofbarrieragainstaRussianadvanceon

ConstantinopIe，WhentheBosphorusisnolongerthreatenedbyRussia，EumpewiIlloseall

interestinthemaintenanceofthismotleyhodge-podgeofmanypeopIes・EquallyindifYbrentthen

willbethewholeoftheso-calledEasternquestion，thecontinuationofTurkishsupremacyinSlav，

Greek，andAlbanianregions，andthedisputeaboutthepossessionoftheentrancetotheBlack

Sea，whichnoonewillthenbeabletomonopolizeagainsttherestofEurope･MagyaI芯，Rumanians，

Serbians，Bulgarians，Amauts，Greeks，Armenians，andTurks，willthen，atlastbeinaposition

tosettletheirmutualdiiYbrenceswithouttheinteribrenceofibreignPowers，toestabIishamong

themselvestheboundariesofeachnationaltemto『y，toordertheirintemalafIhiI写accordingto

theirownnecessitiesandwishes・ltwillatoncebeseenthatthegreathindmncetotheautonomy

and竹eegroupmgofthenationsandfragmentsofnationsbetweentheCarpathiansandthe

AegeanSeawasnootherthanthatsameTsardomwhichusedthepretendedemancipationofthese

nationsasacloakibritspIansofworld-supremacy．1/bA27pp46-47

InterviewofFrederickEngelsbytheDailyChroniclecorlEspondentattheendofJunel893

“AndwhatdoyouthinkwillbetheinnuenceoftheSociaI-DemocraticPartyinEurope?，,

‘‘Forpeace，undoubtedly・WehavealwaysprotostcdagainsttheannexationofAlsace-Lorrai
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､e，andanerSedanMarxandIdrewupanaddresso『theIntemational，pointingoutihatthe

GeImanpeoplehadnoquarrelwiththeFrenchRepubIic，anddemandingpeaceonhonorablelerms，

andalsopointingoutexactlywhathashappened-thattheannexationwoulddriveFranceintoth

earmsofRussia，andwouldbeastandingmenacotothepeaceofEurope，OurPartyinthe

ReichstaghasalwaysdemandedthattheAlsace-Lorrainersshouldhavetheopportunitygiventhem

todecidetheirlUturedestiny-whethertheyshouldrejoinFrance，remainGerman，joinSwitzerIand，

orbecomeindependent．I/bA27p552

Conclusion

Foralmostahalfcentury，iiFoml848throughhislastdays，FrederickEngelshaddevelopedhis

viewonethnicproblems･

Firstly，intheperiodofthel848EuropeanRGvolution，Engelshadregardedtheethnic

movementsofSIavpeoplesintheEastEurope，whichhadbeensupportedbyRussianTsarism，as

theexpressionsoftheirreactionaIynature･Inl890s，however，heclearlydistinguishedthe

requirementsofSlavpeoplesh･omtheworldstrategyofTsarism，andceasedtoblameonepeople

” “ ”

asawholelbr“rcactionaryorcounter-revolutionan／，

SecondIy，EngelshadoncethoughtthattheabilityfbrexistenceofapeopIcwasdecidedby

theirabilitiesibrthecapitalistdevelopments，ButhGcameuptoestimatethcvitaIityofone

peopleontheiractualstruggles，andanalyzeconditionsofitconcretely・

Thirdly，Engels，whenhewasyoung,jUdgedtherightsandinterestsofapeopIeorinhabitants

fi･omthe“higher.、viewpointsuchasprogressoftheworldhistoIy”･ButatIasthethought
“

thatwilIsofsmallpcoplesorinhabitantsinnarrowarGas,thcirspontaneouschoiccsandadjustments

amongthemshouldbcrGspected・

Fourthly，EngelsiinaIIyabolishedhisbeIie『thatthcassimiIation，conquest，andoliminationof

non-historicpeopIes，，bylargepeopleswerehistoricalIyinevitabletherelbrecommunistsmust
“

acceptthesecrueloccasions・Andhecametoposilivelyag陸ewiththeexisteI1ceo「smallpeoples

throughthe“autonomyandlTeelyunity”・

Tosumup，FredGrickEngels，atiirst，hadtriedtounderstandethnicproblemsiiromthe

viewpointofdeveIopmentofcapitalism・However，atlast、hethoughtthatthosGproblemsshould

bemainlyrcIatGdtotheissuesonpcaccnnddemocracy”･ThisishighlysuggGst,ive・Itisan
“

undeniableIhctthatindividualswouldgenernllystickt(）theirethnicidentitiGsandstronglyresist

againsttheviolationtolhem・Iftherefbre，wewouklstandonthepointo『respectingpeaceand

democracy，wemustnotnegatetheseethnicidentitiesunderthenameofuniversalidea；progress

oftheworldhisto可．revolution，cconomicdevelopment，andsoon・Moreovcraviewpointasabove

couldnotonlygiveactualpoliciestoethnicrequiremenlsbutalsowouldrefi』scthemsincetheir
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being唾actionarysothatitmustnotbeabletoanswertorealethno-nationalp1℃blems．

ThisarticIeisbasedonthe

(May2010SuzhouChina)．

paperfbrthe5thFbrumoftheWorldAssociationmrPoIiticalEconomy
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【研究ノート】

近代の津における商業発展について

－伊勢商人の町から近代都市へ－

茂木陽一

はじめに

本稿は、2006年に行った津市文化講演会での報告をもとに、近代津市域の商業発展の特徴

を明らかにすることを目的にしている。会のメインテーマは津の中心市街地の活性化であり、

かつての賑わいを取り戻すにはどうすればよいのか、それを歴史的に検証できないかというこ

とで津の近代商業の発展史を略述してもらいたいという要諦であった。

しかしながら、この分野では先行研究がほとんど無いために、近代の津市域の商業発展を分

析する視点を得るために、近代都市としての津市の性格がいかなるものとして形成されたのか、

そしてそれが津市域の近代商業の性格にどのような影響を与えたのかを若干のデータをもとに

分析したい。依拠するデータは、主として三重県統計書によっている。またそれをもとにした

『津市史』第4巻・第5巻も参考としたが、本稿では、多様な視点を得るために、県内の他都

市、特に四日市や宇治山田・桑名との比較分析を、人口動態、交通状況の変動といった要素を

取り入れて検討する。

以下では分析の出発点として、津を含む伊勢湾岸地域が、近世期において川喜田家・田端屋

田中家・中条家などの江戸店持商人によって作り上げられた「伊勢商人」という一つのシステ

ムに強く編成されていたということを示したい。その上で、物流と悩報通信、すなわち交通体

系を支配することにより成立する伊勢商人というシステムが、近代のスタートの時点で崩壊し

ていくこととの関連で、明治前期の三砿県域で新たに構築される交通体系が津の商業発展にとっ

てどのような可能性を与えたのかに注目していく。

1伊勢商人と津

（1）津と大伝馬町

1923（大正12）年の大伝馬町1丁目の商家の配置をみると、1686（貞享3）年に大伝馬町組

が発足したとき70軒あった木綿太物問屋が、その他の商売も含めて20軒に減少している。そ

のなかには松坂の長谷川・小津・長井と並んで川喜田屋と田端屋が1ifを辿れている。中条屋も

享和年間（1801-1803）までは大伝蝿町のメンバーであった。

1877（明治10）年の持丸曇者稀付をみると東方前頭二枚目に、端屋治郎左衛門が、西方の

前頭一段目に中条瀬平が、同じく西方二段目に川喜田久太夫が名を巡れている。中条瀬平はこ

の時はもはや伊勢ではなく東京の長者になっており、また田端陸田中家はこの番付の中柱の別

座として東京名誉の8名のなかに名を連ねている。
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このような番付は、江戸期の後半から明治期にかけて幾つも作られているが、田端屋、川喜

田、中条はどの番付でも必ず上位に顔を出しており、『津市史』第2巻に紹介されている1885

年の横浜の貿易商番付では、西の繁頭に中条順之介が東方の六枚目に川喜田久太夫が並んでい

る。

津城下の有力商家の位慨をみると、中条瀬兵衛、田中治郎左術門、川喜田久太夫の屋敷が大

門通、すなわち参宮街道に沿って並んでいる。このように、津は、松坂・射和と並ぶ大店の伊

勢商人を輩出した地であり、津や周辺農村も伊勢商人と深く関わっている。たとえば、川喜田

家の江戸店奉公人の分布をみると、66名の奉公人中、出身が判明する59名のうち河曲郡が34

名で最も多く、三瞳・鈴鹿・安濃を加えた北勢で52名を占めている。津の伊勢商人は奉公人

の雇用関係を通じて、津と周辺農村に影響を及ぼしていた。

それでは、伊勢商人を輩出した伊勢や津地域は江戸期において商業のきわめて発達した地域

であったのかといえばそれは疑わしい。それは、伊勢商人経営が伊勢や伊勢湾岸地域のモノと

ヒトを編成した一個の江戸商業のシステムだからであって、津及び周辺農村の産業集積の上に

津町の商業集積が形成され、それを基盤として江戸の伊勢商人経営が組み立てられているので

はないからである。

（2）伊勢商人経営と津の商業

図1に示したのは、白子を軸にした伊勢湾岸諸湊の伊勢商人にとっての編成である。白子廻

船は伊勢湾岸の各湊で、順次味噌・油などの下荷物から米などの中荷物を積み込んだ上で、白

子に集荷された木綿太物類を上荷物として積み込むことで廻船の仕立てが完了して江戸へ向け

て出港する。白子での木綿太物類が十分に集まるまでは出港することはない。

このシステムのもとでは、最終的な荷物の仕立てが白子における木綿荷物の積み込みになる

ことによって、大伝馬町組や白子組などの木綿太物を取り扱う伊勢商人は定期的・安定的な木

綿荷物の供給を確保することができる。しかし、それにともなうリスクは、他の下荷物の荷主

や船元がかぶることになる。木綿荷物の集荷も生産者から仲買、仲買から買次、買次から伊勢

商人へと行われていく。代金の前貸しにより買次・仲買が特定の伊勢商人に編成されるシステ

ムであるが、仲買や買次は伊勢商人から認められた口銭収入以外は、このシステム上では穫得

することができないから、資本蓄積を進めることは困難である。伊勢商人に従属することで安

定した営業を確保できるが、その代わり商品取引の利益の相当部分は江戸店に吸収されてしま

うのである。

『津市史』第2巻・第3巻を参考にして津町の近世商業を概観してみると、藩政期の津町の

商業は蔵米問屋、魚問屋、煙蒐座などが藩の公認により特椛的営業活動を行っており、問屋一

仲買一小売の組織を有し、荷主より口銭を徴収するなどしていたが、いずれも規模は小さく、

特に綿問屋などは、伊勢商人との関連を確認することができない、ということができる。川喜

田家の奉公人歴用が津町内よりも河芸郡内の比重が高いのは、神戸に買次問屋仲間の北組会所
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が慨かれていることに見られるように、河芸郡を中心とする生産者一仲買一買次一川喜田屋と

いう取引ラインが成立しているからであって、津の商業の発展の上に川喜田や田端屋の伊勢商

人経営が成立しているわけではなかった。

2津と近代交通の発達

（1）車と橋

明治期においても大伝馬町に集積する伊勢商人経営は東京の木綿太物取引の基軸を担ってい

た。しかし、明治期になって交通・通信などのインフラ整備が飛躍的に進むことで、津をはじ

めとする伊勢湾岸諸都市の商業環境に新たな要素が加わり、それまでとは異なる発展の可能性

が生まれてきた。

表1に、1881（明治14）年から1899（明治32）年までの、三重県内の人力車と荷車数の増

減、津市と四日市市の1893（明治26）年以降の状況を示した。旅客輸送手段としての人力車

は明治の初年に開発されて極めて急速に普及したが、1881年以降の台数は停滞している。さ

らに、1890年以降の都市間の旅客輸送は鉄道によって担われ、旅客輸送手段としての人力車

は都市内輸送手段に限定されていった。

他方、貨物輸送手段としての荷車の数は、鉄道開業以降も一貫して増大を続けている。農村

部から貨物駅への輸送手段としてだけでなく、鉄道駅のない都市間輸送手段としてもその役割

を維持し続けており、商業・工業などの産業発展と台数の増加が相関していると考えられる。

表1三函県内の人力車・荷車数の増減（台）
三醗県 四口 1巾

人力車 荷車 内大八 人力車 内大八 人力車 荷］紅 内大八

881年 5412 15434 414

882年 5129 18439 424

883年 4425 15061 300

884年 4432 21071 339

885年 4129 20537 286

886年

887年

888年 3715 27466 262

889年 4448 30612 412

890年 4750 32762 262

891年 4993 34046 256

892年 4141 34563 230

893年 4645 39990 252 386 1250 7

894年 4381 41562 277 384 1258 5

895年 4346 42579 300

896年 4904 45962 307

897年 4562 51152 519 310 1589 10 152 1193 289

898年 4311 66221 448 285 1566 8 135 1223 258

899年 4489 74721 470 293 1345 8 133 1044 257

不奇千二EiLﾘi馬禰E訂雀『よりTドノ典。

このような都市間貨物輸送手段としての荷車の増加を可能にしたインフラの一つに県内大河

川への長大橋の架橋を考えることができる。近世の陸上交通、特に貨物輸送を阻害した要因と

しては大河川への架橘の欠如がつとに指摘されているが、明治期になると、三面県域でも長大

橘の架橘が積極的に推進されていった。
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図2は1890年までに架橋された長大橘を示したものであるが、特に参宮街道を横断する員

弁川・三滝川・鈴鹿川・部田川・安濃川・岩田川・雲出川・三渡川・櫛田川・城川の諸河川へ

の長大橋架橋は1882年までに行われており、主要幹線である参宮道・東海道以外では服部川・

木津川をはじめとする伊賀地域での長大橘架橋が目立っている。桑名から松坂までの陸上物流

のインフラ整備が進んだことがこの地域の車両増大の背暴にあったと考えられる。

〃

図2

!灘
○1882(明治15)年までに架けられた長大檎
●1890(明治23)年までに架けられた長大檎
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（2）鉄道と港

1888（明治21）年、本社を四日市に瞳く関西鉄道株式会社が設立され、1890年に四日市一

柘植間が開通した。その支線として、勉山から津への鉄道路線が建設され、1891年8月21日

に地山一一身田間が開通した。9時35分亀山発の蒸気機関車が、10時7分に一身田停車場に

到蒜し、沿道の人々は花相撲や花火で盛大に祝ったといわれる。この鉄道開通の結果、関・亀

山の人力車夫が大いに困窮したといわれているが、このことは前述した人力車と鉄道との競合

関係を示すエピソードである。一身田一津間は、同年の11月4日に開通した。また、1893年

12月に津一宮川間を結ぶ参宮鉄道が開通し、阿漕駅は津の南の出口として多くの乗降客を得

ることになった。

表2に1891年から1899年までの鉄道の利用状況を示した。県内の乗降客数．鉄道運賃はと

もに順澗に増加しているが、乗降客数．運賃ともに鉄道開業時点で第1位であった津駅は、そ

の後の増加が見られず、1899年の時点では四日市駅・桑名駅に大きく水をあけられている。

津は、関西鉄道と参宮鉄道の接続地点であることから、当初は連絡客の乗降数によって利用者

数が押し上げられていたのだが、明治27年の桑名駅開設や四日市の産業発展により、それら

諸駅の乗降客数．貨物出入数の増大に比して、産業発展に欠ける津駅の乗降客数は開設当初の

規模を上回ることができなかったといえるだろう。

表2鉄道利用状況

三重県内 津駅 四日市駅 桑名駅

乗降客数 運賃合計 (内貨物） 染降客数 運賃合計 (内貨物） 采降客数 運賃合叶 (内貨物） 乗降客散 運賃合計 (内貨物）

1891年 515437 73270 16072

892年 753974 120162 22233

893年 733918 164943 45910 238020 67205 10810 188431 57294 25707

894年 l83642C226335 31739 168672 29100 6831 259889 41108 11165 85715 7703 369

895年 2387613291702 37527

896年 260635モ 328075 42141

897年 2830316462863 59485 207702 43476 8901 380606 60356 19197 342771 38048 2862

898年 3533844506374 71990 193715 47341 13742 404617 67090 19007 390165 44417 3068

899年 429770モ 590470 88933 222812 52015 13209 404564 118988 69323 411160 91302 48115

*各年三砿県統計書により作成。一身田駅・阿漕駅・商茶屋駅の数値は含んでいない。

産業革命期の三重県内諸港の輸出入についてみると、当初から貨物の輸出入において圧倒的

な比皿を示すのが四日市港である。江戸期の伊勢商人の伊勢湾岸地域の物流編成の基軸になっ

ていたのは白子湊であったが、安政地震による被害と内海船をはじめとする伊勢商人の統制を

受けない新たな廻船集団が四日市を伊勢側の拠点としたことなどにより、幕末から始まった四

日市港の発展は明治期になってからも度重なる公費を投じた改修工事により加速度的に進展し

た。
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県内各港の輸出入金額を示した表3についてみてみると、1888年時点で四日市港の輸出入

金額は三重県全体の8割を占めており、桑名がそれにつぎ、津港は河崎河岸に次ぐ第4位であ

るが、四日市港のL3％に過ぎなかった。その後の改修工事の効果などもあり、津港の輸出入

額は次第に増加し、明治31年に至ると鼎全体の8％にまで上昇した。このことは、河港の淡

淡を含めた港湾整備の有無が港湾の取扱賦の増減に影響することを示している。

表3県内各港の輸出入金額 (円）

三重県計 四日市港 桑名港 津港 大口港 河崎河岸 鮎羽港 木本港

1888年 35935701 28148753 6008564 361404 304462 745142 128526 113554

889年 37948566 28316341 6788861 459793 265223 1971134 67276 191531

890年 38869954 26740568 9234168 637799 238741 1626972 68042 223664

891年 37091095 28201687 6764099 582601 423095 800829 24174 194610

892年 38136128 28196877 6459546 1527706 233480 1257683 166285 294551

893年 38090668 29321033 5142932 822814 1154218 251095 49325 339251

894年 36416242 30673480 2623303 692665 1426794

895年 39305703 32733395 2625302 814810 2132196

896年 39475914 31029576 3907507 920370 2618461

897年 29797387 18910819 4834594 2775501 326473

898年 39811669 26519749 6474902 3170840 3646178

*各年三堕県統計書により作成

3近代都市としての津の人口動態一各都市の人口増減パターンに注目して一

つぎに、視点を変えて各郡市別の人口動態の変動と産業集積・商業集積との側遮を検討した

い。

表4は、1888（明治21）年段階の県内主要都市の入寄留人口の状態を示すデータである。

各主要都市の現住人口と現住本輔人口の差が入寄留者人口であり、本鰯人口と現住本霜人口の

差が出寄留になるのだが、前者について『三亜県史統計編』のデータも踏まえて示した。

これをみると、桑名から松坂までの都市が多数の入寄留者を受け入れていることがわかるが、

松坂に比して桑名・四日市・津が管外から、すなわち県外からの高い人'二1吸引力を持っている

ことが注目される。桑名が愛知県と隣接していること、四日市が高い産業発展に支えられてい

ること、という要因があるのに対し、池の高い吸引力はどこにあるのだろうか。交通の結節点

であること、そして県庁をはじめとする公的機関が集中していることが上げられる。

表4では表示していないが、出寄側の状況と比較すると、桑名と津は、笹外からの流入人口

の多さと同様に、流出人口も多い。桑希の場合は、愛知県・岐阜県と隣接する位世にあるので、

符外との出寄留・入寄留の多さが考えられるのであるが、津の場合は喋内への出寄留が多いこ

とが特徴である。つまり、県外からいったん津へ流入した人口が、その後に、津から県内他地
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表41888年県内各都市の入寄留状況 (人）

入寄留者
現住人口 現住本輔人口

合計 管内より 管外より

桑名 16726 12045 4682 3556 1126

四日市 13643 9149 4494 3528 966

津 15441 9733 5708 4666 1042

松阪 12317 8491 3826 3576 250

山田 21392 18967 2425 2125 300

上野 12748 11577 1171 672 499

三重県計 92267 69962 22306 18123 4183

(百分率）

入寄留者
現住人口 現住本篇人口

合計 管内より 管外より

桑名 100.0％ 72.0％ 28.0％ 21.3％ 6.7％

四日市 00．0％ 671％ 32.9％ 25.錦 7.1％

津 00.0％ 630％ 37.0％ 30.2％ 6.7％

松阪 00.0％ 689％ 31.1％ 29.0％ 2.0％

山田 00.0％ 887％ 11.3％ 9.9％ 1.4％

上野 00.0％ 908％ 9.2％ 5.3％ 3.9％

三重県計 100.0％ 758％ 24.2％ 19.6％ 4.5％

*明治21年三重県統計啓より作成。

方へ流出をしているのである。最終的には、松阪や上野・宇治山田などへの流入人口となる前

に、津への入寄留者としてカウントされるのだが、これも公共機能の集積と交通機能の集積が、

そのような一時的な外来者の多い町としての性格を明治前半の段階から津に与えているとみる

ことができる。

人口動態から見ると、津は流入・流出という社会的移動の高い都市であり、その点では近代

都市としての性格を早くから狸得していたといえる。同じ津藩の城下町であっても上野が入寄

留の数が少なく、社会的移動という点から見ると近代都市としての性格を十分には持っていな

いというのとは対照的である。

他方、津と上野が共通する側面も多くある。なにより城下町として士族人口比率が高いこと

が上げられる。これは桑名とも共通する側面である。この点での特徴は、郵便貯金をはじめと

する貯蓄額の高さと、金禄公債を原資とする国立銀行などの金融機関の集祇として現れる。

つまり、近代都市としての津の特徴は、県庁・裁判所・警察署・学校・病院などの公的セク

ターの高い集積と、高い貯蓄率や金融機関の築積に見る金融セクターの集積、さらに、明治初
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年以来の橋梁建設、鉄道建設、港湾諮術などの交通セクターの築積にある。これらによっても

たらされた高い人口吸引力と、県内各地への吸引した人口を二次的に送出することによって、

流動性の高い市民をその構成メンバーとし、かつ、四日市のような高い産業典積を実現できな

かったことにより産業都市としてよりも消費都市としての側面を強く持つという特徴が付与さ

れることになる。

4津の近代商業

（1）商家戸数・商業従事人口の変肋

以上見たような、津の近代都市としての性格から、近代津の商業発展は理解される必要があ

るだろう。表5は1893（明治26）年度から1911年度までの津の商業戸数を他都市と比較した

ものである。ここからみると、津の商店数は緩やかな上昇を続けており、近代的な都市機能の

集積に伴う商業の発達を確認することができる。

表5三m【県内各郡市の商業戸数変遷 (戸）

津 四日市 桑名 桑名郡 松阪 飯南郡 宇治IllIB度会郡 上野 阿山郡 三璽県計漁／県 囚肺/県llIlIi／M

1893年 1240 855 981 714 1527 779 30448 4.1％ 2,8％ 5.0％

894年 1447 1010 1166 1138 1831 769 30470 4.7％ 3.3％ 6.0％

895年 1502 1874 32711 4．6％ 5.7％

896年 1442 1048 1211 1259 1899 894 33394 4.3％ 3.1％ 5.7％

897年 28314

898年 928 792 938 937 1447 772 30309 3.1％ 2.6％ 4.8％

899年 940 821 936 948 1668 692 30314 3.1％ 2.7％ 5.5％

900年 1098 816 990 927 1735 658 32017 3.4％ 2.5％ 5.4％

901年

902年 1770 3267 2729 3899 5592 2770 39572 4.5％

903年 1775 2024 2747 3728 4349 2682 36978 4.8％ 5．5％

904年 2006 1985 2518 4346 4924 289642035 4.8％ 4．7％

905年 2061 2022 2609 4420 4943 2957 42293 4.9％ 4．8％

906年 2179 2130 1303 5046 2187 4985 296942078 5.2％ 5.1％ 5.2％

907年 1941 2266 2612 5229 3161 6213 3071 45249 4.3％ 5.0％ 7.0％

908年 1745 2449 2644 2130 4108 5470 2071 30262 5.8％ 8.1％ 13．6％

909年 2257 2513 2820 3160 3873 4972 2072 31635 7.1％ 7.蝿 12.2％

910年 2492 2572 2746 3368 3925 5198 2029 32372 7.7％ 7.9％ 12.1％

1911年 2496 2737 3166 3386 3931 5107 2085 33503 7.5％ 8.2％ 11．7％

、県統計書により作成。1902年度から統計書書式が大幅に変更されている。
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1906年度からの宇治山田の数値は、市制施行後のデータであるが、1906年以降の宇治山田

の商家戸数の急速な増大は、それまでとは異なる新たな要素が加わっていることを示唆してい

る。

また、四日市の商業戸数は当初津を下回っていたが、産業集積の増大のもとで30年代後半

からは津を唆珊している。これらからして、津の商業発展は産業革命の進展による産業集額や

観光業の発達による観光集積とは必ずしも連動しないゆるやかなものであるということが確鰐

できるだろう。

（2）商業経営の特徴

津の商業の特徴について表6をもとに考えてみる。これは、1901（明治34）年に桑名と四

日市と津の三商業会議所管内に関して、取引価額を管内・管外別、輸出・輸入別に算出したも

のである。この数値の内、取引価額に対する輸入価額の比率を見ると四日市と津が高く入超に

なっている。他方、取引の管内比率を見ると津が最も高く、四日市は平均を下回っている。こ

のことはすなわち、四日市においては管外から多額の工業原料を輸入し、管外へ多額の工業製

品を輸出しているということになり、津においては管外から輸入した消費物資を管内他地域に

輸出しているということになる。

表6明治34年管内・管外別輸出入額調

輸出

商宴会”” 管内へ 管外へ 合計 管内より

桑名 1748754 2249559 3998313 1489250

四日市 4058108 17207984 21266092 7049317

津 1694843 2175043 3869886 3103547

合計 7501705 21632586 29134291 11642114

*明治34年三亜県統計香より作成．

輸入

管外より 合計

2218886 3708136

18053203 25102520

1975014 5078561

22247103 33889217

差引

290177

-3836428

-1208675

-4754926

取引額中の

輸入額比率

48.1％

54.1％

56.8％

53.8％

管内比率

42.0％

24.0％

53.6％

30.4％

近代都市栂造・産業櫛造が確立した段階であるこの時点でのこの構造は次のように見ること

ができる。第一に、四日市が巨大な産業都市として県外から大斌の原材料・食糊などの吸収拠

点になっている。輸入の第一位は米であり、管内から250万円、管外から320万円の570万円

の米を搬入している。他方、輸出の第一位も米であるが、管内へは4万円のみで、管外へ494

万円の米を輸出している。他方、桑名の場合は84万円の米を輸入し、ほぼ同額の米を輸出し

ている。つまり、江戸期以来の伊勢湾内の米の集散拠点としての桑名の位世は全く四日市によっ

てとってかわられているのである。また、四日市の米に次ぐ輸出商品は343万円の和綿糸であ

り、116万円の織物である。これはいずれも管外への輸出が圧倒的である。他方輸入額は管外

からの綿花463万円である。これは、つまり県外から綿花を輸入し、それを後背地で綿糸・織

物に加工した上で県外へ輸出しているということになる。明らかに、かつて伊勢湾内で白子や
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津・松坂の後背農村部が有していた機能を受け継いでいるといえる。

それでは、津の輸出入榊造はどのようなものであろうか。表7は1901年の62秘類の品目別

の輸出入額を7項目に分類してみたものであるが、これをみると、肥料類が輸出超過である他

は全て輸入超過である。取引額の多いのは食品類であり、なかでも、魚類は県内からの輸入、

県外への輸出共に多いから、津は魚類の集散地であるといえる。また、それ以外の食品類はほ

とんどの場合入超であり、津市内・近郊で消費するための取引といえる。雑貨類についても多

様な品目は何れも市内で消費するための輸入という性格が強い。

市内各地に設立されてくる紡績工場などの生産が本格化する前のデータであるので、繊維製

品の比並はまだ低いが、蚕糸類の輸出への貢献によって繊維製品の輸出額は食品類に次いで第

2位になっている。

表7明治34年の津の品目別輸出・輸入額

輸出 輸入

品目 管内へ 管外へ 合計 管内より 管外より 合計 差引

食品 553815 1105330 1659145 1724815 578261 2303076 -643931

繊維製品 612698 789938 1402636 985850 733120 1718970 -316334

雑貨 165680 125255 290935 68492 345403 413895 -122960

肥料 174650 85050 259700 113540 88740 202280 57420

燃料 79500 49170 128670 137850 119770 257620 -128950

原材料 100500 20300 120800 73000 97220 170220 -49420

建築 8000 0 8000 0 12500 12500 -4500

合計 1694843 2175043 3869886 3103547 1975014 5078561 -1208675

*明治34年三亜県統計番より作成。

こうしてみると、明らかに明治中期までの津は消費都市であり、生産拠点としての性格は薄

いといえる。また、食品の中では江戸期以来の魚類市場の比重が依然として大きいことがわか

る。桑名が米毅市場としての繁栄を四日市に取ってかわられたような状況に比すれば、もとも

と産業拠点としての性格の薄かった津の都市としての機能は基本的に変化していないといって

もよいであろう。

このような消費都市としての性格は、表8に示した1889（明治22）年の小売商人柵成の特

徴の中にも見て取ることができるが、特に注目したいのは、小間物と分類されている小売商人

の中に、前年のデータによれば、舶来小間物と区分されている小売が23軒、時計商が5軒、

醤鰯商が13軒あり、それぞれ県全体の22.3%、23.8%、15．1%を占めていることである。消費都

市という点では山田と共通する栂成なのだが、とくにこのような、いってみればハイカラな商

店が多く展開しているところに、この時期の津の商業の一つの特徴を見いだせるのではないだ

ろうか。

－75－



表8明治21年の小売商人

(戸数） (百分率）

津 桑名 四日市 宇治山田 津 桑名 四日市 宇治山田

青果 149 110 150 167 背果 9.8％ 7.9％ 17.3％ 12．1％

米 136 91 44 152 米 8.9％ 6 5％ 5.1％ 11．0％

古道具 88 51 37 150 古道具 5.8％ 3 7％ 4.3％ 10.9％

薬 87 117 13 28 薬 5.7％ 8 4％ 1.5％ 2.0％

魚鳥 85 6 60 76 魚凧 5.6％ 0 4％ 6.9％ 5.5％

小間物 64 46 44 139 小間物 4.2％ 3 3％ 5.1％ 10.1％

古苅 60 79 40 65 古蒋 3.9％ 5 7％ 4.6％ 4.7％

雑 49 137 37 雑 3.2％ 9 8％ 0 0％ 2 7％

榔桶 47 27 22 樽桶 3.1％ 9％ 2 5％ 0 0％

呉服太物 46 22 27 49 呉服太物 3.0％ 6％ 3 1％ 3 6％

服物 46 25 26 15 刷物 3.0％ 18％ 3 0％ 1 1％

紙 34 16 35 紙 2.2％ 1％ 0 0％ 2 5％

糸 26 10 10 26 糸 1.7％ 0 7％ 12％ 19％

酒 26 24 43 45 酒 1.7％ 7％ 4 9％ 3 3％

薪炭 25 19 24 22 薪炭 1.6％ 1.4％ 2.8％ 1.6％

油 21 11 20 23 油 1.4％ 0.8％ 2.3％ 1.7％

金物 21 45 14 14 金物 1.4％ 3.2％ 1．6％ 1.0％

陶器 20 18 20 11 陶器 1．3％ 1．3％ 2.3％ 0．8％

味噌 19 3 13 25 味噌 1.2％ 0.9％ 1.5％ 1.8％

材木 18 9 12 37 材木 1．2％ 4％ 1.4％ 2.7％

砂糖 15 0 10 25 砂糖 1．0％ 0 7％ 1.2％ 1.8％

茶 11 14 6 23 茶 0.7％ 0％ 0．7％ 1.7％

笠墨 6 20 10 8 筆墨 0.4％ 1．4％ 1.2％ 0.6％

荒物 14 17 60 荒物 0.0％ 1.0％ 2.0％ 4.3％

総計 1525 1394 869 1380 総計 100．0％ 100．0％ 100．0％ 100.0％

*明治21年三m〔県統計番より作成。

商業の発展と町のにぎわいは必ずしも同じものではない。人出が少なくとも多額の取引を日

常的に行う丸の内型の商業エリアもあれば、高級品や噌好品販売を中心とした落ち着いた商業

エリアもある。多くの人出でにぎわう新宿型の商業エリアだけが町のにぎわいとはいえない。

それぞれの町の商業はそれぞれの町の特徴に基づいて発展していく。そういう意味では、町の

性格が変わらずに商業だけが変化するということはないだろう。
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おわりに

以上見てきたところを最後にまとめてみよう。江戸期の津は、川喜田家、田中家、中条家な

ど松坂や射和と並んで多くの伊勢商人を輩出したところとして知られている。しかし、江戸期

の商家組織の代名詞でもある伊勢商人を送り出した津の町の中の商業・商家についてみると、

伊勢地域や津の高い商業集菰の上に立って川喜田や田中が江戸に進出したというわけではない

し、江戸店が存在することで津の商家経営が隆盛に赴いたというわけでもなかった。

明治維新と中央集権的近代国家の成立は、こういった伊勢商人と城下町商人たちのそれなり

に安定した関係に大きな変化を強いることになる。多くの江戸店は三井がそうしたように政商

となり、本拠を東京に移すことなしには以降の発展を望むことができなくなる。いわば、地域

から足を洗うことになるわけである。

しかし、こういった変化は、三亜県内の各都市各商人に近代日本の地方社会における展開を

進める可能性をも与えることになった。それまで、伊勢商人の優位性を支えていた交通や傭報

の偏在は、長大橋梁の建設、荷車の増加、港の改修、鉄道路線の出現、郵便制度の創出などに

よって根本的に革新された。しかし、その変化を産業集積に有利な条件として発展していった

のが四日市だったといえる。津も四日市と同様な条件下にあったし、交通網の結節点であるこ

とや、公共セクターの多数の存在は商業活動の展開により有利な条件であったのだが、産業都

市としての展開は四日市よりは遥かに遅れ、明治後半になってからであった。したがって、産

業革命期の商家数の増加や商業取引の増加のテンポは緩やかなものとなった。

そのことに、伊勢商人によって形成された江戸期のシステムの縛りの強弱を見ることができる

ように思われる。四日市が幕末期、伊勢商人のシステムを突き破る動きを示した内海船の拠点

として、或いは仲間外商人の族生によって伊勢商人の呪縛を脱していたことと、近代における

産業発展は無関係ではないといえるだろう。

参考文献

紺野浦二『大伝馬町』、1935年

北島政元編『江戸商業と伊勢店』、吉川弘文館、1962年

『津市史』第2巻・第3巻、津市、1960年

『三重県史資料編』近世4上、三亜県、1988年

『三重県史別編』統計、三亜県、1989年

各年『三重県統計書』
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【調査】

乳幼児の食事に対する母親の食意識・食行動について

－津市の乳幼児を持つ母親へのアンケート調査から－

梅漂真樹子・駒田亜衣・笹井新子・浅井優子・竹西亜古

はじめに

近年、核家族化、少子化、近隣関係の希薄化など、とりまく環境の変化にともなって養育者

による子どもへの養育機能の低下が懸念されており、各方面で育児支援体制の充実が望まれて

いる')。厚生労働省の平成17年度乳幼児栄養調査報告2)によると、乳幼児を持つ多くの母親

のうち、離乳食についてはほぼ65％、子どもの食蛎についてはほぼ85％の者が、食事に閲す

る何らかの困りごとを持っていた。その内容は、栄養的、発育．発達的には問題が認められず、

主に母親の主訴によるものとなるが、その根底には子どもの食行動が正常かどうかの不安を持っ

ている場合が少なくなく、特に乳幼児の健全な発達には、このような不安を持つ母親へのサポー

トが重要なものと考えられる3)。最近、津市においても栄養相談などに桃わる栄養士の間から

養育する母親への支援の必要性が求められている。そこで、津市の栄養士が連桃してこのこと

に取り組むことになり、まず子どもや母親の食行動・食意識の現状をアンケート調査すること

になった。

I方法

1調査票の構成

本調査の目的は、乳幼児の食邪に関する困りごとは、子どもへの離乳食の与え方が影響する

のではないか、さらに問題のある食蛎の与え方は、母親の特徴的な食意識や食行動に関連する

のではないかと想定して作成された。調査の対象は「第一子」と限定した。調査票は『子ども

の食事で困っていること｣、「母親の子どもへの離乳食の与え方｣、「母親自身の食行動」「母親

の食品選択行動」「食品の安全性についての食情報に対する意識」「母親としての自己評価」に

ついて、「当てはまる－やや当てはまる－どちらともいえない一あまり当てはまらない－当て

はまらない」の5段階間隔尺度上で回答を求めた。

母親の子どもへの食事の与え方についての質問は、乳幼児の食事指導に携わる栄養士4名が

｢離乳食指導時の母親の言語行動などの観察から、気になる点、問題だと感じる点」を挙げて

検討し、質問を作成した。

2調査と分析対象

平成22年2．3月に津市の保育園展および「あそびの広場」に参加した子どもを持つ母親に

調査協力を依頼した。同意が得られた306名に無記名での自記式質間紙調在を実施し、その場
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で回収した。このうち、有効回答として292名を分析対象とした。

3統計処理

質問紙調査から得られた母親の子どもへの食事の与え方に関する変数について数壁化した全

変数で因子分析をおこない、バリマックス回転法を使用して因子を抽出し、それぞれの因子を

織成する変数群をもとにその解釈を試みた○また因子ごとの各自の因子得点と母親の食意識・

食行動に関する変数との関係を相関係数によって検討した．分析には統計パッケージSPSSを

使用し、p<0．05を有意差ありとした。

Ⅱ結果

1対象者の特性

母親の平均年齢は、33.5±5.13歳である。子どもは男児130名（44.5％)、女児162名（55.5

％）であり、平均年齢は男児3.72±2.58歳、女児3.67±2.49歳である。まず、子どもの性別に

要因を検討したところ、食事の困りごとや離乳食の与え方のいずれの項目においても性差は認

められなかったため、男児と女児を分けずに分析を行なった。

2子どもの食トラブル

「子どもの食事で困っていること」の5つの質問項目の回答を表lに示した。“当てはまる”

を5、“やや当てはまる”を4，“どちらでもない”を3，‘‘あまり当てはまらない”を2，

“当てはまらない”を1としたときの項目別平均値を示す。この平均値の高い「好き嫌い（偏

食）が多い」項目は、「当てはまる」と「ややあてはまる」を合計すると36％となり、困りご

との上位となった。同様に「よく噛まずに丸のみする」と「かたいものが上手くかめない」は、

それぞれ26％、23％となり、「口に溜めたり、口から出す｣、「自分から食べようとしない」は、

ほぼ19％の母親の困りごととなっていた。

表1子どもの食事で困っていること

項目内容

・好き嫌い（偏食）が多い

｡かたいものが上手くかめない

。よくかまずに丸のみする

，噛んでも飲み込めず口にためたり、
口から出す

自分から食べようとしないことが
･多い

"=292,人数(％）

当てはまる穂;てどちらでもあまり資て当て項目別ないはまらないはまらない平均値

31（10.6）77（26.3）55（18．8）70（23.9）60（20.5）2．83±1．31

14（4.80）57（19.5）47（16.0）88（30.0）87（29.7）2.40±1.23

14（4.80）63（21.5）59（20.1）84（28.7）72（24.6）2.53±1．21

14（4.80）43（14.7）33（11.3）81（27.6）122（41.6）2．13±1．24

12（4.10）43（14.7）33（11.3）68（23.2）136（46.4）2.07±1.24
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項目内容

表2母親の離乳食の与え方

"=292,人数(％）

当ては護る了鎮てどららでもあ蔭り当て当て項目剛ないはまらないはまらない平均値

・料理は得意な方である28（9.6）73（24.9）110（37.5）59（20.1）22（7.5）291±1.06

。「10倍がゆ』を知らなかった58（19.8）54（184）29（9.9）52（17.7）98（33.4）2.73±1．56

．噌乳食への知露不…じてあせつ5!(17鋤皿“5)5‘('7J)36('91）洲(皿6)a27±L28
・離乳食を作るのはめんどうだった39（13.3）106（36.2）64（21.8）53（18.1）31（10．6）3.24±1.20

．雛蹴りから大人と岡じ食事’3(鋤4）71(242)”(皿3)83(2a3）”(3‘7)2"±L27
・離乳食は栄養バランスを考えて作っ57（19.5）142（48.5）59（20.1）29（9.9）4（1.4）3毒75±0.93
た

･熱織蕊について自分のやり鍋('風鋤!'2(3a2)“《232)47(laO）‘8(臥!)ユ41±L暇
･賦乳食はドロドロしていて気持ち悪7（2.4）27（9.2）41（14.0）58（198）158（53.9）1.86土1.12
いと感じた

・市販のベピーフードをよく利用した15（5.1）78（26.6）62（21.2）69（23.5）65（22.2）2．69±1．23

．織職鰯息繁り郷経濁に’2(皿，），!(3'』)”(2征｡)54('＆細）蕊(肌9)…L1，

･巽耀醗難き､食べや割《a2）50ml)50(17』172(2"）95(3忽』)…L32

．鯉の雛見はなんとなくいやだと’2(“）33(皿3)“(2嘘)副(2似31122(，L6)乳'…。
、離乳食は必ず手作りし、市販のべ 38（13.0）46（15.7）53（18,1）77（26.3）79（27.0）2．61±1．37
ピーフードは使わなかった

．撫溌擢切かどうか､いつ，…3）83(2a3)鯛(2a3)“(2q5）25(a5)…L17

3母親の離乳食の与え方の特徴

母親の離乳食の与え方に関する14の質問項目の回答を表2に示した。項目別平均値の最も

高い項目は「離乳食は栄養バランスを考えて作った」で「当てはまる」と「やや当てはまるj

と回答したものを併せて,当てはまる群,とすると全体の68％となり、多くの母親の離乳食作成

への気遣いが感じられた。次に平均値の高い「離乳食の与え方について自分のやり方が心配で

ある｣、「離乳食への知識不足を感じる｣、「食事の与え方が適切かどうかいつも気になる」の項

目の，当てはまる群'は、それぞれ53.6％、51.9％、42.6％となり、ほぼ半数の母親は離乳食作成

に気遣いながら、同時にこれでよいのかと不安を感じているようである。一方、最も平均値の

低い項目である「離乳食はドロドロして気持ち悪いと感じる」や「離乳食の味見はなんとなく

いやだと思う」のような離乳食そのものへの嫌悪感を示すものが‘当てはまる群，で、それぞ

れ11.6％、15.4％となっていた。

母親の離乳食の与え方に関する14項目の変数を用いて因子分析を行なった。4因子を抽出・

簡略化した結果、表3に示すように12の変数が残った。抽出された4因子は、それぞれに咳

当する変数群からつぎのように解釈した。第1因子は「市販品利用度｣、第2因子は「不適切

な食耶｣、第3因子は「知識不足｣、第4因子は「ナーバス」と解釈した。
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表3母親の離乳食の与え方の因子分析結果

4離乳食の与え方の特徴と子どもの食トラブルの関係

これら4因子ごとの因子得点と、子どもの食事の困りごととの関連をスピアマンの順位相関

係数によって検肘した。その結果、有意差がみられた変数を表4に示した。第1因子の「市販

品利用度』は、「好き嫌い（偏食）が多い」（p<0.01)、「自分から食べようとしないことが多い」

(p<0.05)との間に相関が認められた。第2因子の「不適切な食事」は「噛んでも飲み込めず口

に溜めたり、口から出す」（p<0.05)、「自分から食べようとしないことが多い」（p<0.01)との間

に相関がみられ、第3因子の「知識不足」は、「好き嫌い（偏食）が多い」（p<0．05)、『かたい

ものが上手く噛めない」（p<0．01)、「よく噛まずに丸のみする」（p<0.01)、「噛んでも飲み込めず

口に溜めたり、口から出す」（p<o,01)、「自分から食べようとしないことが多い」（p<0.01)との

間に相関が認められた。第4因子の「ナーバス」は、「かたいものが上手く噛めない」（P<0.01)、

｢よく噛まずに丸のみする」（p<0.01)、「噛んでも飲み込めず口に溜めたり、口から出す」（p<0．01)、

「自分から食べようとしないことが多い」（p<0．01)との間に相関が認められた。

第1因子

市販品

利用度

擁2因子

不適切な

食事

鋪3因子第4因子

知識不足ナーバス変数

●

離乳食は必ず手作りし、市販のベビーフードは使

わなかった

市販のベピーフードをよく利用した

－0．8480．0970．0410．064

0．8080．131－0．0250．037

●
①

●

薩乳食の味見はなんとなくいやだと思った

醗乳食はドロドロしていて気持ち悪いと感じた

自分がお典子を食べるとき、食べやすくして子ど

もに与えた

授乳期の路わりから大人と同じ食享を食べさせた

-0．0920．849－0．1450．079

－0．0490．5760．0920．043

0．0360．351－0．002－0．134

0．0680．3470．013－0．201

●
●

｡

●
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『10倍がゆjを知らなかった

離乳食への知餓不足を感じてあせった

隈乳食を作るのはめんどうだった

0．867

0．630

0．343

－0．166

0．256

0．148

－0．086

0，060

0．173

－0．026

－0．062

0．220

●
●

●
睡乳食の与え方について自分のやり方が心配だっ

た

食耶の与え方が適切かどうか、いつも気になって

いた

子どもの食砺には、あまり神経質になる必要はな

いと思った

0．157－0．078＝0．0680．786

－0．1310．0540．1560．584

0．1480．1040．071－0．421



表4「母親の離乳食の与え方」と「子どもの食事の困りごと」との相関

変数

･好き嫌い（佃食）が多い

。かたいものが上手く噛めない

。よく噛まずに丸のみする

･噛んでも飲み込めずロに溜めたり、口か

ら出す

・自分から食ぺようとしないことが多い

台p＜0．05．台合p＜0．01

母親の離乳食の与え方

市販8W，不適切な
知戚不足ナーバス

利用度食事

0．226．･0．124。

0．270．．0．235．．

0．232．．0．199．．

0．142。0．203°C0．218．．

0．150．0．182．・0．210．．0．233．．

5離乳食の与え方と母親の食行動の関係

母親自身の日常的な食行動に関する4つの質問項目の回答を表5に示した。項目別平均値の

最も高い『毎日決まった時間に3度の食事を取る」の‘当てはまる群’は81.6％、吹いで「栄

養バランスを考えて食事をする」は73％であり、多くの母親の良好な食行動が認められた。

また一方、「食べられないもの、嫌いなものが結栂ある」の‘当てはまる群’は18.4％であり、

偏食のある母親の存在も少なからず認められた。

母親の離乳食の与え方の4因子と、母親の食行動との関連をスピアマンの順位相関係数によっ

て検討した。その結果、有意差がみられた変数を表6に示した。第1因子の「市販品利用度」

は、「毎日決まった時間に3度の食嚇を取る」（p<0.01)、「栄養バランスを考えて食事を取る」

(p<0.01）

表5母親自身の食行動

、=292．人数(％）

項目内容 当てはまる､蕊てどちらでもあまり当て当て項圃別ないはまらないはまらない平均値

・毎日決まった時間に3度の食嚇を取る130（44.4）109（37.2）25（8.5）22（7.5）7（2.4）4.13±1．01

・栄養バランスを考えて、食事をする81（27.6）133（45鋤56（19.1）22（7.5）03.93±0.88

･篤られ雄いもの､繊い…が桧繍17(a8)37('26)52(凧7)87("7)97“''z28±'22
・間食や噌好品をたしなむことが多い45（15.4）93（31.7）76（25.9）57（19.5）20（6,8）3.29±1.15
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表6「母親の離乳食の与え方」と「母親の食行動」との相関
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６
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２
０
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１
１
１
’
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一
十
一
一
十
一
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一

７
８
４
０
５

２
７
８
８
６

。
。
◆
守
旬

３
２
３
３
３

母親の離乳食の与え方

24（8.2）

47（16.0）

11（3.8）

18（6.1）

9（3．1）

市販品

利用度

不適切な
知蹴不足ナーバス

食事
変数

66（22.5）

86（2.4）

23《7．8）

31（10.6）

34（11.6）

・毎日決まった時間に3度の食率を取る

・栄養バランスを考えて食耶をする

．食べられないもの、嫌いなものが結構ある

･間食や噌好品をたしなむことが多い

－0．204．．

－0．276。。

0．149・

0．141・

－0．157．．

－0．120．

0．142．

0．185．．

－0．1】8．

0．221･・ 0．196･．

64（21.8）

73（24.9）

51（17.4）

48（16.4）

77（26.3）

*〆0．05，宙*p<0．01

との間に負の相関が認められ、「食べられないもの、嫌いなものが結構ある」〈p<0.05)、「間食

や噌好品をたしなむことが多い」（p<0.05)に正の相関が認められた。第2因子の「不適切な食

事」は、「栄養バランスを考えて食事を取る」（P<0.05)に負の相関が腿められ、「食べられない

もの、嫌いなものが結構ある」（p<0.01)に正の相関が紹められた。第3因子の「知織不足」は、

｢毎日決まった時間に3度の食事を取る」（p<0.01)、「栄養バランスを考えて食事を取る」（p<0.05）

との間に負の相関が認められ、「食べられないもの、嫌いなものが結栂ある」（P<0.05)、「間食

や噌好品をたしなむことが多い」（p<0．01)に正の相関が認められた。第4因子の「ナーバス」

は、「食べられないもの、嫌いなものが結構ある」（p<0.01)に正の相関が認められた。

6離乳食の与え方と母親の食品選択行動との関係

母親の食品迩択行励に関する5つの質問項目の回答を表7に示した。項目別平均値の最も高

い「食品賊入は家計に見合うものにする」の，当てはまる群'は70.3％、次いで「産地をチェッ

クする」は66.9％、「多少値段が高くても良い品を選ぶ」は59％、「加工品の成分表示を確認

する」は47.5％、「肥料や農薬の使用をチェックする」は29.4％であり、多くの母親は、家計

に見合うものを最も優先しながら、安全な良品を遡択する努力をしていることが認められた。

表7母親の食品選択行動

〃=292,人数(％）

84（28.7）

55（18.8）

124（42‘3）

92（31.4）

104（35.5）

当てはまる駕驚どちらでもあまり当て当て項目別ないはまらないはまらない平均値
項目内容

55（18.8）

31（10.6）

82（28.0）

104（35.5）

69（23.5）

・加工品の成分我示を確認する

・肥料や農薬の使用をチェックする

・食品鯛入は家計に見合うものにする

・産地をチェックする

・多少値段が商くても良い品を選ぶ
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表8「母親の離乳食の与え方」と「母親の食品選択行動」との相関

変数

・加工品の成分表示を確認する

、肥料や農薬の使用をチェックする

・食品剛入は家計に見合うものにする

。亜地をチェックする

・多少値段が商くても良い品を週ぷ

市販品

利用度

母親の賦乳食の与え方

不適切な
知蔵不足ナーバス

食砺

－0．293．．

－0．128．0．144・

－0．153．．

－0．199．・

－0．117．

合p＜0．05，“p＜0．01

「母親の離乳食の与え方」の4因子と、「母親の食品選択行動」との関連をスピアマンの順

位相関係数によって検討した。その結果、有意差がみられた変数を表8に示した。第1因子の

｢市販品利用度」は、「加工品の成分表示を確認する」（p<0．01)、「肥料や農薬のチェックをする」

(p<0.05)、「産地をチェックする」（p<0.01)、「多少値段が商くても良い品を選ぶ」（p<0.01)に負の

相関が認められた。第2因子の「不適切な食事」は、「肥料や農薬のチェックをする」（p<0.05）

に正の相関が認められた。第4因子の「ナーバス」は、「食品賊入は家計に見合うものにする」

(p<0,01)に負の相関が認められた。

7離乳食の与え方と食品の安全性についての食悩報に対する意織の関係

母親の食品の安全性についての食悩報に対する意識に関する6つの質問項目の回答を表9に

示した。項目別平均値の高い「食品の安全や健康への影響を取り上げているテレビ番組は参考

になる｣、「食品の安全に関して、友人からの情報やインターネットの口コミは参考になる｣、

｢タレントなど有名人が蜜危ない食品だ"と言うと何となく信じてしまう」の‘当てはまる群’

は68.3％、54.6％、51.6％であり、多くの母親がテレビやインターネットなどの梢報を信じて

いる傾向がみられた。一方で「食品の安全に関する情報では、日本のマスメディアは信用でき

る｣、「食品の安全性に関してマスコミは中立な報道をしている」の‘当てはまる群’はそれぞ

れ22.2％、16.1％であり、それらの情報への信頼性に不安を感じており、その気持ちが「食品

の安全に関して報道されていることをまるごと信じるわけにはいかない」の‘当てはまる群’

71.3％の回答に認められた。

食品の安全性についての食悩報に対する意識に関する6項目の変数を用いて因子分析を行なっ

た。表10に示すように、抽出された2因子はそれぞれに咳当する変数群から、第1因子は

｢バラエティー憎報信用度｣、第2因子は「報道情報信用度」と解釈した。

「母親の離乳食の与え方」の4因子と、「食品の安全性についての食傭報に対する意識」と

の関述をスピアマンの順位相関係数によって検討した。その結果、有意差がみられた変数を表

11に示した。第4因子の「ナーバス」は、「バラエティー愉報信用度」（p<0.01)との相関が認め

られた。
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表9食品の安全性についての食情報に対する意織

"=292,人数(％）

項目内容 当ては震るW蕊噂どちらでもあ叢り当て当て調同別ないはまらないはまらない平均位

･鋪縦職て､ﾏｽｺﾐは中立
・食品の安全や健康への影習を取り上げ
ているテレビ計組は、参琴になる

タレントなど有名人が，'危ない食品
・だ,．というと、何となく侭じてしまう

、食品の安全に関する情鯉では、日本の
マスメディアは億用できる

7（2.4）40（13.7）133（45.4）81（27.6）27（9.2）2.72±0.90

55（18.8）145（49.5）68（23.2）22（7.5）2（0.7）3.78±0.86

26（8.9）125（42.7）89（30.4）32（10.9）20（6.8）3.36±1.02

7（2.4）58（19.8）127（43.3）78（26.6）21（7.2）2.84士0‘91

食品の安全に関して、友人からの愉報
・や、インターネットの口コミは、参封25（8.5）135（46.1）97（33.1）31（10．6）3（1.0）3．51±0.84
になる

食品の安全に関して報道されているこ
・とを、まるごと信じるわけにはいかな65（22.2）144（49.1）70（23.9）13（4.4）02.10±0．79
い

■

●

●

■

●

表10食品の安全性についての食憎報に対する意識の因子分析結果

変数

食品の安全や健康への影轡を取り上げているテレビ

番組は、参考になる

食品の安全に関して、友人からの傭報や、インターネ

ットの口コミは、鯵考になる

タレントなど有名人がp危ない食品だ鯵というと、何

となく信じてしまう

食品の安全に関する愉報では、日本のマスメディアは

信用できる

食品の安全に関して級通されていることを、まるごと

信じるわけにはいかない

食品の安全に関して、マスコミは中立な報通をしてい
る

く第1因子＞

バラエティー

情鞭信用度

0．770

0．611

0．451

0．266

－0．192

0．000

＜流2因子＞

慨通愉報

伯用度

－0．053

－0．101

0．045

0．643

0．508

0．620

表11「母親の離乳食の与え方」と「食品の安全性についての食情報に対する意餓」との相関

変数 市販品

利用度

母飢の醒乳食の与え方

不適切な知戚不足ナーバス
食率

･バラエティー情報侶用度

･報通傭報信用度

0．205．・

｡､〆0.01
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8離乳食の与え方と母親としての自己解価との関係

母親としての自己評価に関する6つの質問項目の回答を表12に示した。項目別平均値の商

い「母親であることが好きである｣、「母親であることに充実感を感じる」の‘当てはまる群’

はそれぞれ76.5％、75.8％であり、多くの母親が母親としての満足感を感じている一方、「子

どもに感悩的に接することがある｣、「母親として不適格と思うことがある」の‘当てはまる群，

がそれぞれ54.6％、25.9％であり、母親としての自信に不安を感じていることも認められた。

母親としての自己評価に関する6項目の変数を用いて因子分析を行なった。表13に示すよ

うに、抽出された2因子はそれぞれに咳当する変数群から、第1因子は「母親肯定感｣、第2

因子は「母親否定感」と解釈した。

「母親の離乳食の与え方」の4因子と、「母親としての自己評価」との関連をスピアマンの

順位相関係数によって検討した。その結果、有意差がみられた変数を表14に示した。第1因

子の「市販品利用度」（p<0.01)、第2因子の「不適切な食事」（p<0.01)、第3因子の「知識不足」

(p<0.05)は、「母親肯定感」とは負の相関が鵠められた。また「市販品利用度」（P<0.01)、「不適

切な食事」（p<0.01)、「知識不足」（p<0.01)、「ナーバス」（p<0．01)のすべて4因子は、「母親否定

感」との間に正の相関が認められた。

表12母親としての自己評価

"=292,人数(％）

項目内容 当てはまる､蟻子どちらでもあ護り当て当て項目別ないはまらないはまらない平均価

・母親であることに充実感を感じる

・子どもに感愉的に接することがある

・母親として不適格と思うことがある

111（373）

26（8．9）

17（5‘8）

111（37.9）

134（45.7）

59（20.1）

46（15.7）

78（26,6）

98（33,4）

16（5．5）

34（11．6）

72（24.6）

7（2.4）4.04±0.99

16（5．5）3．42±0.99

44（15.0）2．77±1．12

母親であるときがもっとも自分らしい18（6‘1）47（16.0）156（53.2）56（19.1）15（5．1〉2.99±0.90

・子どもを放り出したくなるときがある9（3．1）46（15.7）77（26.3）63（21.5）97（33.1）2.34±1．18

・母親であることが好きである125〈42.7）99（33.8）53（18.1）7（2.4）7（2.4）4.13±0.96

表13母親としての自己評価の因子分析結果

変数

・母帆であることに充実感を感じる

・母親であることが好きである

・母脱であるときがもっとも自分らしい

・子どもに感情的に接することがある

・母親として不適格と思うことがある

・子どもを放り出したくなるときがある
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く流1因子＞＜第2因子＞

母親肯定感母親否定感

0．799

0．700

0．480

0．166

－0‘216

－0．379

0．104

－0．075

－0．025

0．815

0．654

0．416



表14「母親の離乳食の与え方」と「母親としての自己評価」との相関

・母観肯定感

・母親否定感

変数

｡〃<0．05，．.〃<0．01

市販品

利用度

=0．177．．

0．158．．

母親の離乳食の与え方

不適切な

食邪

-0．191．．

0．279．．

知徴不足ナーバス

－0．152・

0．199．・0．202．．

Ⅲ考察

乳幼児期における養育者、特に母親の子どもへの食事の与え方は、子どもの自律的な食行動

の形成に重要な役割を果たすものであり、これは母親にとって食を通じた子どもへの働きかけ

であるため、そこには母親自身のさまざまな要因が深く関わっているものと考えられる4,5)。

平成17年度乳幼児栄養調査報告によると、子どもの離乳食や食事で困っていることの中に、

作るのが苦荊・面倒、食べさせるのが苦痛・面倒、作り方がわからないなど母親自身の問題が

かなり含まれている。津市における本調査のきっかけは、栄養士たちが行なっている日頃の栄

養相談の中で、乳幼児の食駆指導には、母親自身へのさまざまな支援がより皿要なのではない

かと感じていたからである。そこで本調査では、乳幼児を持つ母親を対象に、子どもへの離乳

食の与え方について肴目し、母親自身の食意蹴・食行動との関連を検討した。

本調査では母親の問題のある離乳食の与え方の特徴として、市販品利用度が高い、不適切な

食事を与える、知識不足を感じる、神経質になり過ぎる、などの4つの要因が抽出された。そ

してこれらの要因は、子どもの食の困りごとと大いに関連することが認められた。子どもの偏

食は、市販品（ベビーフード）利用度が高いことと自分から食べようとしないことに関連して

いた。平成17年度乳幼児栄養調査報告によると、ベビーフードをよく利用した者の1歳を超

えてからの食の困りごととして「遊び食い』や「偏食する」が4～5割と商率の回答であった。

ベビーフードの使用状況は年々増加し、ベピーフードに対する評価も高くなっている。今後、

ベビーフードと偏食との関わりについてはさらなる検討が必要と考えられる6)。噛んでも飲み

込めず口に溜めたり、口から出す行動や、自分から食べようとしない行勤は、離乳食としてあ

まり適切でない食蛎を与えることと関連するのは当然のことであり、適切な食物を与える必要

性を明らかに示唆している。また現代の幼児にみられる岨噸機能の弱体は、飽食時代の食習慣

が顎の骨の発育不全などの増加傾向を指摘している7)。成長時期に対応する適切な食物の情報

提供が必要であろう。母親の知識不足は、子どもの食事の困りごとの全ての発生と関連を示し

ており、食育の重要性を示唆するものであった。また平成17年度乳幼児栄養調査報告による

と、母親が子どもの食事について不安な時期は、離乳食開始頃や1歳前後の幼児食に入る頃で

あることがうかがえた。本調査では、離乳食への神経質過ぎる対応も子どもの食事のトラブル
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発生と関連することが示されており、特に栄養的、発育・発述には問題の認められない食事の

トラブルでも不安を持っている場合には、乳幼児の健全な発達には、不安を持つ母親へのサポー

トは重要なものと考えられる。

ほとんどの母親は栄養のバランスを考えながら規則正しく3度の食事をするなど好ましい食

行動を示す母親であった。このような母親は、市販品（ベピーフード）の利用や不適切な食邸

を与えることが少なく、自身の知識不足を感じることもあまりないことが認められた。一方、

偏食の傾向が強い母親は、問題のある離乳食の与え方をしている場合が多く、母親自身の食行

勤と離乳食の与え方とは大いに関連することが示唆されたことにより、離乳食指導とともに母

親自身の正しい食生活を身につけさせることが重要であろう。

母親の食行動の一部である食品選択行動と、問題となる離乳食の与え方との関連について検

討したところ、加工品の成分表示をチェックし、食品の産地・肥料・農薬の使用をチェックす

る他、多少価格が高くても良い品を選ぶという食意識をもつ母親は、市販品（ベビーフード）

の利用度が低いことが示唆され、母親の食意識は食行動となって表れることが明らかとなった。

今日、食に対する情報が氾濫している中で、母親たちの食憎報に対する意繊8'9)の把握は亜

要である。本調査では、食品の安全や健康への影響についてのテレビやインターネット、友人

を通しての傭報への信用度が高いほど、離乳食の与え方に神経質になるという結果が示された。

さまざまな憎報源からいろいろな情報を多く取り込むほど、母親は混乱しナーバスになるのか

もしれない。正しい情報の捕らえ方についても、母親に対する亜要な指導課題であろう。

子どもの早期の食行動は、養育者としての母親の関与は大きく、子どもの食行動の問題と親

子関係は密接なものと考えられる。本調査では、母親としての自分が好きで最も自分らしいと

充実感を感じている人の離乳食の与え方は、市販品の利用度は少なく、不適切な食事を与える

こともなく、知識の不足を感じることも少ない。一方、離乳食の与え方について、不適切な食

事を与えたり、神経質になったり、知識不足を感じたり、ベビーフードを利用することが多い

ほど、母親として自分は不適格だとして自信を喪失していることを示していた。長谷川ら”

の報告では、子どもの食行動に直接影響を与えた要因のひとつが母親の食事への配慮であり、

間接的に影瀞を与えた要因は、母親の育児不安、梢神的ストレスであるとしている。本調査で

も、子どもの食問題は母親の食意識・食行動との不適切な関わりによるものであることが示唆

された。

おわりに

本調査結果から、子どもの食の困りごとの発生は、離乳食を与える際のいくつかの要因が関

与し、それらの要因は母親自身の食意識や食行励が関連することが示され、不適切な離乳食を

与えることは、子どもの食事の問題点を強めると考えられた。今後、乳幼児を持つ母親への食

教育としては、子どもの食事内容ばかりでなく、母親自身の望ましい食生活のあり方の習得や

母親の不安を軽減する支援を目的とした食教育に取り組むことが必要であろう。

－89－



謝辞

本調査の実施にあたり、元津保健福祉砺務所金森千賀子氏、元津市こども家庭課村田幸穂氏、

津市のお母様方のご協力に感謝いたします。

注

l）

2）

3）

4）

5）

6）

7）

8）

9）

長谷川智子「乳幼児期の食行動の問題と親子関係｣、母子保健1W報、第56号、2007年、

93-97頁。

厚生労働省「平成17年度乳幼児栄養調査報告」2006年。

太田百合子「乳幼児の食生活の問題点｣、食生活、第98号、2004年、14－19頁。

根ヶ山光一「食べる：食行動の心理学、離乳期までの食行動｣、朝倉書店、1996年、66－

78頁。

長谷川智子「幼児肥満と母親の養育行動・乳児期の食行動との関係｣、食生活、第98号、

2004年、20－25頁。

加藤健、他5名「乳幼児の食生活に関する全国実態調査一市販ベビーフード・離乳食に

対する母親の意識について一｣、小児保健研究、第62巻第3号、2003年、373-380頁。

川島佳千子「幼児の食物摂取時に見られる岨噸・咳合力の状況｣、小児保健研究、第56

巻第6号、1997年、757-765頁。

上田玲子「母親における離乳食の傭報源に関する研究一第1報質問紙調査を中心に｣、

小児保健研究、第56巻第3号、1997年、393-400頁。

上田玲子「母親における離乳食の憎報源に関する研究一第2報蛎例調査を中心に｣、

小児保健研究、第56巻第3号、1997年、401-410頁。

－90－



【鯛査】

三重県の労働事情について

平成22年度「三重県の労働事情」より

山川和義

はじめに

三重県中小企業団体中央会により、平成22年度労働事情実態調査（平成22年7月1日現在

の状況、以下、平成22年度調査）が行われ、その結果が「平成22年度『三重県の労働率情』」

(後掲資料)にまとめられている。本稿では、平成22年度調査から、いくつかの質問および回

答状況を取り上げて、三重県の労働邪情を紹介し、労働法規制との関係で若干のコメントを行

う。平成22年度調査における労働事傭実態に関する質問項目としては、大きく分けて①労働

時間、②年次有給休暇、③障害者歴用、④高年齢者屈用、⑤最低賃金引き上げの経営への影審、

⑥新規学卒者の採用、⑦賃金改定の状況等があった。①および②は労働者の鎚康確保の問題と

ワーク・ライフ・バランスに関わる項目で、③および④は、事業主に服用確保が要謂されてい

る特定の労働者層の雇用状況に関する項目である。そこで、本稿では、上記質問項目のうち、

①ないし④についての回答状況を対象とする。本稿で取り上げる質問項目とその回答の詳細に

ついては、「平成22年度『三重県の労働事情』」（後掲資料）を参照されたい。なお、全体的な

印象からいえば、どの質問項目においても多少の数値の差異はあったものの、全国平均の回答

の状況とおおむね同じような状況にあったと思われる。

lワーク・ライフ・バランスに関する項目（①および②）

1労働時間に関する項目

平成22年度調査項目のうち、労働時間に関する項目には、週所定労働時間、月平均残業時

間という総労働時間に関わるものと、時間外労働が月45時間ないし60時間を超える従業員の

いる月の頻度という時間外労働の実態調査にかかわるものとがあった。週所定労働時間はおお

むね週40時間以下と法定労働時間を遵守する結果となっている。他方、月平均の残業時間は、

｢残業なし」がもっとも多かった（38.1％)。他方、1ヶ月の時間外労働の限度時間として示さ

れている（労基法36条2項「労働基準法第36条第1項の協定で定める労働時間の延長の限度

等に関する基準」平成10年12月28日厚生労働省告示第154号）45時間を超えるかについて

は、質問項目が30～50時間未満、50時間以上と、うまく対応していなかったため正確にはわ

からないが、それぞれ8.9％（全国7.5％)、1.2％（1.4％）と、合計しても1割程度となってい

る。これによれば、長時間労働はあまり存在していないと思われる。

次いで、時間外労働の実態については、質問項目の月45時間という基地は、脳・心臓疾患

(いわゆる過労、過労死）の労災認定において、発症前1ヶ月間ないし6ヶ月間をわたって1
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ケ月あたりおおむね月45時間を超えて時間外労働が長くなるほど、業務と発症との関巡性が

徐々に強まると評価されるという、労災認定における一つの目安となるものである。つまり、

月45時間の時間外労働が継続すると、過労・過労死リスクが高まるということになる。また、

月60時間を超えるという基地は、法定割増賃金率が25％から50％に引き上げられる基地（平

成22年4月1日施行）である（中小企業は当分の間猶予されているが)。この改正趣旨は、時

間外割増賃金率引上げによる長時間労働の抑制、それによる労働者の健康保持と労働以外の生

活時間の確保（ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた動き）にある。この回答をみると、

時間外労働が45時間を超える従業員のいる月が「全くない」とするのが60.7％、「ほぼ毎月」

とするのは8.2％となっている。また、60時間については、「全くない」が77.6％、「ほぼ毎月」

が4.5％となっている。長時間の時間外労働はそれほど多くないという結果と、一応はみてよ

いだろう。

このように、労働時間に関する実態調査結果からは、長時間労働の実態はあまりないようで

ある。しかし、労基法上の労働時間規制は長時間労働による労働者の健康被害を回避するため

に絶対に必要なものであること、さらに、ワーク・ライフ・バランスの要舗が強くなっている

ことに照らすと、この現状は次の二つの観点からの見直しが必要と思われる。まず、時間外労

働の限度時間を超えている状況の改善である。確かに限度時間は、その違反の是正が行政指導

等にとどまるという意味で、法的な強制力の弱い規制である。しかし、長時間労働の抑制のた

めには、上限時間の遵守が非常に効果的であるため、その実現が図られるべきだろう（たとえ

ば「ノー残業デー」の実施（いつせいノー残業デーが困難なら、部・蝶単位などのローテーショ

ンなど))。また、月45時間ないし60時間を超える時間外労働のある月が「ほぼ毎月」という

回答があること自体、問題である。脳・心瞬疾患の労災認定において、過労・過労死リスクが

高まるとされる時間働く労働者がいること自体、労働者の健康確保の観点からは避けられるべ

きである。わずかな数値とはいえ、それに該当する労働者にとっては命に関わる問題であると

いう認識の上での対応が求められよう。労働者の健康確保のための取り組みは、積極的に行わ

れるべきである。

2年次有給休暇について

平成22年度調査項目には、年次有給休暇に関して従業員1人あたりの平均付与日数、平均

取得日数、平均取得率の取得状況調査と、年次有給休暇の取得促進の取り組みの有無とその内

容についてのものがあった。平均付与日数を「15～20日未満」とする事業所が41.6％、「10～

15日未満」とするのが25.4％となっていた。なお、全体の平均日数は14.9日（全国15．3日）

であった。また、平均取得日数は「5～10日未満」が35.1％、「10～15日未満」が29.7％となっ

ており、全体の平均取得日数は7．9日（全国7．9日）であった。なお、全体の平均取得率は53.4

％（全国47.7％）と半分はどうにか取得されている状況にある。他方、年吹有給休暇の取得促

進の取り組みの「推進をしていない」が67.2％と高い数値を表している。また、取得推進に取
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り組んだ理由（複数回答）としては、「従業員の健康や安全確保」（71.9％)、「従業員の勤労意

欲・能率の向上のため」（58.1％）などが高い割合を示している。

労基法上、労働者に年次有給休暇が保障される趣旨には、労働者の疲労回復だけでなく、文

化的な生活の享受（余暇の取得）がある。また、忘れられがちのように思われるが、「年次」

有給休暇である以上、当咳年度中の完全取得が法の求めるところとなる。確かに、実際には個々

の年次有給休暇取得の謂求にすべて対応することは困難であることを踏まえ、使用者は「事業

の正常な運営」を妨げる場合には、当該年次有給休暇の取得時季を変更できる。しかし、その

変更は当該「年次」に有給休暇がすべて取得できるようにされるべきであり、その実現のため、

計画年休制度の有効活用が強く求められよう。たとえば、法制度や社会環境の違いはあれども、

ヨーロッパでは年次有給休暇はほぼ完全に取得されているといわれているが、それが可能とな

るひとつの要因として、労使の協議を経た計画的な年次有給休暇の付与（最終的な時季決定は

使用者が行うシステム）が定粉していることがあげられる。労使の協議に基づく計画的な年次

有給休暇の付与が進められるべきと思われる．

Ⅱ特定屈の雇用確保に関する項目（③および④）

1障害者雇用

平成22年度調査の質問項目のうち、障害者雇用については、陣害者履用の有無、願用して

いる障害者の人数、今後の障害者服用の予定、障害者服用にあたっての課題というものがあっ

た。障害者雁用の有無については「これまで障害者雇用をしたことはない」が70.8％と多くを

占めており、今後障害者を「新規雇用する予定はない」が95.7％となっている。採用しようと

しても障害者がおらず、その結果、「これまで障害者雁用をしたことはないj事業所の割合が

高いこともありうる。しかし、障害者を「新規雇用する予定はない」という回答割合が9割を

優に超えている状況は、障害者雇用促進は積極的には進展しない状況をあらわしている。障害

者屈用促進法は常用労働者を常時56人以上雁用する事業主に対して、1.8％の障害者服用率達

成を義務づけている（障害者雁用促進法43条1項)。また、その法制度的強制手段として、障

害者屈用率未達成事業主に支払いが要求される障害者屈用納付金制度があるが、その対象は

201人以上に限られている（平成22年7月現在)。平成22年度調査の対象事業所規模をみると、

納付金による強制の対象とならないところが多く、調査結果は法が望むところではないものの、

やむを得ない状況といえる。もつとも、平成27年4月から、障害者服用納付金制度の適用対

象が101人以上の事業主に拡大されるため、これに該当する事業主はあらかじめ対応が求めら

れる。障害者願用促進の趣旨が、障害者である労働者は、経済社会を柵成する労働者の一員と

して、職業生活においてその能力を発揮する機会を与えられるものとあること（障害者雇用促

進法3条）からすると、屈用率達成を義務づけられたりF業主は、現状よりも積極的な障害者雇

用の促進が求められよう。

障害者雁用にあたっての課題としては、「担当業務の選択」（53.7％)、「職場設備の改善」（3
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2.7％）などが挙げられている。障害者を届用する場合、当該障害者の障害に応じた適切な配

慮（合理的配慮）が要求される。ところで、国際的には、平成18年に国連障害者の権利条約

が採択され、平成19年、日本もそれに署名をし、現在その国内法整備に向けた動きがみられ

る。同条約によれば、雇用における障害者差別は禁止されており、職場における合理的配慮が

求められる規定となっている（障害者権利条約27条)。これは直接現状に影響を与える励きで

はないが、将来的には障害者埴用促進の一要素となる。未確定な上、先の話ではあるが、障害

者の職場への受け入れ体制を徐々に整える必要が生じると、考えておくべきだろう。

2高年齢者雇用

平成22年度調査では、高年齢者雇用について高年齢者屈用確保措腫への対応状況、継続雇

用制度の対象者の基準とその屈用形態、高年齢者継続届用による課題、65歳以上の高年齢者

屈用の有無という項目があった。高年齢者屈用確保措世への対応については、該当者がいない

ので対応していない（22.8％）ところもあるが、多くが継続履用制度を導入している（60.3％)。

また、希望者全員を対象とするところが60.6％と多くを占め、他方で継続雇用対象者の基準を

設けるのは4割程度となっている。2006年4月に施行された改正商年齢者雇用安定法によっ

て、高年齢者雇用確保措磁は急速に拡大しており、三重県も同様の結果となっている。なお、

同法9条1項の継続雇用制度は、原則として希望者全員を雇用するものとなっている。そうす

ると、同条2項で継続雇用制度対象者の基地を定められるとされているとしても、できるかぎ

り希望者全員を屈用できる制度を用意するのが、高年齢者履用安定法の趣旨といえよう。

なお、65歳以上の雇用については、「雇用する考えはない」が32.6％となっている。確かに、

高年齢者雇用安定法の雇用碗保措歴は65歳までとされている。しかし、高年齢労働者数が当

分の間増加する状況にあること、70歳まで働ける企業創出が政策上推進されていたり、次第

に「年齢差別禁止jの考え方が広まりつつある中では、65歳以上という年齢的区切りだけで、

最初から当該労働者を雇用しない（雇用を継続しない）という姿勢は、次第に変更を求められ

るだろう。高年齢者継続屈用の課題として、「高年齢者の健康管理・体力の維持」（44.4％)、

｢商年齢者の担当する仕事の碗保」（29.5％）などが挙げられているが、これらの課題を念頭に、

年齢に関わりなく働ける社会に備える必要が生じつつあることに、留意が必要と思われる。

Ⅳおわりに

以上、平成22年度調査の結果に触れながら、若干のコメントをしてきた。大きく分けて、

｢ワーク・ライフ・バランス｣、「特定層の雇用確保・促進」という観点から、現状は、さらな

る改善が求められることを指摘した．もちろん、実際の個々の対応方法は企業規模や経営状況

を始めとした多様な状況に照らし検討される必要がある。しかし、しばらくの間はある程度

｢ワーク・ライフ・バランス」や「特定屑（障害者、高年齢者）の雇用確保・促進」のために

様々な施策が推し進められると思われる以上、これらの観点と規制強化の方向性については、
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長期的に留意されることが望ましいと思われる。

（本稿は、拙秘「平成22年度三砿県の労働邸情実態調査によせて」（中小企業組合「ほっと

通信」41号（2011）3頁）に加錐修正したものである。また、後掲資料「平成22年度三亜県

の労働事情」は三亜県中小企業団体中央会のHPにて閲覧可能であるくhttp://WWW､chuokai-mie．

orjp/chosahoukoku/h22roudou・pdO｡）
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三画県の労働事傭船

まえがき

わが同経済は、未曾有の経済不況の中から各種の緊急経済政策が功を奏し、やや持

ちi'ノルの動きが一部で見られるようになりましたが、国際金融市場が再び不安定さを

強めて門間・株安が進行し、依然として先行きは不透明な状況にあり、特に中小企業

は総じて厳しい状況下に瞬かれています。

また、服用情勢にも緩やかな持ちil1ルの動きは見られますが、エコカー補助金終了

による生産体制縮小に伴う景気の下振れリスクは高まっており、これらの動向につい

て引き続き注視していく必要があります。

このような中、当中央会では、中小企業が県内中小企業における労働事情の実態を

的確に把握して、適正な労働対廉を樹立できるよう「中小企業労働事情実態調査」を

会員組合のご協力を得て実施いたしました。

本年は、特に従業員の有給休暇と陳がい者雇用、高年齢者の服用について調査して

おります。

本概告､j＃が、県内中小企業における労働耶情の実態の把搬と今後の服用システムの

機築に参考になれば幸甚です。

最後に、本調査の実施に際しまして、ご協力いただきました関係組合並びに各事業

所の皆様方にお礼申しあげますとともに、今後とも一層のご協力を賜りますようお願

いいたします。

平成23年1月

三竃県中小企業団体中央会
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従業員の労働時IHIについて

障害者雇附について

最低賀金の引き上げについて

擬金改定について

三m県の労働頚情詔

I・調査のあらまし

1．調査目的･…．この測盃は、三m県内の中小企粟においる労働邪傭を的硫に把掘し、適正な中小

企黙対蛾の樹立と労働支援方針の蹴定に資することを卜l的とする。

2．調登時点･…･平成22年7月1日

3．調査対象産業･…･1）製造能①食料品製造業②繊維・同製品製造業③木材・木製品製造業

④出版・印刷・何側連製造業⑤窯業・土石製品製造業⑥化学工莱

⑦金屈・同製品製避業⑧惟械器具製造業⑨その他の製造業

2）迎輸業3）建設業4）伽允業5）小売業6）サービス梁

4．蝿対象事業所散…･･澗壷対離ﾘ『業所数は，従業貝岨襖300人未満の民営ﾘ業所（腿業、水産を除く）

1．000叩難所。

5．主な調査内容.．…1）

3）

5）

7）

経営について

従業側の有給休暇について

問年齢昔の雇用について

斬岨学卒背の採用について

－99－

１
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１
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6．胴査方法･…･本会において、全国中小企業剛体中央会が作成した『中小企業労働堺情実態調盃

禦Iを組合を通じて調査対象邪難所に配布し回答を求めた．

7．飼香面答状況･…･何効凹審数527事業所回然率52.7％（上段：実数下段：比率〉

－1－

8．伽考…･･l〉この測査は毎年行っているものであるが、事業所の所偶組合等へ送付してい

るため、回答事業所は一定していない。したがって、厳密な時系列比較はでき

ない。

2）綱盃項目によっては、複数回鱒の項同があり、また、小数点以下を四捨五入

しているため、合計が100にならない場合がある。

製造業

非製造業

帥

1～9人

２
ｍ
９
３

137

49．1

229

43．5

(小計）

(l～4人）

(33）

(13.3）

(64）

(229）

ｊ

ｊ
４
伽
＆
く
ｌく

(5～9人）

（59）

(23.8）

（73）

(26.2）

(132）

(250）

10～29人

92

37．1

77

17.6

169

32．1

30～99人

52

21．0

54

19．4

106

20.1

100～300人
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４
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3．9

23

4．4

計
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100．0
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100．0
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Ⅱ、回答事業所の概要

1．労働組合の有無

労働組合の組織率は6.3％で、全国（7.3％）と比べ1.0ポイント低い。

2．常用労働者数

回答那業所の常用労働者総数は13,197人、このうち男性は9.292人（70.‘1％)、女性は3,905人

（29.6％）である。女性常用労働者の占める比率は全国（29.3％）と比べると0,3ポイント高い。

3．従業員の雇用形態別構成比

服川形態別枇成比をみると、「正社凹」とするのが74.9％（男性85.1％、女仙51.8％）と、全国

の78.1％（男性88.3％、女性554％）と比べると3‘2ポイント低い（男性3.2ポイント、女性3.6ポイ

ント低い)．

4．パートタイム労働者比率

パートタイム労働者の雇用比率をみると、『脈附していない』とするのが47.2％（前年度45.3％）

と、前年度より1.9ポイント上回り、全Ⅲ（49.2％）と比べると2.0ポイント低い。

なお、平均雁用比率は16.1％で全国（13.8％）と比べると2.3ポイント尚くなっている。

（※平均瓶朋比率…雇用全体における当骸労働背の平均比率）

Ⅲ、調査結果の概要

1．経営について

(1)現在の経営状況［図1］

現在の経営状況については、I悪い」が548％（前年度72.5％、前々 年度49.9％)、「良い」が9.5

％（前年座2.8％、前々 年度7.1％)、「変わらない」が35.7％（前年度24.7％、肋々 年座43.0％）と

なっている。

「怨い」とするのは前年度に比べ17.7ポイント低くなっているが、企IjlW9（53‘6％）に比べる

と1.2ポイント高い。また、「良い」とするのは6.7ポイント上昇している。業肌別にみてもすべて

の業加で“い』が「良い」を大きく上回っている。

100－
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(3)経営上のあい路（3項目以内複数回答）［図3］

経営上のあい路については、上位3項目は「販売不振・受注の減少」が60.9％（前年度64.6％)、

「同業他社との鍍争激化」が50.5％（40.6％)、「製品価格（販売価格）の下落Jが28.5％（20.8％）

となっている。

今年度は｢販売不擬・受注の減少jが前年度に比べ3.7ポイント低下したのに対し、『同業他社との競

争激化」は前年腰に比べ9.9ポイント、『製品価格（販売価格）の下落」は7,7ポイント上昇している。

三璽県の労働事踊器

(2)主要企業の今後の方針［図2］

主要企業の今後の方針については、「現状維持」とするのが最も多く67.6％（前年度69.5％、lliI々

年皮67.1％)、次いで『強化拡大』が20.7％（lYI年度178％、前群年度23‘9％)、「縮小又は廃止」

10．5％（前年鹿12.1％、前々 年度84％）を水している。

「強化拡大」とするのは前年度より2.9ポイント高くなっており、業猟別にみると製造難では

「その他」が42.1％、非製造業では『卸・小売業」が247％と般も尚い･

010加詞釦的607醗

図33基蛍上のあい路
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図4カ塁営上の強み
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(4)経営卜の強み（3項目以内複数回答）［図4］

経営上の強みについては、上位3項11は「顧客への納,WI・サービスの速さ」が32.8％（前年喚

30.8％)、『製品の品質・糊度の高さ」が26.4％（前年度25.9％)、『組織の機動力・柔軟性」が23.9

％（前年度20.0％）となっている．

今年度も「顧客への納品・サービスの速さ」が昨年に引き続き殿上位であった。なお、「商品・

サービスの質の商さ」が前年度に比べ7.4ポイントと大きく上昇している。

－4－
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2．従業員（パートタイマーなど短時間労働者を除く）の労働時間について

(1)従業員1人あたりの週所定労働時間（始業から終業までの時間から昼休み等の

休憩時間を除いた時間）［図5］

従業貝1人あたりの週所定労働時Ⅲlについては、『40時IMI」が最も多く42,2％（製造業46.1％、

非製造業38.5％)、次いで「38時間超40時1M1未満jが31.5％（製造業37.4％、非製造業26.0％)、

「38時間以下」が12.7％（製造業11.1％、非製造業141％）となっている。

､蛭・0･、、o6JPF、試〆 jFp〆 ,盈〆~星〆町三
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(3)時間外労働が45時間、あるいは60時間を超える従業員のいる月の頻度［図7,8］

時Ⅲ外労働が45時間を超える従巣風のいる月の頻度について、「全くない」が60.7％と雌も多く、

「ごくまれにある」が23.0％、’3カハに1回程度」が8.0％、そして「ほぼ妊月」が8,2％となって

いる。他方、時間外労働が60時IMIを超える従業員のいる月の噸度について、「全くない」が77,6％、

「ごくまれにある』が14.7％、「3カノIに1回程度」が32％、『ほぼ征Ⅲ」が4.5％となっている。

時IMl外労働が45時間を超える月がほぼ毎月という回答は約8％である。しかし、時間外労働が

45時剛を超える月が読くと、過労死が生じやすくなるため、低い割合とはいえ葉祝できない。

|， 三璽県の労働噸怖器

(2)従業員1人あたりの月平均残業時間（時間外労働・休日労働）［図6］

従難員1人あたりの月平均強難時間については、『0時間（醜業なし)」が最も多く38.1％（製造

業37.8％、非製造業38.4％)、次いで『l～10時間未満」が28.2％（製造業32.8％、非製造業23.9

％)、『10～20時間未満」が15.1％（製造業皿9％、非製造難15.3％）となっており、平均は8.7時

’'11（前年度9.7時間）で、全賊I（9,5時間）よりも08ポイント低い。

郷11別にみると、平均強難時|川が多い業秘は、製造業では『機械器呉」が13,3時間（111年“7.3

時11M)、J1;製造業では「運柚堆」が21‘8時間（前年度17.311州l）となっている。

－5－
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(4)時間外労働（残業・休日労働）削減の取り組みの有無［図9］

時間外労働削減の取り組みの有無については、「制極的に取り組んでいる」が16.2％（全国17.8‘

％)、「ある淫度取り組んでいる」が348％（‘10．9％）と約5割の企業で何らかの取り組みが行われ

ている。他方、『取り組みはしていない」とする企業は31.7％（25.1％）となっている。

104－

欄極的に取り組んでいる
16.2％

時間外労働はない
17-2％

－6－
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317黙

掴んでいる

34.8％

図9時間外労働削減の取り組みの有無

(5)時間外労働（残業・休日労働）削減の取り組み内容（複数回答）［図10］

実際に取り組まれている時間外労働削減城としては、「仕事のやり方の工夫・改善」が73,2％と

最も多く、次いで「符理職による残業時IMI管理の徹底」が343％、「従業員との時間外労働削減の

話し合い」が23,6％、『帰りやすい雰囲気づくり」が21.3％となっている。

他方、時間外労働削減に戒ちにつながりやすいと吟えられる「一定時IⅢでの一斉消灯の実施Iは

3.9％（全圃1,5％)、「ノー残業デーの股定」は5.9％（9.4％）と相対的に低いが、全国でも同様の

傾向にあるため、特別に低いというわけでもない．しかし、長時間労働の継続は、労働能率だけで

なく労働者の他康を番するため、『ノー残難デーの設定」はより進められるべきだろう。

O1p20”鋤““7080，6

図10時間外労(li削減の取り組み内容
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三重栗の労働恵悩器

週所定労働時間はおおむね週40時'111以下と法定労働時'111を遵守する鮎果となっている．他方、

月平均残業時間は、「鋤業なし」がもっとも多かった（38‘1％)。時間外労帥が45時Ⅲを超える従

業側のいる月が「全くない」とするのが60.7％、「ほぼ拡月」とするのは8.2％となっている。また、

60蹄IMIについては、『全くない」が77.6％、「ほぼ毎月」が4.5％となっている。長時間の時IⅢ外労

働はそれほど多くないという結果と、一応は見て良いだろう。月45時間ないし60時間を超える時

1111外労働のある月が「ほぼ毎月Jという阿熔があること向体、問題である。脳・心臓疾思の労災認

定において、過労・過労死リスクが商まるとされる時IHIを働く労働者がいることは、労働背の他服

碓保の観点から避けられるべきである。わずかな数値とはいえ、それに該当する労働者にとっては

命に関わる問題であるという認識の上での対応が求められよう。労働者の他康確保のための取り組

みは、輪穣的に行われるべきである公

3．従業員の有給休暇について

(1)従業員1人あたりの年次有給休暇の平均付与日数・取得日数

従業貝1人あたりの平均付与日数については、『15～2011未満」が41.6％（前年度44.0％）ともっ

とも多く、次いで「10～15日未満」が25‘5％（25.4％)、「20～25日未澗」は21.0％（20.0％）と

なっている。

また、平均取得11数については、『5～10日未満」が35.1％（前年度35.1％）と最も多く、次い

で『10～15日未満」が29.7％（25.7％)、「5日未満」が24.4％（27.1％）となっている。平均取

得11数は、7.9H（7.8mとなっている。

(2)年次有給休暇の取得率

年次有給休暇の取得率については、『70～100％」が34.0％（前年度34.3％）

で「50～70％未満」が24.1％（24.9％)、「30～50％未満」が20.7％（16.3％）

た､､平均取得率は53.4％と全国（47像7％）と比べると5.7ポイント高い。

と最も多く、次い

となっている。ま

(3)年次有給休暇の取得促進の取り組みの有無とその内容､取り組んだ理由［図11,12］

年次有給休暇の取得促進のための取り組みについては、「推進はしていない」が672％（全剛63.4

％）と商い割合を占めている。他方、「ある程度推進している」が27.3％（31.7％)、「菰極的に推

進している」が5.5％（4.9％）となっている。

また、具体的な取り組みの内容（複数回符）については、『半日・時間11t位での付与制度の導入」

が39.8％（全国43,0％）と蝦も多く、次いで「夏期などに辿統休暇取得を勧奨」が36.3％（35.3％)、

「計両的な付与の実施」が32.2％（30.3％）となっている。

なお、取得促進に取り組んだ理由（3項閏以内複数回符）としては、『従業員の健康や安全確保

のため」が71.9％（全I】168.6％）と蛾も,斯く、次いで『従業員の勤労意欲・能率の向上のため」が

58．1％（63.6％)、「従難いの家庭生活充拠のため」が49.1％（55.1％)、I人材の確保と定符率向上

のため」が23.4％（17.7％）と続いている｡

年次有給休暇消化率はいっこうに上がらない。また、年次何給休暇は1日lli位で付与するのが本

来の趣旨である。そうであれば、年次布給休暇取得促進のために、いっそう「計画的な付与の実施」

を池める必要がある。

－7－

－105－
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図11有給休暇取｛号促進の取り組み内容
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－8－

全体の平均取得率は53.4％（全国47.7％）と半分はどうにか取得されている状況にある。他方、

年次行給休暇の取得促進の取り組みの「推進をしていない」が67.2％と商い数値を表している．

年次打給休暇が保障される趣旨には、労働者の疲労回復だけでなく、文化的な生活の享受（余暇

の取得）がある。また、忘れられがちのように思われるが、『年次」右給休暇である以上、当骸年

度中の完全取得が法の求めるところとなる。確かに、爽際には個々の年次右給休暇取得請求にすぺ

て対応することは困建であることを踏まえ、使用者は郎業の正常な運営」を妨げる坦合には、当

該年次祢給休暇の取得時期を変更できる。しかし、その変更は当該「年次」に右給休暇がすべて取

得できるようにされるべきであり、その実現のため、叶両年休制度の有効活川が強く求められよう。

法制鯉や社会環境の違いはあれども、ヨーロッパでは完全澗化が前提である（そのため、フランス

にはそもそも隼休消化瑠の総汁がない)。

軍一 47

蕊

社内渦示板による呼びかけ

塑生日など肥念日節での取得の促jNL

管理職の率先した取碍

半日・騎間1M位での付与制度の導入

計画的な付与の実施

取得推進月間の設定

夏期などに連続休暇取侭を勧奨
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図12有給体I浸取認促進に取り組んだ理由

4月

'71黒従業員の健康や安全確保のため

礎案員の助労遮歓・能率の向上のため

従莱貝の家崖生活充実のため

従業員の刺道的な能力発揮のため

人材の確保と定若率の向上のため

企薬イメージ向上のため

従薬員からの強い要望のため

同莱他社や取引先が実施したから

その他
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4．障害者雇用について

(1)障害者雇用の有無［図13］

陣害者屈用の有無について、「これまで障害者をlIMIしたことはない」が70.8％（全国62.7％）

と多く、「現在障害者を耐用している」が145％（20.3％)、『現在は航用していないが、過去に雁

川していたIが14.7％（17.0％）となっている．

iO7

－9－

こオ

匪嗣

Iま雁用

ないが、
に歴剛

していた

147％

図'13障害者服用の右無

(2)雇用している障害者の人数、今後の障害者雁用予定

厩用している障書者の人数は、1人が68.4％（全閲60.9人)、2人が19.7％（23‘1％)、3人が

10.5％（8.4％)、4人は餓当なしで、5人以上が1.3％（4.5％）となっている．陳害者を雇用する

リ喋所数は76,脈用される陳宵者の実数は111人である。なお、今後の障害付凧川予定については、

I新規雁用する予定はない」が95,7％（全阿92,7％）と雌例的に多い。

(3)障害者雇用に当たっての課題（3項目以内複数回答）［図14］

隙害者雇用に当たっての課題としては、「担当業務の選択」が53.7％（全圃52.9％)、次いで『職

1M設備の改善」が32.7％（30.8％)、「作業の効率性」が304％（33.0％）となっており、全国と同

嫌の状況といえる．

010ZO”幻”釦％

図14i迫害者雇用に当たっての醗題
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陳害審屈朋にあたっての謀胆としては、i担当業務の避択」（53.7％)、「職刈股備の改善』（32.7

％）などが準げられている。陳害昔を服用する珊合、当咳陳害者の障害に応じた適切な配慮（合理

的配噛）が典求される．ところで、国際的には、平成18年に国連障害者の柵利条約が採択され、

平成19年に1.1本もそれに糾名をし、現在その国内法洲Wに向けた動きがみられる．同条約によれ

ば、耐用における障害者差別は禁止されており、職坦における合理的配慮が求められる規定となっ

ている（27条)。これは直接現状に影響を与える動きではないが、将来的には隙害者雇用促進の－

要素となる。未確定な上、先の階ではあるが、障害者の職坦への受け入れ体制を徐々に整える必要

が生じると考えておくべきだろう。

5．高年齢者の雇用について

(1)65歳までの高年齢者雇用確保措置への対応状況［図15］

65歳までの商年齢者屈用砿保描腫の実施状況については、『継続雇用制度を導入している」が

60.3％（全国64.8％）と殿も多く、『定年年齢を64歳以上に引き上げている』が8.6％（10.5％)、

「定年の定めを廃止している」が8.2％（6.1％）となっている。

定年年齢を64鑓

以上に引き上げ
ている
86％

図1565競窪での高年齢者歴用砿保柵盟への対応状況

(2)継続雇用制度の対象者の基準とその雇用形態［図16,17］

継続脈附刷度の対象者の些耶については、「希望者全貝を対象とし基準は設けていない」が60.6

％（全剛53.6％）と高く、「就業規則」により基恥を股定するものが26.3％（32.0％)、「労使協定』

によるものが13.1％（14.3％）となっている。

また、継続屈用の高年齢者の屈用形態（複数回答）については、『正社員」が43.3％（全国37.3

％)、「脳舵職員・契約社員」が46.9％（57.9％)、「パート・アルバイト」が35.4％（20.7％）となっ

ている。

就業規則により制度の対象と

なる者の蕃準を設けている
26-3％

希望新全員を対象とし
基鯛は蝕けていない

606％

ノ

ア

労使協定により制度の対象と

なる者の若準を設けている
1a1％

図16継続雇用制度対象老の荘馳

噸託社員・契約社員一〆

－10－

－108－
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図17継続1雇用の高年齢謡の屈用形態
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(3)高守齢者継続雇用による課題（複数回答）［図18］

商年齢背を維統して雇用することにより生じる課題について、『高齢者の他Ll［楠理・体力の維持」

が44.‘1％（金剛44.7％）と簸も尚く、次いで「高年齢背の柵iiする仕事の確保」が29.5％（27.0％)、

「若年者の採川の手控え」が18.5％（23.8％)、「商年齢付の処遇が難しい」が16.7％（16.7％）と

なっている．他方でI特に課題となることはない」とする耶業所は25.4％（20.6％）となっている。

－11－

考えていきたい
193％

図1965級以上の高年齢希､Z用の有無

ロエKE
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図18高年齢者継続雇用による課題

(4)65歳以上の高年齢者雇用の有無［図19］

65歳以上の,噺年齢者屈用の有無について、「すでに凧用している」が48‘0％（全国‘11.5％）と最

も高く、「65旗以上の人を脈川する考えはない」が32.6％（37.3％)、「65職以I:の人を雁用するこ

とを考えていきたい」が19.3％（21.2％）となっている。

なお、今後さらに高齢者が瑚加し、年齢にかかわらず働ける人にできるだけ屈用を確保すること

が求められた瑚合には、今後さらなる対応が必要と思われる．
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65鰻以上の雇用については、I掘f用する考えはない」が32.6％となっている。砿かに、高年齢者

伽Ⅱ安定法の屈用砿保描慨は65歳までとされている。しかし、断年齢労働者数が当分の間増加す

る状況にあること、70鯉まで働ける企業創出が政策上推進されていたり、次蛎に「年齢差別禁止」

の増え方が広まりつつある中では、65歳以上という年齢的区切りだけで、最初から当該労働者を

流用しない（雇用を継続しない）という姿勢は、次第に変更を求められるだろう。満年齢者継続服

用の課題として、「商年齢者の健康管理・体力の維持』（444％)、「高年齢者の担当する仕砺の確保」

(29.5％）などが挙げられているが、これらの課題を念頭に、年齢に関わりなく働ける社会に備え

る必哩が生じつつあることに、留意が必典と思われる。

6．最低賃金の引き上げについて［図20］

仮に最低賃金が全図一徹時給800円に引き上げられた場合の経営上マイナスの影蒋について、

「ほとんど影謬はない」が53.9％（全嗣47.8％）と雌も多く、「大きな影響がある」が15.0％（19.5

％)、｜多少影審がある」が148％（22.9％）となっている。

また、経営上の影響がある場合に必要な対応（複数回答）については、「パートタイマーの時給

の引き上げ」654％（全国56.2％）が賎も多く、次いで「正社員の賃金の引き上げ』が39.2％

（40.7％)、『新規雇用の手控え』が26.8％（23.6％)、『時給引き上げのための労働時Ⅲ短縮」が25‘5

％（20.9％)、「アルバイトの時給の引き上1打が248％（24.9％）となっており、おおむね全国と

同搬の状況にある。

パートタイマーの時給の引き上げ

アルバイトの時給の引き上げ

高卒の初任給の引き上げ

正挫目の賃金の引き上げ

新規雇用の手控え

一部紫務の外注

パート・アルバイトの削減

事菜の緬小や廃止

時給引き上げのための労側踊朋短柚

商品・サービス慣格の引き上げ

その他
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7．新規学卒者の採用について［図21］

(1)新規学卒者の初任給

新規学卒音の初任給（通勤手当を除いた所定内賃金総額（税込額）について、高校卒が160.990

円（111年度164,761円、全国152.991円)，大学卒が196.135円（IMI年唆188,201円、全国193.007

111）となっている。高校卒については全I副平均よりもやや商いが、大学卒については同様である。

406．

図22新All学卒者の採用計画
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図21新ﾒﾘl学卒者の初任給

(2)新規学卒者の採用計画［図22］

平成23年度の新規学卒音の採川計画については、調盃時点（平成22年7月1日）で、「ある』と

するのが10.9％（前年度8.7％、前々 年度16.3％、全国12.8％)、『ない」が69.5％（前年度65,5％・

前々 年哩57.0％、全国67.0％)、『未定」が19.6％（前年度25.8％、前々 年喚26.7％、全国2().2％）

となっている。また、採胤汁画があるとする57那業所の中で、「簡校卒』が32噸業所、「大学卒」

が26ﾘ喋所となっている。なお、採月柵画人数では、「簡校卒」がl社平均2.3人（全国2.1人)、

「大学水」が2.0人（全国2.1人）である。
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詔平成22年座

8．賃金改定について

(1)賀金改定の実施状況の有無
艇金改定の爽施については、『今年は実施しない」が23‘5％（全国22.6％）で、澗究時点（7側

1日）までに、侭金を『引き上げた」が24.8％（28.1％)、「7月以降引き上げる予定」が4..1％

（5.3％）と約3削が引き上げとなっている。他方、『引き下げた」が3.8％（3.7％)、「7月以降引

き下げる予定」が1.9％（1.5％）となっている。なお、「未定』が41.6％と多くを占めている．

業祁別にみると、『引き上げた」と応える割合が股も商いのは「その他」で45.0％となっている．

(2)平均昇給額・昇給率［図23］

平均昇給額は3,777円（前年度4.360円、前々 年度、5.931円、全国4.094円)、昇給率は1．．1％

（帥年座1.7％、前々年度2.3％、全国1.6％）となっており、下落傾向が続いている．

三mu平均

食料品

側維・同製品

ホ材・木劉品

印刷・同閲瓢

窯案・土石

化学工謂

金属・問製品

機械滞具

その他の馴通鯛

運輸諾

建設錆

卸・小売祭

サービス蕊
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￥感2…小企業労働寧慣夷…臓力のお総…⑳
一配に景気に持ち直しの戯きがみられるとはいえ､中小企芙の軽営演壇はなお毒し＜､届用･労働面においても多くの課岨を

かかえてあります｡このような情勢下､中小企業団体中央会では､中小企業における労働碩偶を的確に把掻し､適正な労働対策
を樹立することを目的に､本年贋も全国一斉に頓記調査を実施することとなりました。

つきましては､ご繁忙の折城に恐縄ですが､趣旨をご理解いただき､鯛査にご協力下さいますようよろしくお願い申し上げます。

函

平成22年度中小企業労働事情実態調査票

113－

－15－

調査時点：平成22年7月1日調査締切：平成22年7月9日

一記入についてのお願い
◇秘密の騒守闇査票にご配入

(盲個…緬悪,[21~'一「「rl－
（厩週司痢コド）（事実調コード）〈宅迩コド）

2．ない

◇秘密の騒守闇査票にご配入下さいました事項については､企菜と個人の傭報の秘密を簸守し､蹴計以外の目的に用い
ることはいたしませんので､ありのままをご肥入下さい｡また､肥入担当者名などの個人個稽につきましてば．
本闘査に係る問い合わせ以外には使用いたしません。

◇ご配入方法質問ごとの指示により該当する項目の爵号にOをつけるか.骸当梱に数字静をご記入下さい｡なお､符に断
りのない限り7月1日現在でご記入下さい。

◇お問い合わせ先鋤査照のご肥入に当たっての不明は点ぢど､鯛迩に関しますお問い合わせ先は､下湿までお鰯いいたします。
凋査票はZ月9日まてにご返送下さい。

三重県中小企業団体中央会企画振興課

〒514－OOO4津市栄町1丁目891番地三重県合同ピル6階

電話O59-228-5195FAXO59-228-5197

貴事業所の概要についてお答え下さい｡(太枠内に骸当する事項をご肥人下さい）

1．ある

股間1）従業員数についてお答え下さい。
①平既22年7月1日現在の形態別の従粟員数を男女別に太枠内にご肥入下さい｡また､従叢員のうち常用労働者数をご妃入ください。

（注〕(1)E《－トク侭一_と唯､唯の醐定労閥叫間が”蕊所の一戦労働雛'〉鯉･闇.また瞳:jiの所定労役叫岡i銅じでもI遇の所定労駒B敏が少な$･断です：
⑫I雨明労箇釘認茨のいずれか6軸､:iする音です．なお.バー ﾄﾀｨー 醇一であっても､下記の唖郵虻'iする喝細よ常H1労働識二含み*す．
⑪期間を決めずに届われているH,また6よ1力jjを超える期間を浪めてHわれている稀

(2)H今童たは1ヵ円以内の期限を剛．,て届われている稀のゐち､511,611にそれぞれ18E以上雇われた締

(3)事業主の家職で.宙事婁lIfにて鋤いている稀のうち､常時勤梼して櫛Ⅱ給与が支払われている耐

股間2)労働組合の有無についてお答え下さい。(どちらか1つだけに○）

(うち爾師労也観

一

正社員 パートタイマー派遣ｱﾙパｲﾄ，その他 合計

人

人

常用労働者散

男性

自邸巣所の名称『 配入担当者名

所在地 (〒－） 電歴番号

FAX播号

架
１
２
３
４
５
６
７
８
９

掴《函も売上国の参い亭躍の悪彊の笹晋を以卜の1．～19．の中から1つだけ石の太枠内にこ超人下さい）→

、食料品．飲1sI・たばこ・飼科製追突12．艶合工事薬
、糎鯉T唾13．騒別工事其〈設閤工事翼を除く）
．木靭・木製品、家貝・漫偶品創造翼14．段側工事翼
、印刷・周関連粟15．卸売粟
，庶粟・土石製品製造粟16．小売業
、化学工粟、石油，石炭製品．ゴム製品製造業17．対串粟所サービス粟
、欽胴業、非鉄金属、金風製品製造業
、生産用・典務用・電気・個岨通唱・輸送用観械閤興製造巣
バルブ・眼・鉦、丁晶、プラスチック製品．なめし革.
弓製品・毛皮、その他の製造粟

10．憎報過邑薬

通侶蟹.改選翼､愉鋼サービス興,ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ付随ｻｰピｽ翼.
､賎餓･音声･文字情謡籾作興

11.通随製

L
参物品凋貨業.専門サービス粟.広告業､技循サービス翼、

畷…輿…介労､j召派遮丸その他の蔑笈サービス興謬
18．対個人サービス翼

I阜蕊蝋雨鋼製
珂雰･美容･浴謂寅、

自動車整佃実､圃減等修婦翼縛

19，その他〈具体的に：）



股間3)経営についてお答え下さい。
①現在の経宮状況は1年前と比べていかがですか｡（1つだけにO）

－16－

1．良い 2．変わらない 3．悪い

、現画子っている主哩な事粟について､今後どのようにしていくお考えですか。（1つだけにO）

）

1．弱化抽大2．現状維持3，鰯小4．開止5．その他（ ）

③現在.経営上型のようなことが悶宙となっていますか｡（3つ以内にO）
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一
■
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邑
一
釦
『
【
や
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3．労働力の過剰

6．劇墨田勢力・賎亮力の不足

9．劉晶価格（販売価格）の下落

12．環境規制の強化

労働力不足（園の不足）

人件費の咽大

同翼他社との胆争激化

納期・単価等の取引条件の畷しさ

2．人材不足(間の不足）

5．販売不握・受注の減少

8．原材料・仕入品の高麗

11．金融・賢金挫り圏

●
●
■
●

．
■
且
ワ
今
月
』
軍
【
〃
″
．
《
晶
叩
》

一
○
■
９

④鰹堂上の強みはどのようなところにありますか｡（3つ以内にO）

3．管理園の率先した取得

6．取得推逆月間の設定

9．その他（

生産持術・生産管瑠能力

製品の品質・輔度の高さ

財鴇体間の強さ・資金関連力

組億の槻動力・柔軟性

製品・サービスの独自性

営菓力・マーケティング力

囲客への鮪品・サービスの速さ

優秀な仕入先・外注先

技術力・製品開発力

製品・サービスの企画力・提案力

企粟・製品のプランドカ

商品・サービスの間の高さ

命
◆
■
■

《
『
一
》
〔
《
》
一
、
】
〕
〔
〆
』

一
ｑ
ｕ
ｇ

●
？
●
ご

《
》
〆
』
《
』
画
》
、
亮
一
》
．
■
■
ｑ

一
句
■
■

●
■
●
●

一
■
■
■
二
一
列
》
‘
【
牢
”
Ｕ
《
一
叩
》

●
■
■

設問4)従業員の労働時間についてお答え下さい。
①従築員(パートタイマーなど趣き間労働者を除く)の週所定労個時間は何時間ですか(残顛時間､休憩時間は除く)｡国皿や部門に
よって興なる喝合は､皿も多くの従興貝に適用されている時1,悪お答え下さい｡（1つだけにO）

2．厘生目など22全日等での取得の促巡

5．計画的な付与の実施

8．休畷取循状況の点検と取得勧奨

4．40時間超44時間以下1．38時間以下 2．38聞間超40時間未瀦 3．40時間

〔注〕（】）瓜在、労仙思耶技で40時1,超44時岡以下が醒められているのは、10人米揖の商案・サービス鶏等の特例事乗所のみです。
（2）「所定労個時間」とは、此篭瓜剛等に定められた蛤叢略剣から桃凧時朗塞での時目から休蛾叫国を差し制いた時囲です。

②平嘩1年の従興艮1人当たりの月平均強鯛時間(時間外労凹･休日労的)をごga入下さい。

社内掲示苗による呼びかけ

半日・時間単位での付与制度の導入

夏季むどに連続休暇取得を勧奨

'・にエエコ園岡zなし従菜員1人当たり月平均硬菜時聞

③労働基胆垂が誼正され､時間外労個が月45時閲を超える節分は､割咽賃金率を法定の25％を超える率で定める開力が穣務づけら
れ､また月60時間蓬超える部分は割畑賃金率を50％以上(中小企粟は当分の間適用猶予)とすることとされました｡同車鯛所では、
時間外労働(観躍･休日労働)が次の時間を超える人がいる月はどの程度ありますか。（1つだけにO）

②－1取褐促迩のためにどのようなことを行っていますか(Eg当するものにすべて○）

④貴u蝉所では時間外労働(跳梁･休日労働)削減に取り組んでいますか。（1つだけに○）

薩1．2．に○をした寧築所は②－1．②－2の質問にお答えください。

1．狽極的に取り組んでいる2．ある程度取り組んでいる3．取り組みはしていぱい4．晦個外労働はない

1．稿栖的に推進している2．ある程俄推辿している3．推進はしていない

肇1．2に○をした事葉所は④－1の質問にお答えください。

段間5)従業員の有給休暇についてお答え下さい。
①平成21年の従鎮員1人当たりの年2扉3蛤休暇の平均付与日致･取掲日敗をご配入下さい．（付与日致は前年からの細幽9分を除く）

（当綴り調蝋繍K縁く)画…'人当たり平均…画
②Ei事梨所では年次向給娠目の取褐促迩に取り組んでいますか。（1つだけにO》
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｡>－1画願粟所で取り組まれている時凹外労働(残粟･休日労働)閣減策について､当てはまるものをお答えください。
（咳当するものすべてに○）

3．一定聞間での一斉消灯の実施

6．ノー残粟デーの実施

9．その他（）

放送や巡回による定時退社の呼びかけ

帰りやすい雰囲気づくり

残典・休日労働の上限の股定

2．管理願による残築時間管理の徹底

5．従巣員との開聞外労働削減の魔し合い

8．仕亭のやり方の工夫・改善

－114－

45時間を胆える人がいる月 1．ほぼ毎月2．3か月に1伺繰庵

3．ごくまれにある4．全くない

60闘間を超える人がいる月 1．ほぼ毎月2．3か月に1回曜壇

3．ごくまれにある4．全くない



②－2年次有給休暇IBn9促進に取り組むのはなぜですか｡（3つ以内に○）

－115－

従粟国の健殴や安全碗係のため

従粟員の創造的な能力発揮のため

従巣員からの強い嬰盟のため

2．従粟員の勤労息欲・能率の向上のため

5．人材の礎保と定圃率の向上のため

8．同禦他社や取引先が実施したから

１
４
凧

3．従業員の啄厩生溶充実のため

6．企業イメージ向上のため

9．その他（）

設問B)陣害者雇用についてお答え下さい。
①1m密掴の皿用状況についてお否えください。（1つだけに○）

－17－

1．現在阿哲省を届用している2．現在は皿用してい芯いが､過去に屈用していた3． こrlまで阻害者査屈用したこと瞳fFQ

１
４
乳
０１

アルバイトの時蛤の引き上げ

新規屈用の手控え

砺粟の縄小や闘止

その他（）

２
５
８
１１

凝辿豆Qを些聖甑､錘､三皿2週Eお答えください．※且3二にQ学迄唾況錘'二2璽旦固唾答え生塾些↓

①－1函用している障宙者の人数を太枠内にお答えください。①－2現在田園していない喝合､今後､障害者を新規
また､障害の圃顛別内訳をご配入ください。に屈用する予定はありますか。（1つだけに○）

パートタイマーの囲給の引き上げ

正社員の賃金の引き上げ

パート・アルバイトの削減

商品・サービス価格の引き上げ

3．高卒の初任給の引き上げ

6．－邸璽務の外注

9，時給引き上げのための労働蹄間姐鰯

①－1鰻営上の影宙がある』2台､どのよう敏対応が必要となりますか。（咳当するものすべてにO）

②高年齢者を駐慨して函用していくことによってどのよう女露四hK生じますか｡(3つ以内に○》

1．新規恩用する予定がある

2．新規屈用を検肘中である

a新規咽用する予定はない

、陣酉看を雇用するにあたって､特にどのようなことが岬囲となっていますか｡あるいは即皿となると考えますか。（3つ以内に○）

設問B)帰任置金引き上げについてお答え下さい。
①丑確､政府で国妊固霊の引き上げE勤自かおわれておりますが､もし最低賃金が全国一律時給800円以上に引き上げられた堀合､経
営上マイナスの影密はどの程度ありますか。（1つだけに○）

１
４
尻
０１

担当璽獅の選択

屈用形服・賃金の設定

労働蹄聞の設定

その他（

２
５
８
１１

周囲とのコミュニケーション

作巣の効率性

通勤手段

脚胆は特にない

3．面堀設側の改琶

6．専仔把当者の配固

9．研修・訓籾

）

設問7)高年齢者の雇用についてお答え下さい。
①画年齢茜専の雇用の安定尋に間する法律により段Fa的な65趣までの高年齢肴雇用掘田(定年の引上げ､鯉翻圃用制度の導入､定年
の定めの廃止のいずれかの描画)力可醗剖寸けられていますが､貴印璽所ではどの描固を図じていますか。（1つだけにO）

2．65蛾以上の人を届用することを考えていきたい

1．定年の定めを廃止している

3．鞭統屈用制度を導入している

2．定年年齢を64駁以上に引き上げている

4．骸当者がいないので対応していない

1．すでに65蛾以上の人を届用している

3．65蟻以上の人を雇用する考えはない

蕪3．

①-1

に○をした享興所は〔､－1、①－2の質問にお答えください。

）

③目印興所では65趣以上の人の屈用についてどうお考えですか。（1つだけに○）

。
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l

理腕屈用制度を導入している堀合､制度の対魚とする高年齢者の基率を設けていますか。（1つだけに○）

2．高年齢者の処遇が蝿しい

5．生産性が低下する

8，若年者の採用の手控え

1．希望者全員を対歎とし紐率は設けていない2，労便哩語により制度の対醗となる者の孤淑を設けている

a就粟規則により制度の対欺となる者の基姻を股けている

①－2纏続屈用の高年齢者はどのような屈用形胆ですか｡(当てはまるものすべてに○）

3．巷・壮年社員のモラルが低下する

6．周齢者の健箪管理・体力の縫持

9．その他（）

1．正社員2．期u賂囲員・契約社員3．パート・アルバイト4．その他（

局年齢者の担当する仕躯の確保

人件費の負担が増畑する

以前の圏下や若手との人間関係

特に腺阻となることはない

皿用人閥側（内訳）

(合針）房顛砺雷I－jm砺言1－両認画一「での他

人 人 人 人 人



設問9)新規学卒者の採用についてお答え下さい。

①平醜22年3月新規掌認f(第2溺淳者､中途採用者を除く)の採用予定人数､興照に採用した人数､1人当たり平均初拝鶴岡(平配22
年6月支給顔)をご肥入下さい。

－116－

－18－

〔肱〕（1）平成Z2年6〃の1力〃岡に支給した1人もたり平均初任結画は通閏職を除い庵所定内同金縫醐（f､込額）をご誕入~Ifさい。
（2）専門学校卒肱．高校享桑を入学の資伶とした専修学校専門紀仙〔Z年切以上）を享婁した稀を対象として下さい。

◎お忙しいところご協力ありがとうございました。記入もれがないかもう一度お砿かめのうえ、7月9日までにご返送下さい。

(3)技術系として 川した者以外はすべて串間系にご毘入下さい

②平鹿23年3月の新規学卒者(第2新卒画､中連関1用者を除く)の採用肘画はありますか｡（1つだけに○）

、

け

０
１
Ⅱ
。
８
０
０
．
１
．
１
１
１
１
０
ｌ
■
１
０

里の1．にOをした邪粟F

一一賃金分類表.一一一------------…--------------------…-----------…-------‐

…{:鳶懸菱繕溌蝋Ⅱ

l）「改定腕の平均所定内撤金（A)」「改定役の平均所定内質金（B)」「平均＃1上げ・リl下げ額（C)」の関保は次のとおりです。
．「1．ツl上げた」事粟所は、「平均J1上げ・引下げ田（C)」はプラス額になります。
。「2．引下げたj事霞所は、「平均91上げ・リl下げ田（C)」はマイナス額にな'〕ます。
。『3．今年は爽範しない（凍輪)」事県涌'よ、（B）一（A)が脚頓になりますので、「乎均引上げ・引下げ、（C)｣は｢0｣'二なります。
2）対象肴緯政は、Tl金政定対象番で、蘭金の改定前．改定後とも在回している5です（1ページ、の鐘聞lの『従畠同政」とは必ずしも一致しな
くても鞘撹です)。

3）パートタイマー、アルバイト、位貝、箪峡、賦謎、翻欠肴、休咽付などは除いて下さい．

4）「所定内賃金」については、､ド表を参与にして下さい。ただし、迫勤壬当は除いて．Fさい？

②－1学卒ごとの採用予定人数をご配入下さい。

〔i

。申専司。＝-9

1．高校卒：11人
0－一一＝■‐＝

2専門学校卒『~~1...i人3．
0一一一一一一一

一｡●可■一一$

短大卒〈含M$専）：I：人
ローマーーーー一

一一一可＝‐‐9

4．大学卒111人
6－－＝＝＝一一

設問10)賃金改定についてお答え下さい。

①平成22年1月1日から7月1日までの間にどのような賃金改定を実施しましたか｡（1つだけにO》

1．引上げた 4，7月以降引上げる予定

5．7月以降引下げる予定

6．未定

ｚ
ｌ
ａ

引下げた

:蕊諜謡鰐饗鶏耀溌職

今年は実施しない（Zn艶）

↓

①－1賃全諭寵〈引き上げ･引き下げ･凍結)を実施した対魚智の総数
均引上げ･引下げ顔を昼毘入FFさい｡ご配入の闇は下配の〔注〕

1．～3．に○をした駆粟所は下肥の‘②へ

匿

学卒
採用予定人数(人）
(平戚22年3月卒）

採用した人敗(人〉
(平戚22年3月卒）

1人当たり

平均初任斡、(円）

岸、

誼
凸一

技術系
QOO

OO

OOeOB

園亭跨系
pOOO

uODO

OD00

E’技術系
00

000

0DP6

8亭務系
DO

D

10｡、

学卒
採用予定人故(人）

<平成22年3月卒）

採用した人数(人）

(平成22年3月卒）

1人豊

平均初価

たり

慮額(円）

高
凸一

技揖系

|皇’砺陪系

ロ技櫛系
図＄蹄系

従興員1人当たり（月馴）

包暁智壱Tの、内諾完遥勾縛合『A1 F百5壷扉扇豆丙百盲~面司

I1iIIl円 IIilIl円
平均引上げ・引下げ団（C）

~FFK一FF｢可



三重県中小企業団体中央会
〒514-0004津市栄町1-891二重県合同ビル6階
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2010年度地域問題研究所活動記録

“加年4月～”〃年鯛ノ
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1地域問題研究所概要

2地域問題研究所活動日誌

3地域問題研究所刊行物

4受入図譜･雑誌

5研究活励

6研究員業紙一覧（2010年4月～2011年3月）

－119－



(2)地域問題研究所規定

120

(3)2010年度研究所栂成員
所長岩田俊二(生活科学科教授）
年報担当茂木陽一(法経科教授）
通信担当島内高太(法経科准教授）
HP担当雨宮照雄(法経科教授）
会計担当長友薫卸(生活科学科准教授）
交流典会担当駒田亜衣(生活科学科助教）
研究員楠本孝(法経科准教授）

山川和義(法経科准教授）
梅濁填樹子(生活科学科教授）
平尾竜一(生活科学科准教授）
木下誠一(生活科学科准教授）

助手田中里佳

1地域問題研究所概要
（1）学則
第10章の2地域問題研究所
（地域問題研究所）
第63条の2本学に、地域問題研究所を世く°
2地域問題研究所に関し必要な事項は、別に定める。

昌蕊鰍靴鯛測蜘雛
”1条(名杯） －v〃1⑭0フ1 腕は、二皿廼瓜

1冊鰯研究所(晩

"、"■”、jグロ●暫専グ丁、9－ゴマ▼一砦、一ざ■巳J弔一”▼ログ、~■ﾛﾀ勾早回晶己閏へーｰ、陸へ宰壬四F，一エユ凸晶今夕でg

一宇毒一一○■_句、Gaa－■‐

第2条(目的） 研究所は､本学がよって
文化の向上に寄与し、あ

立つ地域社会に関わる諸問題の調壷研究を行い､もって､地域社会の生活と
bせて、本学の敏育･研究の堅屈に宙することを目的とする．

堀3条(所閲）
2

本学の専任教貝は研究所の所員となる。
所員は総会での鍛決を行う｡また､研究所の施設･資料の利川､研究所の刊行物への研究成果の褐
唖を行うことができる今

第4条(事業） 研究所は､その目的を運するため､必要に応じて三亜短期大学地域連挽センターと協力して次の事業

を行う。
一凹査および研究

文献･資料･備細の収集･保管･閲覧及び関係機関との研究･文献資料などの交流
三研究会の開佃及び研究成果の公我
四その他研究所の目的逮成のために必哩と隅められる駆垂

露5条(霧作栴） 研究所の刊行物に掲載された薯作物の軒作桁は研究所に凪する‘，

繭6条(迩営縄溢） 研究所には、研究所長一総会．諏営等目今を冊く,、

第7条(研究所長）

２
３

研究所長は､総会の推閏に基づき､学長が任命する。

所長は､研究所の柔務を準理し､研究所を代変する．
冨移座望”、舟r2fml今允g毒し1誠FfI2金今卿宮､F少坐り，

第8条(総会）

２
３

基本叩項は総会において審鍍･決定する．
蝕畏は所長とし､所長は必要と認めた時､または所員から要胴があった時に総会を招無
する｡総会は所側の過半数の出席により成立する。
本条踊1項にいう濫本事項とはつぎのものをいう。
一年度事業計画及び予算の作成､決算の承露

研究員の推固
三研究所長の推閣
四その他研究所に関する亜要駆項

節9条(運営委員会）

２
３
４

研究所の運営を行うため､運営委員会を吐く。
運営委員は､所長､両科選出の運営委貝2名､研究員の互選による若干名とし､学長が
任命する。

運営委員の任期は2年とし､再任を妨げない．
運営委員会の鍍長は所長とし､所長は研究所の運営のために､定期的に委員会を開価
する‘，

第10条(研究員）

2

研究貝は､研究費の支給を受けて地域研究を進め、また互選により研究所運営委貝となることができ
る。
奇知柑宣pmD冬 ＝ロ可上？dJbLノLm－6－Lユーーー＝p記事－斗■且一夕‘ログ凸誼唾r●－■』悪日〃L~､手監今今守一A浬可且●〃子JL－L一

第11条(特別研究貝） 特別研究員は､広く学内外に人材を求め､所長が総会にはかって推闘し、教投会の酷を経て学長が
任命する〃

覇12条(雑則） この鋤舞 こ定めるものの他、規耀の麿行に関し必要左駆項は別に定める｡，

付則
2

本規程は2008年4月1日から施行する。
この規樫の施行の際、旧研究室規程により現に室長､運営委画または研究員となっている者の取り扱
いについては、それぞれ新規縄による、所畏．in営番目．研究、とみなす蕊
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8月28日

月31日

山川和義

期大学教授
亜短期大学教授

三重県における労働・雇用問題に関する政労使の取り組み 山川和義
梅溌真樹子津市における乳幼児をもつ母親に対する食意識アン

地域医療政策における自治体の役割と課題
三重県における宿場・茶店の食文化の研究
地研通信第101.102合併号発行24頁

ｹー ﾄ調査
長友薫輝
茂木陽一



3地域問題研究所刊行物
【地研通信】

号数 発行日 内蓉

99号 7．302010年度地研研究員一覧／研究概要／運営体制
企業の社会的責任を考える島内商太
等入園蒋一藍

100号 10．31 ｢地研通佃jloo号によせて三亜短期大学学長上野達彦
｢地研通侭」第100号を祝して地域IMI題研究所長岩田俊二
｢地研通侭」第100号を記念して元三m短期大学学提岡本祐次
地研通13100号を記念して元地域問題総合調査研究室長尾崎正利
プェアトレードの桃唯石原洋介

101/102号 3．31 第42回地域問題研究交流災会報告

受入図密一覧
｢地研l創設期の思い出初代室長岩本勲

頁数

8

8

24

【地研年報】
地研年報第15号発行152頁
（論説）
地方都市の沿瀧と拡大過程に関する研究-津市を事例にして一岩田俊二・中井加代子
地域医療再生への視点と地域づくり－医療と貧困をめぐる実態調査から一長友薫輝
web2.0時代の福祉社会における情報保障に関する基礎的考察

平尾竜一・加藤あけみ・横溝一浩
（研究ノート）
津市における成人女性の食物摂取状況とBMIとの関迎梅認真樹子・駒田亜衣
（調査）
第2回津市における来日外国人の生活実態調査報告啓楠本孝
自動車リサイクル企業の現状と課題(2)-愛知県下3社に対する訪問調査記録一島内高

（調査）
第2回津市における来日外国人の生活実態調査報告啓楠本孝
自動車リサイクル企業の現状と課題(2)-愛知県下3社に対する訪問調査記録一
太
三重県における高年齢者屈用確保への取組み-2009年度の状況一山川和義
（報告）
近代女性史の裏側-近代三砿県域におけるマビキ慣行について－茂木陽一
2009年度地域問題研究所活動記録
地域問題研究所概要／地域問題研究所活励日誌／地域問題研究所刊行物
受入図書・雑誌／研究活動／研究員業繍一覧

4受入図書･雑聴
(1)収集図書点数(2010/4/l～2011/3/31）103点

(2)受入雑誌一覧

部落解放研究自治総研
広報津ほっと通信
三銀レポート地域社会
CURES地域政策
人権と部落問題新都市
週刊教育資料月刊介謹保険
判例地方自治日経ものづくり
エコジン人と国土
労働法令通信労政時報
総合社会福祉研究福祉新聞
日経メディカル月刊切り抜き保健
教育展望教育
財政金融統計月報社会教育
住民と自治自治研究
地方税地方財政
文部科学時報都市政策

122－

地域問題研究
澗査News
学術センター通信
部落問題研究
国際人流
月刊イオ
エ場管理
AFF

協同の発見
労働と医学
中小商工業研究
厚生の指標
社会福祉研究
人口問題研究
地域開発
月刊福祉



5研究活動
(1)個別研究

研究者名
(共同研究呑名）

雨宮照雄

茂木陽一

山川和疑

楠本孝

梅部填樹子
（浅井母子：津市敢袈

士運絡会）（竹西亜古：

兵庫欧宮大学）《駒田

岩田俊二

日究巴力君（中井皿代

子：生塁叫守型助手〕

駒田亜衣

長友薫輝

平尾竜一

(加箆あけみ:帥団福祉

大学)(損溝一浩:酔閃

福祉大字）

木下誠一

(平尾竜一：生活科学

科准紋授）〔横濁一浩：

時岡福祉大学〕

研究テーマ

財政傭報の開示と活朋

近世～近代の三曲鼎域に

おける旅龍･茶店の研究

三亜県における労働･雁朋

問題に関する政労使の取
り組み

｢外国人住民｣とは何か

瀧市における乳幼児を持

つ母親に対する食恵識ア
ンケート調在

伊賀市農村典藩の特徴的
景観の分析に間する研究

特定鯉診のデータ解析と

有効な保健術導のあり方
に関する研究

地域医療政策における自
治体の役劉と課lMj

新しい時代における社会

福祉施設マネージメントの

コンピテンシーの鵬礎強的

検討

福祉施設マネージメントと

施設設計デザインの新しい

勤向と課題

研究概要

地方血治体は、財政鯉全化法施行に伴い四つの健全化判断比率の算

定が餐務づけられた、また､公会計改雌に伴いバランスシートなど四つの

財務諾表の作成･公表が求められている。これらは、地方自治体の財政

状況の開示という点では大きな前巡であるが、反面、これらを財政運営に

どのように活用していくかについては、必ずしも研究者や財政担当者の

間で合意が得られているとはいえない。本研究では、財政情報の開示と
活用において健全化判断比率と公会計改雌が持っている意養、効果、あ

るいは限界について分折する。特に、三爪貼及び隅下市町を対象にして
具体的に桧討を十ろへ

近世～近代初期(おおむね鉄道網の完成以川)の三m【県域は､東海道・

伊勢街道(参宮街道)を基軸として、耐埋･飛脚･旅宿などの発達した地

域である．とりわけ庶民の旅である伊齢参窟の通者遠が利用した旅而･茶

店で発展した料理や鰻頭などの茶菓子頑についての刺査･史料的な確

定を行い現在の｢餅街遊l文化の成立を難察していく。

本研究では、三璽県において労働･服川間腿に政労使が現にどのような

取り組みをしているかについて分析し、今後の課題を提示するものである
ダも44hhI今世q七生制T2やヒーロ÷ロ缶と工自的rJT，阿奇師女叩予･し号・宝、

2009年7月に入管法･入管特別法･住悲法の改正が行われ､外国人挫録

法を廃止して外国人も『外国人住民jとして日本人とともに住蕊法の対象

とされることになった。そこでこの｢外個人住民｣とは何を意味するのかを
研究十ろ,、

乳幼児を持つ母親に離乳食や幼児食のり.え方や自身の食意謹えおアン

ケートによって調査し、子どもへの食耶の与え方が母製の食意識とどのよ

うな関わりをもつのかを分析し、その総果をもとに子どもや母製への支援

の方法を舞える。

伊賀市の3つの農村典落を対象にして、農村地域の保存すべき景観や

修復すべき景観を分折しタイプ化することによって、農村地域において策
篭式荊ス「暑剥卦而11のたけ》の垂座＃1蒔糾彩狐スアル券日柚ル寸丞一

三亜県祁市の特定健診データから、性別、年代別、地域別に分頻した特

徴を見出し、有効な保健揃導のあり方について明らかにすることを目的と

する｡2008年度より継続している研究であり、今年庇はデータの経年変化

を解析することによってどういった保健揃導がより有効であったかを具体
的に明らかにすることができる,、

医療供給体制のみならず地域居住の陛擦ニーズをふまえた地域医療の

充実を保健･社会福祉分野を含めた総合的な地域づくりの一環として行う

必狸があると考えている、この考えのもとに調森研究を実施したい。

描置から契約の時代に入り、禍祉施設綴鷲はユーザーから選ばれること

と同時に情慨公開と説明責任が求められる時代に突入したことは衆目の

一致するところである。また、近年の経済社会の新しい段階では屈用潤

楚的リストラからリセッション社会という。現下の産業社会が画面する危険

水域に突入した様相であるが、それでもなお屈用鋼楚は橘祉労働市鴎

へと向かわない｡それは顕著化する介譲佃祉士の陸駈率だけのすうちぱ

かりではなく、失業者でさえも介謹佃祉鹿設を回避する形へと静かに社

会を浸食しつつある。そこで、持縦可能な耶業体のマネージメントを探る

方途としての｢ケーススタディjという探求方法がこの矛盾を回避する一助

となるのか､否かという点を桶祉紐営践的に検証する、また．同時に施設
縄憐に必須とされるコンピテンシーとは何かを械討することにつながろう。

措置から契約の時代に入り、柵祉施設紐鴬はユーザーから選ばれること

と同時に情報公開と説明責任が求められる新しいフェーズに突入した。

施設経鴬に携わるものは新しいに即応すべ<、開始していることはその業

界紙が伝えるところである｡ところで､施股維営に何よりも必要な要素のひ

とつは､その福祉観である。経営将の柵祉観を反映した施設設計が行わ

れ、そのハードウエアにそって、媛助が鵬1Mされることはまぎれのない事

実である｡その証作が、近年の研齢稀施設に礎唱される｢ユニットケア｣で

あり、商齢者と乳幼児、また高齢行と障害行を岡時にケアする｢共生ホー

ムモデル｣などに示されたよう。そこで、近年の施設設計における細祉観
一一門一一一＝且.▲､今一と寸日垂君一一チダロー置詞で竹■い_卜企dも上Q4－包逗
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島内商太

、己ノブ這醐AJ印Iフ山

梅押填樹子

自励車リサイクル企業の現
状と課題

津市における乳幼児を持
つ母親に対する食意識ア
ンケート調査

産業･企業の研究において、製品の生産にかかわる動脈部に加えてリサ

イクルや適正処理を担う師脈部の企業研究が求められてきている。環境

問題に対する産業･企業の対応を研究するためにはメーカーの環境経営

とリサイクル企業の率粟の双方を視野に入れる必要がある．この研究で
i士一リサイクル金主に鰹点券しぼり．その駆猛の特微や鯉噸瑳咽杏する,、

乳幼児の隠乳期における食生活は、その後の子どもの発運に大きな

影容を与えると考えられる。そのために離乳食を与える母肌の食の

知識や関心度は大変遮要であり、指導する栄餐士は母製に対してど

のような適切な支援を行えばよいかを常々模索している。今回の研

究は、子どもへの食事の与え方や、母親自身の食意厳についてアン

ケート調壷を行い、現在の母親の食恵蹴が子どもの食生活にどのよ

うに影霧しているかを分析し、今後の母親への支扱方法に生かした

いと考えている。

第42回地域問題研究交流典会

食で生き活き子どもたち
11月27日（土)13:00～15:30アスト津会議室l
挨拶岩田俊二地域問題研究所長．三重短期大学教授
誠演梅潮真樹子地域問題研究所研究員・三重短期大学教授
識演駒田聡子 岐阜聖徳学園大学准教授
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6研究員業績一覧(2010年4月～2011年3月）

茂木陽一
●その池の謙作
「近代女性史の襲側-近代三重県域におけるマビキ慣行について一」三重短期大学地域問
題研究所『地研年報』第15号2010年8月
《蒋評》松沢裕作『明治地方自治体制の起源一近世社会の危機と制度変容』大阪歴史科学
協議会『歴史科学』203号2011年2月
●穀告

三敢県における宿場・茶店の食文化の研究三重短期大学地域問題研究交流集会20
11年3月

楠本孝
「第2回津市における来日外国人の生活実態調査報告番」地研年報1
「裁判員制度のもとでの死刑」日本の科学者45巻10号（2010.10）
「『人間回復の刑事法学』とは何か？」法と民主主凝455号（2011.1）

5号（2010.8）

山川和稜
「三煎県における高年齢者雇用確保への取組み-2009年度の状況一」地研年報第15号（2010
年）97頁
「高年齢者屈用確保措慨に関する法的間脳の検討」季刊労働法231号（2010年）196頁

島内高太
●研究ノー入竿
「企業の社会的責任を考える｣、『地研通信』（三蚊短期大学地域問題研究所）第99号、201
0年7月
「自動車リサイクル企業の現状と課題一愛知県下3社に対する訪問調査記録｣、『地研年報』
（三重短期大学地域問題研究所）第15号、2010年5月
●調P減
「『企業の社会的責任』とは何か？」、三砿短期大学地域問題研究所主催「地研セミナー｣、
2010年9月
●学会穀告掌
「企業内訓練校に見る日本的人材養成の特徴と課題｣、労務理論学会中部部会、2011年3月
「企業内訓練校における人材養成の特徴と課題｣、日本労務学会中部部会、2010年6月

梅津侭樹子
●紀蝉など
梅潔真樹子、駒田：亜衣「津市における成人女性の食物摂取状況とBMIとの関連｣，『三砿短
期大学地域問題研究所年報』，第15号，pp43～51,2010年8月
梅郡真樹子：「第42回地域問題研究交流典会報告：津市における乳幼児を持つ母親の食意識
アンケート澗査の結果報告｣，『地研通信』，No.101.102合併号，2011年3月
梅鴻真樹子、吉田香：「新調理システムの栄養学的有用性について｣，『三重短期大学生活科
学研究会紀要』，No.59,pp33～40,2011年3月
●その他
「食で生き活きこどもたち｣，2010年度地域問題研究交流梨会，2010年11月
中心市街地活性化チャレンジショップ事業「にぎわいプラザin大門」における三重短期大学
・三重大学連携によるカフェ「ボーノ」開店，2010年12月

平尾竜一
●その他

加藤あけみ,商橘修,平尾竜一「(講座用テキスト)ストレス社会を生き延びる心のケアと職
場のコミュニケーション」，三亜短期大学地域迦挽地域連挑センター,2010年8月
●学会その勉鐙表
「豊かな生活と心理臨床の現在」東海ソーシャルサービス研究会,2011年3月
●d鋤弥
「ストレス社会を生き延びる心のケアと職場のコミュニケーション」，三重短期大学地域連
挑「高山」榊座（2010年8月~10月)のｺｰヂｨﾈｰﾀｰ兼講演者
「こころのお天気」，三砿アカデミックセミナー移励講座in玉城町,2010年10月
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岩田俊二
●蕃謬
岩田俊二：『津市・地方都市の建設史』，農林統計出版(株)，2010年3月
●鐙文．
岩田俊二・中井加代子：「地方都市の沿革と拡大過程に関する研究一津市を事例にして－｣、
『地研年報第15号』、三重短期大学地域問題研究所、2010年8月、ppl-22
岩田俊二：「主題解説：農村共働空間の柵築へ向けて一新たな地域空間戦略の柵想一｣，「既
往研究に見る「英国の計画許可制度の改変とその考え方｣｣，2010年度日本建築学会大会
（北陸）農村計画部門研究協議会資料，2010年9月，ppl～4，pplOl～112
その他報告
岩田俊二：「環境共生型のまちづくり」，みえアカデミックセミナー，2010年7月29日
●〃域・委泥研秀竿
岩田俊二：2010～2012年度科学研究費補助金甚総研究（c)，「農村計画の「計画力」概念
に関する実証的研究」（共同研究)，（2010年度234万円）
●その他
岩田俊二：津市環境基本計画推進市民委員会会長2008年4月～
岩田俊二：津市農業振興地域整備計画策定協議会会長2006年9月～
岩田俊二：津市福祉有償運送協議会会長2005年4月～
岩田俊二：津市建築審査会会長代理2007年1月～
岩田俊二：四日市市開発審議会会長代理2008年11月～
岩田俊二：三重県公共事業等総合評価意見聴取会委員2006年4月～
岩田俊二：三重県公共事業評価審査委員会委員2008年4月～

木下賊一
●迂会的厨鋤
．「みえアカデミックセミナー2010」識師「共に住まう集合住宅」三重県生涯学習セン
ター2010年7月
・津市屋内総合スポーツ施設基本計画策定委員会委員2010年8月～
・伊勢策観デザイン賞選考委員会委員長2010年11月～2011年2月
・鳥羽市都市計画審議会委員2010年7月～
・鳥羽市国土利用計画審議会委員2010年12月～2011年2月

駒田亜衣
●学碕論文・学『藤
「津市における成人女性の食物摂取状況とBMIとの関連」（共著）梅秘填樹子、駒田亜衣、三
重短期大学地域問題研究所年報,第15号，pp43-51．（2010.8）
●学会穀告
1．駒田亜衣、山田真司、嵯峨井勝、糖尿病性神経症と網膜症の稲患リスクはHbAlcと
よく相関する、第69回日本公衆衛生学会抄録梨pp242、2010.10(東京都）
2．嵯峨井勝、駒田亜衣、山田真司、糖尿病性腎症の梱患リスクはHbA1cと血圧の棚
とよく相関する、第69回日本公衆衛生学会抄録典pp242、2010.10(東京都）
3．飯田津喜美、駒田亜衣、藤井久美子、中北なをみ、落合加代、別府由紀、青百合恵、
山田真司、三重県津市における特定健康診査結果の概要について（第1報)、第69回日本
公衆衛生学会抄録集pp231、2010.10(東京都）
4．青百合恵、藤井久美子、中北なをみ、落合加代、別府由紀、飯田津喜美、駒田亜衣、
山田真司、三重県津市における特定健康診査結果の保健指導への活用について（第2報)、
第69回日本公衆衛生学会抄録集pp232、2010.10(東京都）
5．山田真司、藤井久美子、中北なをみ、落合加代、別府由紀、青百合恵、飯田津喜美、
駒田亜衣、支援レベル別の有効な保健指導に関する研究～三重県津市の特定他診結果より
～、第69回日本公衆衛生学会抄録典pp254、2010.10(東京都）
6．駒田亜衣、谷口水穂、官能評価からみる短期大学生の「和風だし」に対する噛好、ヒ
ユーマンケア科学学会第3回学術集会日本ヒユーマンケア科学会誌vol､3，No.2，2010p
p31、2010.10(青森市）
7．駒田亜衣、山田真司、嵯峨井勝、自覚症状の有無と生活習慣病発症リスクについて～
特定健診結果より～、第32回日本臨床栄養学会総会・第31回日本臨床栄養協会総会要旨集
vol32-2、ppl37、2010.8(名古屋市）
8．駒田亜衣、谷口水穂、中井晴美、梅潔虞樹子、伊賀地域の「まつり」と発酵の文化に
関する調査、日本家政学会第62回大会研究発表要旨集pp59、2010.5(東広島市）
●その他
共同研究
。［研究課題名］「津市国民鈍康保険特定健康診査結果の解析等に基づく有効な保健指導の
あり方に関する共同研究」（代表者駒田亜衣)、［研究掛名]平成22年度政策研究・研修、
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[研究期間]平成22年4月～平成23年3月、［配分機関]三重短期大学地域連携センター

長友薫輝
●,‘形翻ﾖf鋤
○研究鏡文など
．「国保再生へ向けて」『社会保障』No.‘128,2010年
．「新しい傭勢の中で考える地域医療の再生」『月刊保団連』2010年
．『書評横山寿一箸『社会保障の再柵築一市場化から共同化へ一』」『総合社会福祉研究』
No.36,2010年
．「地域から国保改善の具体的提言を」『住民と自治』2010年8月号
．「シンポジウム深刻化する大都市の貧困問題」『社会医学研究第51回日本社会医学会
識演集』2010年
．「市民とともに国保再生へ」『社会保陳』No.431,2010年
．「地域医療再生への視点と地域づくり」『地研年報』No.15,2010年8月
．「格差社会と公衆衛生の課題一純康と貧困への接近一」『大阪保険医雑誌』No.525,2010
年8．9月号
．「国保問題から見る地域医療」『国民医療』N・・276,2010年9月号
．「介護保険と医療保険の関係性一医療費抑制策の転換に向けて一」『総合社会福祉研究』N
o．37,2010年12月

○学会発表

：潔鰹請騨?蕊脇撫撫篭亨諭議/ボジｳﾑ､2010年7月
●赴会的縁鋤
○識演撫師（下記の他、2010年度は年間50回程度の識演）
。「市民とともに人権を考える」津市人椛課、2010年9月
。「これからの社会保障j保団連東海ブロック、2010年11月
。「国保再生へ向けて」大阪府保険医協会内科医部会、2010年12月

○委員会委員等
2010年三m〔県身体障害者福祉センター・視覚障害者支援センター指定管理者選定委員会委
員
2009年～津市地域自立支援協議会委員（現在に至る）
2009年～津市NPOサポートセンター理取（現在に至る）
2009年～自治体問題研究所理事（現在に至る）
2009年～国民医療研究所幹事（現在に至る）
2009年～総合社会福祉研究所紀要細典委員（現在に至る）
2008年～津市人権施策審議会委員（現在に至る）
2006年～泳市介謹保険事業等検討委員会委員（現在に至る）

○その他
・毎日新聞、朝日新聞、CBC、
．立命館大学紀要査読委員など

TBSなどマスコミ各社へのコメント・寄稿協力
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